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平成27年６月24日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成27年度宮崎県一般会計補正

予算（第１号）

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙１）

・平成26年度宮崎県繰越明許費繰越計算書（別

紙３）

・平成26年度宮崎県公営企業会計（電気事業）

予算繰越計算書（別紙４）

・平成26年度宮崎県公営企業会計（電気事業）

継続費繰越計算書（別紙５）

○教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経

営に関する調査

○その他報告事項

・電力システム改革の動向について

・発電所施設見学ツアー（綾第二発電所）につ

いて

・第二次宮崎県教育振興基本計画の改定計画素

案の概要について

・「教職員の働きやすい環境づくりのためのアン

ケート」結果について

出席委員（７人）

委 員 長 重 松 幸次郎

副 委 員 長 日 高 博 之

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 井 本 英 雄

委 員 中 野 明

委 員 田 口 雄 二

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

警察本部

警 察 本 部 長 坂 口 拓 也

警 務 部 長 水 野 良 彦

警務部参事官兼
鬼 塚 博 美

首 席 監 察 官

生 活 安 全 部 長 片 岡 秀 司

刑 事 部 長 黒 木 典 明

交 通 部 長 鳥 井 宏 一

警 備 部 長 金 井 嘉 郁

警務部参事官兼
永 野 博 明

警 務 課 長

生活安全部参事官兼
神 坂 正 信

生活安全企画課長

生 活 環 境 課 長 児 島 孝 思

総 務 課 長 小 野 博

警務部参事官兼
廣 澤 康 介

会 計 課 長

少 年 課 長 藤 川 寿 治

交 通 規 制 課 長 大 野 正 人

運 転 免 許 課 長 鍋 倉 幸 次

企業局

企 業 局 長 四 本 孝

副 局 長
梅 原 裕 二

（ 総 括 ）

副 局 長
満 留 康 裕

（ 技 術 ）

総 務 課 長 沼 口 晴 彦

経 営 企 画 監 森 本 誠 二

工 務 課 長 新 穗 伸 一

開 発 企 画 監 上 石 浩

電 気 課 長 喜 田 勝 彦

施 設 管 理 課 長 平 松 信 一

総 合 制 御 課 長 新 見 剛 介
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教育委員会

教 育 長 飛 田 洋

教 育 次 長
原 田 幸 二

（ 総 括 ）

教 育 次 長
川井田 和 人

（教育政策担当）

総 務 課 長 大 西 祐 二

参事兼財務福利課長 田 方 浩 二

学 校 政 策 課 長 川 越 良 一

学 校 支 援 監 永 山 良 宣

特別支援教育室長 坂 元 厳

教 職 員 課 長 西 田 幸一郎

生 涯 学 習 課 長 恵 利 修 二

スポーツ振興課長 古 木 克 浩

文 化 財 課 長 大 西 敏 夫

人権同和教育室長 黒 木 政 信

事務局職員出席者

議 事 課 主 事 八 幡 光 祐

政策調査課主幹 西久保 耕 史

○重松委員長 ただいまから文教警察企業常任

委員会を開会いたします。

まず、委員会日程についてであります。お手

元に配付いたしました日程案のとおりで御異議

ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時０分休憩

午前10時２分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

おはようございます。

それでは、今回、当委員会に付託されました

議案等について、本部長の説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いをいたします。

○坂口警察本部長 おはようございます。警察

本部長の坂口でございます。本日の常任委員会、

よろしくお願いいたします。

重松委員長初め、委員の皆様には、日ごろか

ら本県警察の運営に関し、御理解と御協力を賜

り、厚く御礼を申し上げます。

本日、御審議いただきます公安委員会関係の

議案及び報告につきましては、次の３件であり

ます。

提出議案としまして、「平成27年度宮崎県一般

会計補正予算」について、報告としましては、

「繰越明許費繰越計算書について」、「損害賠償

額を定めたことについて」であります。

警務部長から説明させますので、よろしくお

願いいたします。

○重松委員長 本部長の概要説明が終了いたし

ました。

初めに、議案に関する説明を求めます。

○水野警務部長 それでは、議案についての説

明させていただきます。

まず、平成27年６月定例県議会提出の議案第

１号「平成27年度宮崎県一般会計補正予算」の

公安委員会関係につきまして、御説明を申し上

げます。

文教警察企業常任委員会資料と平成27年度６

月補正歳出予算説明資料で御説明を申し上げま

す。

それでは、311ページになります。

警察費の補正額でございますが、総額３

億9,309万8,000円をお願いしております。今回

の補正によりまして、公安委員会の補正後の予
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算額でございますが、269億2,948万4,000円とな

ります。

それでは、平成27年度の公安委員会関係の歳

出予算の内容を科目、事項別に説明いたします。

上段左側で、会計、科目、事項がございます

が、そちらの欄では、会計、一般会計でござい

ます。

その下に、（款）警察費、（項）警察管理費と

なっております。

（目）警察本部費、（事項）運営費、補正額が663

万9,000円でございますが、これは警察職員設置

に要する経費でございまして、番号１でござい

ますけれども、庁用備品購入費で511万5,000円、

これは、老朽化し、使用に耐えなくなった椅子

などを買いかえるための経費でございます。

それから、「職員の健全な心身保持のための健

康管理対策事業」につきましては、新規事業で

ございますが、新規事業の主な事業内容につき

ましては、別途資料を作成しておりますので、

後ほど御説明させていただきます。

次に、その下、（目）装備費（事項）装備費の

補正額2,175万2,000円でございます。この経費

につきましては、警察機動力及び警察装備の計

画的整備充実強化と装備活動に要する経費であ

りまして、「警察車両の計画的更新整備事

業」1,406万3,000円、これは老朽化した車両、

それから自動二輪車を買いかえるための経費で

ございます。

その下、「受傷事故防止用装備資器材導入事

業」429万4,000円でございます。これは、刃物

から身を守るための耐刃防護衣等の装備を整備

する経費でございます。

続きまして、（目）警察施設費（事項）警察施

設費でございます。補正額が1,150万円でござい

ます。これは警察施設の計画的整備と適正な維

持管理に要する経費でございます。

交番、駐在所庁舎新築費といたしまして、1,150

万円を計上しております。これは、老朽化して

いる川南交番を移転建てかえするための土地の

購入費でございます。

続いて、（目）運転免許費（事項）運転免許費、

補正額1,176万5,000円でございますが、この事

業につきましても、新規事業でございますので、

後ほど資料に基づきまして説明させていただき

ます。

続いて、（項）警察活動費（目）警察活動費（事

項）一般活動費でございます。ここでは、補正

額6,311万6,000円を計上してございます。

これは警察活動全般に要する経費でございま

して、「暴走族壊滅作戦推進事業」として663

万4,000円、これは、暴走族の暴走行為を撮影す

るためのビデオカメラの整備や、年末年始の暴

走行為対策用の各種機材のリース料等でござい

ます。

それから、「特殊事件捜査資機材整備事業」、

これで2,485万円計上しております。これは、立

てこもり事件に際しまして、被害者の安全な救

出、捜査員の事故防止を図るために、例えば防

弾衣などといった装備資機材を整備するもので

ございます。

続いて、（事項）交通安全施設整備事業費でご

ざいます。２億7,832万6,000円の補正でありま

す。これは、交通安全施設の整備に要する経費

でございまして、信号機の新設や道路標識・標

示等の整備に要する経費でございます。

この事業につきましても、資料に基づいて説

明させていただきますので、別添の資料１をご

らんください。

新規事業等が、それぞれの事業ごとに説明さ

れてございますので、そちらをごらんいただけ
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ればと思います。

まず初めに、資料１の１でございますけれど

も、「職員の健全な心身保持のための健康管理対

策事業」であります。

事業の目的は、警察が扱う各種相談業務や職

務執行に伴う苦情等が多く、また夜間や休日の

事件に伴う呼び出しもございまして、警察はス

トレスがたまりやすい職場となっております。

こうした中で、心の健康に支障を来す場合も

ございまして、メンタルヘルス不調者の早期発

見、未然防止及び再発防止を図るためのシステ

ムを導入するものでございます。

２の事業の概要であります。これにつきまし

ては、システムの導入でございまして、システ

ムのリース料として132万4,000円を計上してお

ります。

事業の内容としましては、ストレスチェック

システムを導入することにより、職員各人がい

つでもストレスチェックシステムを利用でき、

自身のストレス状況を認識することを可能とす

るものでございます。

３の事業効果であります。保健師が入力され

たデータをもとに、職員一人一人のストレス状

況を把握し、ストレス危険度の高い職員との面

接など、直接的な指導をすることが可能となり、

職員がメンタルヘルス不調者に陥らないための

未然防止と再発防止が図られるものでございま

す。

続きまして、資料１の２をごらんください。

「試験車両・更新時講習機器及び運転免許シ

ステム整備事業」でございます。

１の事業目的については、記載のとおりであ

りますが、運転免許の取得や更新に関する業務

は、県民の権利や義務にかかわるものでござい

ますことから、公平かつ公正な運転免許手続が

実施されなければなりません。

そこで、正確な試験の判定ができるように、

試験車両や各種検査機器の更新整備等を図るも

のでございます。

２の事業の概要でございます。牽引車のリー

ス料、それから検査機器の購入費といたしまし

て、1,176万5,000円を計上してございます。

事業の内容でありますが、牽引免許の技能試

験用車両が老朽化しておりまして、故障時の部

品が調達できないといった状況に陥っているこ

とから更新整備をいたしまして、免許の更新業

務で使用している視覚検査装置等についても、

また更新するというものでございます。

また、道交法の改正等に伴いまして、プログ

ラムを変更する必要が生じたことから、運転適

性相談支援システム等の電算システムの改修を

行うものでございます。

３の事業効果であります。公平かつ公正な試

験や検査が実施されるとともに、システム改修

により、運転適性相談や行政処分の正確性が確

保され、より一層、適正かつ迅速な運転免許業

務が推進されるものと考えております。

続きまして、次のページの資料１の３をごら

んください。

新規事業「取調べの録音・録画装置整備事業」

でございます。

１の事業目的であります。裁判員裁判対象事

件や知的障がいを有する被疑者の取り調べにお

いて、供述の任意性・信用性の立証に資する方

策について検討するため、長時間の録音・録画

ができる装置を整備するものでございます。

事業の概要であります。録音・録画装置の購

入費といたしまして、1,169万7,000円を計上し

ております。

事業の内容といたしましては、既存のＤＶＤ
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方式の録音・録画装置は、２時間程度しか録音

・録画することができないため、長時間の録音

・録画が可能なブルーレイディスク対応の装置

を新たに６式整備するものでございます。

３の事業効果であります。今後も増加が見込

まれる取り調べの録音・録画に適切に対応する

ことができると考えております。

続きまして、資料１の４をごらんください。

新規事業「検視業務充実強化事業」でござい

ます。

事業目的につきましては、高齢化社会に伴い、

本県における検視件数も今後ますます増加が見

込まれますが、検視や解剖は死因を究明し、事

件性を判断するために行う重要な業務でありま

して、一定期間は遺体を警察署に保管する必要

がございます。遺体は、時間の経過とともに腐

敗により変化することから、その進行を防ぐた

めに遺体保冷庫の整備を図るものでございます。

２の事業の概要としましては、遺体保冷庫の

購入費として、958万円を計上しております。

事業内容は、全警察署に整備済みの１体用の

遺体保冷庫は、老朽化が著しくて交換部品も調

達できないという状況であることから、３カ年

計画で２体用の遺体保冷庫を整備するものでご

ざいます。

事業効果でありますが、２体用の遺体保冷庫

によりまして、検視や解剖のための遺体保管体

制が強化され、遺体の腐敗を最小限にすること

ができ、犯罪死見逃しの防止が強化されるもの

と考えております。

続きまして、資料１の５をごらんください。

新規事業「証拠能力確保のための採証用カメ

ラ整備事業」についてでございます。

事業目的については、凶悪犯罪等の事件解決

には、客観的証拠となるビデオカメラの映像記

録が極めて有用であることから、夜間でも鮮明

な録画が可能な可搬式のカメラを整備するもの

でございます。

事業概要といたしましては、そのビデオカメ

ラの購入費として374万5,000円を計上しており

ます。

事業内容につきましては、ＤＶ・ストーカー

事案の被害者宅等に、夜間でも監視、録画が可

能な監視警戒システムを５式導入するほか、電

源が確保できない場所でも、乾電池で長期間稼

働する監視カメラシステムを10式導入するもの

であります。

事業効果につきましては、ＤＶ・ストーカー

事案対策では、カメラの設置により被害者等の

精神的不安が軽減されるほか、カメラ映像の証

拠化による迅速かつ的確な事件化・行政措置が

可能になるものと考えております。

続きまして、資料１の６をごらんください。

これは既存事業になりますが、「交通安全施設

整備事業費」でございます。

本事業は、交通安全施設の整備にかかる経費

のうち、県費による整備費のみを計上しており

まして、国庫補助の事業につきましては、既に

骨格予算で編成しておるところでございます。

事業目的でございますが、交通事故及び交通

渋滞の状況を把握し、信号機及び道路標識・標

示等の交通安全施設を整備し、交通事故の防止

や交通の円滑化を図るものでございます。

事業概要でありますが、信号機や標識等の工

事請負費等で、２億7,832万6,000円を計上して

おります。

また、骨格予算と合わせますと、本年度は10

億3,766万6,000円となります。

事業内容でございますが、信号機の新設、道

路標識及び道路標示等を整備するとともに、交



- 6 -

平成27年６月24日(水)

通安全施設の災害対策強化事業費として、主要

幹線道路に信号機用の自動起動型電源付加装置

を設置するものでございます。

事業効果につきましては、交通事故や交通量

等の実態に即した計画的な交通安全施設を整備

することで、交通事故の抑止と交通の円滑化を

図り、県民の生命の保護と交通環境の向上を推

進するものと考えております。

○重松委員長 議案に関する執行部の説明が終

了いたしました。

議案についての質疑はございませんか。

○図師委員 新規事業について、何点かお伺い

させていただきますが、まず資料１の１で、職

員の方々のメンタルダウンに関する取り組みを、

今後、されていかれるということなんですが、

このストレスチェックシステムというのは、任

意でアクセスして判断するものなのか、それと

も全職員に定期的にそういうチェックを行って

いくものなのか、このあたりはいかがでしょう。

○水野警務部長 これにつきましては、御指摘

のように、職員自身がまず残業時間、超過勤務

時間も記入をしますし、それから本部のほうで

も連携しておりまして、本部で保健師が一元的

にこのストレスチェックシステムを見て、職員

の中で超過勤務が非常に多重になっているよう

な、そういう職員がいれば面談を手配したりと

いうような、こちらでもフォローができるよう

な、そういうシステムで構築しております。

○図師委員 では、任意でということですね。

強制的にといいますか、定期的に全職員を

チェックするものではなくて、あくまでも自分

でここにアクセスするか、もしくは残業時間が

長い方が抽出されて、このチェックを受けると

いうことの理解でいいですか。

○水野警務部長 そういう意味では、おっしゃ

るとおりだと思います。

任意といいましょうか、御指摘のとおりだと

思います。

○図師委員 最初に確認しておくべきでしたが、

現在、県警のほうでメンタルダウンしている方、

通院中、入院中の方、それぞれ数がわかれば。

○水野警務部長 長期の休業者という形で数字

がございますので、それを御紹介させていただ

ければと思います。

平成25年の数字になりますので大変恐縮です

が、宮崎県警におきまして長期休業者は23名で

ございます。

それから、先ほどのストレスチェックシステ

ムとはまた話が別なんですけれども、労働安全

衛生法がございまして、事業所であれば適用さ

れるものなんですけれども、そちらで、今回、

法改正がございまして、年１回のストレスチェッ

クを実施してほしいという義務づけがかかって

ございます。

そういう意味では、システムとは別ですけれ

ども、ストレスチェックというのは、年１回、

定期的に職員に対して行っていくというものは

ございます。

○図師委員 知事部局のほうだけじゃなかった

と思うんですが、そのメンタルダウンされた方

の職場復帰に関する回復プログラムというのが

あろうかと思うんですが、これは県警のほうで

も導入されているんですか。

具体的にはどういう回復プログラムなのか、

概要を教えてください。

○水野警務部長 プログラムというような名称

で呼んでないんですけれども、我々としては復

帰に向けた復帰トレーニングというのを実施し

ております。

休業を解除するといいましょうか、復帰する



- 7 -

平成27年６月24日(水)

日の前、１カ月ぐらいかけて徐々に勤務、職場

になれさせていくというプログラムを用意して

まして、大体、まず通勤訓練から入って、それ

から次に短時間勤務、例えば半日とか午前中だ

けというような勤務をして、１日いられるかど

うかというのを次に試していくと、仕事の内容

も少しずつ複雑なものにしていくというような

形で、徐々になれさせていくようなトレーニン

グをやっておりまして、最後、トレーニングを

して復帰をする段階になりましたら、その状況

を、我々のほう本部で保健師も含めて審査をす

る場がございまして、トレーニングの状況はど

うだったのかというのを日報形式で書いており

ますが、そういったものも全部読んで、復帰さ

せていいかどうかというような判断を所属等を

交えながら、意見交えながら、判断していくと

いうような仕組みで進めております。

○図師委員 今のおっしゃられるとおりで、こ

のメンタルが弱られた方は、退院後すぐ回復で

きるものではなくて、やはり徐々になれさせて

いくというような取り組みが必要でしょうし、

あとはその上司の方の見きわめと申しますか、

発生時もですし、回復時においても、その上司

の方がより専門的な知識を入れられて、メンタ

ル面がどういう状況にあるのかというのを判断

できる管理が必要かと思うんですが、ある程度

の管理者になられる方々の、メンタルヘルスの

研修会みたいなのはあってるんですか。

○水野警務部長 これにつきましては、定期的

に必ずやるというものではございませんけれど

も、例えば署長会議とか副署長会議というよう

な、各署の署長が集まるような機会がございま

す。

そういった機会に、メンタルヘルス研修会と

いう格好で講師の方、来ていただいて、こういっ

たことに気をつけてくださいというような講義

を行っていただくというようなこともやってお

ります。

その他、各所属のほうでも、保健師を呼んだ

り、あるいは部外講師を呼んだ研修を行ってお

りまして、これ、職員に直接セルフケアをしま

しょうというような講義をするんですが、それ

につきましては認定心理士の方が入ってきてい

ただいたりということで、平成25年度では、合

計33回、それから受講者数が970名であります。26

年度は990名の受講者でございますが、毎年毎

年1,000人近い人数に対して講義を行うと、職員

向けのメンタルヘルス対策といったこともやっ

ております。

○図師委員 私は一般質問でも取り上げさせて

もらったことがあるんですが、このメンタルヘ

ルスケアに関しては、やはり職員の方の健康診

断のときに、簡易の鬱のスケールテストでも入

れなさいと、そうすることで、県警だけではな

くて、知事部局も含めた、全職員のそういうメ

ンタルヘルスのチェックを年に１回はできるよ

うにしたほうがいいではないかという提案は、

以前にもさせていただいたことがあるんですが、

そういう体制が徐々に整いつつあるのかなとい

う気はしております。

何よりも、メンタルダウンすることが悪いこ

とではないという認識を、やはり管理職の方々

は持たれるべきだと思います。

逆に、今の社会情勢の中、メンタルダウンす

るほうが正常な心の反応であるという分析とい

いますか、学者さんもいらっしゃって、この複

雑多岐な社会の中、また業務の中で、やはりあ

る程度、憂いていくということのほうが正常な

反応で、それを頭から否定してしまう、それが

もう仕事ができないことの評価に直結するとい
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うことではなくて、やはりその職場全体で、そ

の方々が回復していく過程を見守るというか、

サポートするという環境づくりのほうが大切な

場合も多いと思います。

○井本委員 全国的に見て、多いほうですか、

少ないほうですか。

○水野警務部長 平成25年でございますけれど

も、全国で長期のメンタル関係の休業者の方

が1,661名というふうになっております。

職員の数が物すごく違いますので、率で申し

上げたほうがよろしいかなと思いますので、休

業者の率ということで説明申し上げます。

全国で言いますと、全国の休業者数1,661は、

全国の警察官の数に対しての割合でいけば0.6％

であると、休業者率で言いますとそうなります。

宮崎県警はどうかと申し上げますと、0.9％と

いうことで、若干、数字としては高めなのかな

と思っております。

ただ平成26年の数字がございまして、正式な

数字は全国は出てませんが、宮崎県警の数字で

は14人ぐらいだったと思うんですけれども、率

としては0.6％ぐらいということで、昨年は全国

並みになっておるということでございます。

母数が2,300名でございますので、１名、２名

ふえると数字が上がっちゃうもんですから、な

かなかこれ正式には言いづらいんですけれど

も、0.6％ぐらいのところで、全国と同様な数字

であると御理解いただければと思います。

○緒嶋委員 これは、予算的には大した予算じゃ

ないわけですが、全警察署にこのシステムを導

入するわけですか。

○水野警務部長 これはシステムでございます

ので、アプリケーションみたいな形で導入する

というものでございますので、端末を増設した

りということではないかと思います。各警察官

に配付されている端末で、記入していくという

ものになるかと思います。

あと、システムのリース料でございますので、

５年とか長期でのお支払いになりますので、132

万円というのは今年度でございますけれども、

今年度の後半に１年の半分か、３カ月分だけの

支払いでの130何万円でございますので、年間に

しますともう少し高いですし、長期の契約でご

ざいますので、総額で言うとさらにもう少し大

きいという感じであります。

○中野委員 これ見てますと、職員の健全な心

身保持のための健康管理対策事業が、県単で新

規となってるわけです。

今まで、この健康管理対策事業、例えば一番

下に「保健師が職員一人一人」、今まで保健師が

いなかったのか、メンタルヘルス対策事業を入

れることだけが新規事業なのか、トータル的な

この相談対策というか、そこ辺を含めてちょっ

と説明してもらえる。何か今ごろこんなのを新

規事業かと言うと、今まで何もしとらんとかと

いう話になるわけやけど。

○水野警務部長 予算だけ御説明したものです

から済みません。

ストレスチェックシステムについての全体像

が、なかなかお伝えできていないかなというこ

とで大変失礼いたしました。

警察職員全体のメンタルヘルスに関する予算

といたしましては、438万6,000円を計上してお

ります。

その内訳でございますけれども、先ほど申し

上げましたストレスチェックシステム導入のリ

ース料でございます。

そのほか、本部での生活相談員を用意してご

ざいます。あるいは部外の生活相談員というの

も用意しておりまして、問題が発生したときに
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は、当然その相談員に相談をしていただく、あ

るいは発生する前に、その相談員を御紹介して、

職員と面談をするといったような人件費であり

ますが、その関係で232万円ほど報酬として準備

しております。

それから、健康管理諮問委員会と申しまして、

先ほど申しました復帰トレーニングをする際に、

保健師の方が、専門家の方に、例えばメンタル

ですと、精神科のお医者様に御相談に行って、

こういった方ですけどというようなことを申し

上げて、復帰してもよろしいというような確認

をしていただくということになっておりまして、

その委員会の委員になっていただいているお医

者様に対する謝金がございます。

その他、メンタルヘルス対策に関しての部外

講師を呼ぶなりなどの各種謝金、それから啓発

のパンフレットというものの印刷の予算、それ

から復帰トレーニングに際しての、これは保険

をかける必要がございますので、そういった保

険料といったものが予算の内訳でございます。

予算から見たメンタルヘルスに関する対策は、

以上のとおりであります。

○中野委員 「保健師が職員一人一人」、この保

健師というのは何ですか、警察署ごとにおるん

ですか、委託でいるんですか。

○水野警務部長 保健師は本部におりまして、

本部を拠点として各署にも当然足を運ぶという

ような形で、常勤で、365日、８時間勤務で本部

で働いていただいております。

○中野委員 何人いるの。

○水野警務部長 保健師で来ていただいている

のはお二人です。本部に詰めております。

○中野委員 「来ていただいてる」というのは、

どっかに委託しているんですか、雇用してるん

ですか。

○水野警務部長 県警で直接雇用すると、なか

なか人の回しができないものですから、県のほ

うから出向という形で、県の職員として採用さ

れた保健師の方が、県警のほうに来ていただい

ていると、そういう意味で来ていただいている

という言い方をしています。

○図師委員 資料１の２ですけれども、この運

転免許に関するシステム導入は理解できるとこ

ろなんですが、昨今、よく問題になっておりま

す認知症の方の診断も、これに該当してくるの

かなと思うんですが、そういう部分が設けられ

ているのか。

この運転適性相談支援システムですか、こう

いうものの中に認知症判定に関する内容が含ま

れているかどうかを教えてください。

○鳥井交通部長 運転適性相談支援システムと

いうのは、道交法が昨年改正されまして、一定

の病気、てんかんとか、そういったものに対す

る病状質問等が設けられた関係で、そういうシ

ステムが入っております。

ですから、当然、認知症の相談件数について

も含まれております。

年々、昨年１年間だけでも、1,700件ほどの適

正相談というのを受理しておるわけで、これを

運転に適さないといいますか、把握するための

システムの改修費用でございます。

○図師委員 教えていただきたいんですが、こ

の一定の病気の内容で、てんかんとか認知症と

いうのが取り上げられておるということなんで

すが、それに該当する方、またその程度にもよ

ると思うんですが、もう運転免許を与えること

が適さないと判断された場合ですけれども、そ

れは、ある程度、強制力を持って対応できるの

か。

それとも、あくまでも本人なり、その本人を
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取り巻く家族の方の判断に委ねられるのか、そ

のあたりいかがですか。

○鳥井交通部長 何も、この一定の病気の人た

ちを、当然、差別することはないわけで、質問

に当たってはもう素直に答えてくださいと、こ

れで差別されるわけではありませんよと、そう

いう中でそういう経験がありますよという回答

をされた方には、うちの警察職員がそういった

相談するわけです。

その相談の後に、どうしてもおかしい、ちょっ

と適さないというような場合は、家族等にもお

願いしたりして、かかりつけの先生の診断書等

の提出を求めることとしております。

そういう相談を受けて、更新手続の際にどう

しても、適さないと、かかりつけの相談の医師

の診断書も提出しないというような場合は、警

察で委託している臨時適正検査といいますけれ

ども、この先生への受診勧めますけれども、あ

くまでもこの段階までは任意でございます。

でも、それも受けないと、それも提出してい

ただけないという場合には、強制力を持って取

り消しするという場面もあります。

○図師委員 昨年1,700件ぐらいのその相談件数

があったということなんですが、このシステム

が導入されれば、さらにその件数がふえてくる

のかもしれませんけれども、昨年度、実際、取

り消しまで至ったケースというのは、何ケース

ぐらいあるんですか。

○鳥井交通部長 認知症でということですか。

○図師委員 そこでくくらなくていいんです。

相談件数が1,700件ぐらいはあったということ

なんですが、それで一定の病気が理由で、結局、

免許が取り消されたという方が何人ぐらいい

らっしゃるのか。

○鳥井交通部長 今、資料を準備しております

けれども、これだけ社会の耳目を引くといいま

すか、いろいろな関係でみずから返納していた

だく場合もありますし。

適正相談で、てんかん、認知症等で、また「こ

ういう状況ですけれども」というようなみずか

らの申告もございます中で、平成26年、昨年は

１年間で58人の方が取り消し処分となっており

ます。

○中野委員 私、今度、免許証を切りかえて、70

歳過ぎたら別途講習会があったんです。

民間に委託して70歳以上が研修受けるシステ

ムの中で、あの検査器具がありますよね。

あれは、もう全講習箇所、統一した機械・器

具とか、県が委託するだろうと思うんです。そ

ういうときは、ある程度、器具代とかああいう

のはどんなシステムになっとるんですか。

○鳥井交通部長 更新時の年齢が満70歳に達す

る段階から、高齢者講習というのを受けていた

だきます。

これは県内の指定自動車学校とか、届出自動

車学校に業務委託しておりますので、そこで高

齢者講習を受けていただく、受けていただいた

終了証をもって、免許更新を受け付けるという

ふうになっております。

免許更新を受け付ける際のさまざまな器具、

これは大体、当然のごとく、公平性を保つため

に、警察署でも更新事務というのは受けられま

すけれども、器具はほとんど一緒のものを使用

しております。

○田口委員 資料１の３で、取調べの録音・録

画装置整備事業についてお伺いします。

まず最初ですが、裁判員裁判対象事件という

のは、どういうものが対象だったですか、ちょっ

と教えてください。

○黒木刑事部長 死刑または無期に当たる罪で
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ございまして、具体的な事件としては、殺人、

殺人未遂とか、強盗致傷、それとか強姦致傷、

それから傷害致死事件が該当してきます。

もう一つは、故意で被害者を死亡させた場合、

ですから先ほど言った傷害致死事件、ですから

傷害では裁判員裁判ではないんですけれども、

その原因によって亡くなった場合には裁判員裁

判の対象事件ということで、大まかにこの２点

が対象事件に指定されています。

○田口委員 刑としては、結構、重たいのが対

象になるんですね。

○黒木刑事部長 はい、そのとおりでございま

す。

○田口委員 そうすると、今度、新しくその録

画の時間が長く使えるようになったということ

ですが、これは、使い方は警察の皆さんだけが

使うということなんでしょうか。

後でチェックするとか、いろんなときに、こ

の録画されたものの使い方というのはどうされ

るんでしょうか。

○黒木刑事部長 この録音・録画、これは当然、

検察庁のほうに送りますので、警察で録音・録

画したものは、検察、それと裁判の過程で、裁

判資料として有効に活用されると考えておりま

す。

○田口委員 わかりやすく言うと可視化になっ

たと、なりつつあるという判断でよろしいんで

すか。

○黒木刑事部長 今、法制審議会のほうで法律

の改正があってますけれども、見通しとしては

可視化の方向で、今、動いておるということで、

その準備ということで、この予算を上げさせて

いただきました。

○田口委員 そうすると、今時点では、これが

設置されましても、すぐに弁護士が見せてくれ

とか言っても、まだ準備段階ということである

ならば、それはまだノーということですか。

○黒木刑事部長 そうでございます。

○田口委員 ちなみに、６式整備するというふ

うになってますが、この６のものはどこに設置

されるんですか。

○黒木刑事部長 今、県下の13警察署に13台設

置しておりますけれども、小規模署の５署、串

間、えびの、高岡、西都、高千穂、ここがこの

ブルーレイディスク対応になっておりませんの

で、一応この５署の対応を考えておりますけれ

ども、もう一つは本部にありませんので、本部

を入れて６機導入を考えております。

○田口委員 今の小規模のところに入るという

ことは、大きいところはブルーレイが既に入っ

ているということなんですね。

○黒木刑事部長 はい、そのとおりです。

○中野委員 今ちょっと話聞いとって、この可

視化についていろいろ話題になります。

それで、私も勉強してないんですけど、今回、

まだ準備とかいう話でしたけど、今のところは

法的根拠というのはあるんですか。

それと、取り調べについては、どこまで録画

するかとか、今、そこ辺の規則というのは具体

的にはどうなっているんですか。

○黒木刑事部長 今、試行段階でございまして、

平成21年から、裁判員裁判対象事件ということ

が言われ出しまして、試行をしなさいというこ

とで、可視化に向けた試行ということで、録音

・録画の機器が導入されまして、現在まだ刑訴

法の改正が成立しておりませんので、現在あく

までも試行段階でございます。

ですから、可視化が恐らく法案どおりだろう

ということで、今、準備をしておるということ

で、年内には法案が上げられるものとは考えて
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おりますけれども、今、そのような状況でござ

います。

○中野委員 この録画対象というのは何ですか。

この裁判員裁判対象事件だけとか、録画する

対象はどうなっているんですか。

○黒木刑事部長 現在、裁判員裁判の対象事件、

それと知的障がい者がございますけれども、そ

の被疑者の場合の取り調べ、これについて録音

・録画を試行的に現在実施しております。

○田口委員 １の４ですが、いつも聞かれてい

るかもしれませんが、また自分もちょっと確認

のために、年間の県内の検視の数と、現在、実

際に検視をした数というのはどれぐらいになっ

ているんでしょうか。

○黒木刑事部長 26年が1,391体でございま

す。25年が1,430体、全てこれは司法検視並びに

行政検視を行っています。検視を行った数でご

ざいます。

○田口委員 検視をするのと、もちろん当然し

ないのもありますよね、その判断はどこで誰が

するんですか。

○黒木刑事部長 検視をする場合、先ほど言っ

た司法検視と行政検視というのがありまして、

まず司法検視ですけれども、これは判断は、当

然、警察官の方でとか医師の届け出によって判

断をして、検視をするわけですけれども、老死

等の自然死ではなくて、事件・事故の疑いのあ

る死体です。自然死ではないけれども事件・事

故の疑いがある。

行政検視は、事件・事故の疑いはないけれど

も、死因が判明しないというような死体につい

て検視を行っております。

○田口委員 ちなみに、私の義理のおやじさん

は、朝、行ってみたら布団の中で死んどったと

いうのがあったんですけど、それは結局は病死

だったんですけれども、そのときにはやっぱり

警察も来て、そこの場でそれを判断して、行政

かどっちかということで分けるわけですか。

○黒木刑事部長 そのとおりでございます。

○緒嶋委員 その２つの比率はどれぐらいです

か。

○黒木刑事部長 26年ですけれども、司法検視

が1,087でございます。行政検視が294。

○中野委員 よく、いろいろ風呂場で死んどっ

たとか、倒れとったとか結構あるんです。第一

発見者が大変、いろいろ聞かれる、それはもう

当然だと。

例えば、そこに警察官が来て、検視のために

死体を確保するかというのは、そこで判断して

もう遺体を運ぶんですか。

いろいろ死亡があった場合、風呂で死んだり

とか倒れとったりとかあるわけですよね。当然、

現場に警察が来て、さっき言ったように、検視

のための死体として確保するかどうかというの

が難しいと思うんです。

そこにドクターが行って診ればいいけど、医

者の死亡診断書もできないじゃないですか。

○黒木刑事部長 まず医師がみとってない死亡

については、ほとんどもう検視をいたします。

そういうお考えでいいかと思いますけど。

○中野委員 検視をするときは、一旦、死体を

警察に持っていくということですか。

○黒木刑事部長 基本的にはその場でやるんで

すけれども、ほとんどの場合が、ちょっと御遺

体を御遺族に見せるのは、非常に忍びないとい

うこともありますので、その場で検視をするの

は、やっぱり御家族対策、遺族対策等を考えて、

できるだけ警察署のほうで検視を行っておりま

す。

○中野委員 １の５、いろいろ、今、犯罪見て
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いると、やっぱり証拠としてはこの防犯カメラ、

かなり活躍していると思うんです。

これはあればあったほうがいいんですけど、

宮崎県内の設置とか、今後の設置計画とか含め

て。

○黒木刑事部長 捜査支援カメラにつきまして

は、今20台設置をしておりますので、設置とい

うか、装備資機材として運用をしておりますの

で、さらに今後はこの議案で15台をお願いする

ものでございます。

街頭につけている固定の防犯カメラについて

は、ちょっとこちらでは把握しておりませんけ

れども。

○中野委員 事業内容で見ると、ストーカー事

案の場合に、そのストーカーされたとこら辺に、

そのとき、そのとき設置するというんですか。

○黒木刑事部長 そのとおりでございます。

これは固定配置じゃなくて機動的に、犯罪が

発生する可能性の高い、また連続発生する可能

性の高い場所、またストーカーとかＤＶで、今、

被害に遭って、非常に不安を感じてる被害者の

方等の家に設置するもので、これは固定ではご

ざいません。

○片岡生活安全部長 街頭の防犯カメラにつき

ましては、公共の空間を写す街頭の防犯カメラ

ですけど、県内で20カ所、208台、今、設置され

ているところであります。

○図師委員 今回のこのカメラは、ＤＶとかス

トーカー用ということなんですが、このＤＶと、

またそのストーカーの相談件数はどれぐらいあ

るのかと、あとはこのカメラを設置するという

基準は、どこで設けられているのかを教えてく

ださい。

○片岡生活安全部長 まず相談件数であります。

平成26年、１年間の件数ですけれども、スト

ーカーにつきましては289件、過去２番目に多い

数字でありました。ＤＶにつきましては374件、

これも過去２番目に多い数字でありました。

それと、カメラ設置の判断につきましては、

もうケース・バイ・ケースでありまして、スト

ーカーの被疑者がよく自宅を伺っているようだ

とか、最近よく見かける。あるいは何者かが玄

関に、何かを投げ込む、そういう相談があった

場合には、必要性を判断して、防犯カメラを設

置するという流れになります。ケース・バイ・

ケースになります。

○図師委員 ストーカーはそのような対応でい

いんですが、ＤＶになると今度は家の中とか、

限られた空間の中で行われる可能性が多いと思

うんですが、そういう場合は、どういうような

設置方法があるんでしょうか。

○片岡生活安全部長 もちろん、被害者、相談

者の了解を得た上での設置となりますけれども、

件数的にはＤＶによる設置、昨年は３件、一昨

年が１件でございました。

○図師委員 家の中に設置するということです

ね。

○片岡生活安全部長 場合もあります。

○井本委員 街頭の防犯カメラ、あれを閲覧す

るというか、映っとるのを見るというのは、あ

る意味ではプライバシーの侵害になるわけで

しょう。

こういうときの見るときの手続というのは、

どういう手続でやっとるんですか。

○片岡生活安全部長 商店街等がつけておりま

す街頭防犯カメラにつきましては、各防犯カメ

ラを運営する組合等が管理規程をつくっており

ます。

その中で、犯罪等の捜査に必要があれば、警

察に見せるという規程があれば、それを見せて
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いただく場合もありますけれども、それを事件

の証拠として活用するとなれば、認定領置する

か、もしくは令状をとって差し押さえるかとい

う流れになります。

ですから、自由に勝手に見るというわけでは

ございません。

○井本委員 やっぱり証拠として採用しようと

するときに、まず見らんことにはわからんよね、

そのときはどうすると。

○片岡生活安全部長 通常は、その管理運営規

程の中で、警察の捜査に見せることができると

書いてありますので、それで見せていただいて、

なるほど不審者が映っている、これは被疑者か

というような場合には、また法的な手続に移っ

ていくという話になります。

○井本委員 商店街が見る場合だって、やっぱ

りこれは当然プライバシーの侵害になりますよ

ね。本来的には商店街がそのビデオを見るとき

だって、やっぱり本当はプライバシーの侵害に

なるわけでしょう。

○片岡生活安全部長 公共の空間を写す防犯カ

メラでありますので、個人の住宅の家の中とか、

敷地内を写すカメラではありませんので、商店

街が自分たちで必要と判断して、運営規程をつ

くって設置したカメラでありますので、プライ

バシー云々というのはちょっと私はわかりませ

ん。

○井本委員 私はその辺はちょっと解せんな。

やっぱり我々は最悪の事態を想定するわけです。

本来的に、警察国家みたいなことになりかね

んわけだから、防犯カメラが日本中にザアッと

あったら、その人の全てを全部、何もかもやる

というようなことになりかねんわけ。

そのときに、勝手にそういう何もかも見れる

という、そういう規程さえあれば見れるという

のはどうですか、それは許されるもんなんです

か。

○片岡生活安全部長 警察が勝手に見るという

わけではございません。

ちゃんと運営主体に聞いて、見せていただく

という話でありますので、また本県におきまし

ては、警察独自でカメラを設置しているという

のはございません。

○井本委員 運営主体は勝手に見れるわけです

か。

○片岡生活安全部長 そのカメラ自体は、例え

ば商店街の方々、地区の方々が自分たちでつくっ

た、設置したカメラでありますので、その運営

主体の方々の考え方次第になると思います。

○井本委員 運営主体の人たちが見ることは、

個人のプライバシーを侵害することにはならん

わけですか。

○片岡生活安全部長 それは、ちょっと運営主

体のほうに聞いていただかないと、警察がどう

こうという判断はできない。

○坂口警察本部長 今、生活安全部長から御説

明したとおりですけれども、議員御指摘のとお

りでして、商店街は「安心な商店街ですよ、ど

うぞ安心してお買い物に来てください」という

ことのために、お客さんのためにつけるわけで

すけれども、当然、警察だけじゃなくて、誰で

も見せてくださいと言ってくる可能性はあるわ

けです。

マスコミが見たいと言ってくることもあるか

もしれないし、警察に限らず誰であれ、見せて

くださいと言ってきた人に見せていいのかどう

かというのは、それはカメラを設置している人

の責任の問題です。

見せちゃいけないのに、やたら見せちゃった

りすれば、それは当然、損害賠償という問題に
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もなり得ますし、警察であれ、誰であれです。

それはカメラを設置、運営する人の責任にお

いて、やってもらうということが一般的なルー

ルですので、そこは警察が決めたり、口出しす

ることではないと。

他方、警察も必要もないのに見せてください

と言って見たりすれば、これはまた別の犯罪を

構成するとか、国家賠償を後から受けるという

危険もありますので、当然そんなことをする必

要もないし、やらないということで、プライバ

シーが保たれて、運用されてきているというの

が実態でございます。

○井本委員 理論的なものは、一応それなりに

は確立はされておるということはわかるけれど

も、じゃあ、もし本来的に民間がそういうもの

をつけて、それを見るということ自体は、下手

すると、やっぱり侵害しとるということになる

可能性はあるわけですね。

○坂口警察本部長 それは警察で説明したり、

決めたりすることではありませんが、一般的に

はおっしゃるとおりで侵害の可能性はある。

ですから、本当にその商店街に必要なのかと

いうのは、よく地元の了解とか利用者の声とか

考えた上で、皆さんやられていることであって、

必要もないのにやたらつけたりすれば、当然そ

ういうトラブルになる危険はあるということで

ございます。

○中野委員 今の関連で、例えば商店街で防犯

カメラつけるというのがあるでしょう。商店街

独自の規約とかあればいいということなのか、

それとも設置するときの、あるいは規約つくる

ための法的な規制とか、そういうようなものは

ないの。

とにかく商店街がつけたいよと言えば、どう

ぞ自由にということでいいわけですか。

○坂口警察本部長 これは警察で御説明するこ

とでは、そもそもありません。

ただ、おっしゃる問題は非常に大きな問題な

ので、法規制をつくったらいいじゃないかとい

う話は前々からありまして、例えば民主党だっ

たと思いますけれども、議員立法で規制する法

律案が提案されたこともあります。成立はしま

せんでした。

もう10年以上前ですけれども、東京の銀座が、

一番最初、問題になったと思うんですが、カメ

ラをつけようという動きが商店街の中で出てき

て、だけどお客さんのプライバシー侵害になる

からまずいんじゃないのか、法的根拠は何なん

だと、いろんな論争がありましたけれども、結

局、商店街の責任においてつけるということを

して、今日まで運用をされてきている。

つける側も、当然、録画してあるからといっ

て、商店街の自分は好きに見ていいかというと、

当然、見られないわけで、本当に必要があると

きだけ再生して見るという運用をきちんとして

きているので、お客さんたちも信用して、それ

なら今のままでいいという了解で今日まできて

おりますので、特段その後も法規制はされてな

いと承知しております。

○中野委員 話変わります。私、やっぱり最近

いろんなテレビ、ちょっと凶悪な犯罪があった

りして、子供が殺されて胸が痛むときがあるん

ですけど、例えば、国富で殺人して、夜、パアッ

と福岡へんまで帰られたら、証拠書類ないわな

とか思ったりするわけです。

そういう防犯カメラで、例えば県境の入り口

とか、高速の入り口、いろいろ道路ありますけ

ど、幹線道路とか、そういうところの監視カメ

ラというのか、そういうのは、今、実態として

はどうなっとるんですか。
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○坂口警察本部長 御指摘のとおりでありまし

て、捜査の責めをあずかる者としては、そうい

うカメラがあれば大変ありがたいので、整備し

たいんですけれども、他方でやっぱりプライバ

シーの侵害とかもあるという、両方の均衡を保

つということになるわけですが、実態としまし

ては、本当に必要性が高いと、ここは犯罪が頻

発すると、そこを訪れる人たちもここはしよう

がないと、姿は撮られるけれどもカメラつけて

ほしいという場合には、警察自身がカメラを設

置するというケースも全国的にはございます。

典型的には東京の歌舞伎町のようなところです。

ところが、うちの県内は、そこまで危険な場

所はないと判断しておりまして、うちの県では、

警察がカメラをつけているということはしてお

りません。

ただ、他方で民間の方が自主的にというか、

防犯カメラをつけていただいてますので、了解

してもらえれば、捜査にそういうものを使わせ

ていただくことがあるということでございます。

○中野委員 とりあえず、あの高速についてい

るスピード違反取り締まり、あれは私かかった

ことがないからわからん。夜間でもちゃんと監

視するということは、そういう何かあったとき

には、利用はできるということですよね。

○坂口警察本部長 捜査とは別に、例えば交通

の管理のためにとか、何かのためにカメラをつ

けているということはあり得るわけですけれど

も、当然それはその目的のために使っているカ

メラですから、そうじゃないことの目的に使う

と問題が起こるということですので、ただそう

は言っても捜査上どうしても必要で、犯人がそ

こに映ってる可能性が非常に高いというような

場合は、法的手続をとって、必要であれば令状

をとって令状執行するというような形で、法的

にも実際にもう問題がない形で証拠化するとい

うことはあり得ます。

○緒嶋委員 交通安全施設整備ですが、これは

希望するところへ、なかなか十分にその予算措

置がないので、信号機の設置がおくれておると

いうか、これも全体を満足するような交通安全

施設をつくるということは、もう予算的にも不

可能に近いわけですよね。

この問題は、もうこれはエンドレスみたいな

もんじゃけど、解決方法というのは、予算が100

億でもつけばそれは十分できるわけであろうと

思うわけですけど、警察としては、この対策に

ついては、決め手というのはなかなかないと思

うんですけど。必要のないところにつくる必要

はないわけじゃけど、必要があってつけられな

いということの対策を、いろいろ何か考えもあ

るようですけれども、警察のほうとしては、ど

ういうふうに考えて、今後、この対策を立てら

れるのか。

交通安全というのは重要なことでありますが、

今のところ決め手がないと私たちは思うんです

けれども、警察としてはこういうことを考えて

おるというのが何かありますか。

○鳥井交通部長 非常に難しい御質問でござい

まして、前回も御説明させていただいたとおり、

年間400ぐらいの信号機の設置要望があるわけな

んです。

県内、2,380カ所に信号機がついておる。

今年度は12基、去年の積み残しがありますの

で、13基、信号機設置予定なんですけれども、

もうこれはやはり設置要望あるわけですけれど

も、当然、地元の方が要望される訳ですので、

現場を踏んで、こういった理由からできないと

いう丁寧な説明を心がけている。

本来であれば、希望どおりつけたいんでしょ
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うけれども、ただ宮崎県の信号設置、この2,380

という数は、九州内でも決して少ない数ではな

いんです。

ですから、時々の限られた予算の中で、その

度合いといいますか、重要度、これに優先順位

をつけてやってるところです。

また、交通安全施設の整備事業で10億近い費

用をいただいてるわけで、2,380基あるうちの、

信号柱も鋼管柱化にかえていかなければならな

い。

既存の整備も、災害対策とかいろんな観点で

進めていかなければならないということで、限

られた予算と、その現状の設備を維持するとい

うこともありまして、なかなか全ての要望を満

たすというのは非常に厳しい。

じゃあ、警察としてどう考えているのか、も

う地道にその辺、現場踏んで、優先度の高いと

ころはつけていくという方法しかないのかなと

考えております。

○緒嶋委員 これは知事部局との予算のやりと

りなんかも、当然、出てくるだろうと思うんで

すけれども、やっぱり信号があっても事故が起

きるときは起きるわけです。

だから、もう絶対100％それをつくるというこ

とは不可能であるけれども、もうちょっと我々

から見れば400カ所も希望があって、実際、年間

に10カ所ぐらいしかできませんという形が、い

いのかどうかという気もするわけです。

それはもう必要性があるわけじゃから、これ

は警察当局に言うよりも、知事部局の予算を握っ

とる人に言わないかんことではあるんですけれ

ども、やっぱりここあたりは、本当に需要のあ

るところにものをつくるというのは当然なこと

であって、それが40分の１ぐらいしか、その希

望が達成できんということが本当にいいのかど

うかと、我々政治家としてそういう気もせんで

もないわけです。

だから、警察の行政がどうこうと言う前に、

そのあたりのニーズのあるところに予算配分が

できないという、今のシステムが本当にこれが

県民のため、やっぱり人の命は地球よりも重い

ということが言われる中で、そういうような予

算配分が本当にいいのかなという気がしてなら

ない。

だから、そこ辺を含めた場合に、何か警察と

してもやっぱり積極的に知事部局に対する、そ

れはもう警察署も新しくつくらにゃいかんとか、

いろいろそれはあるわけですけれども、やはり

そういうこと全体を含めた場合に、毎年こうい

うような形で、前に前進していないというよう

な気がするので、このことについてはもうちょっ

と、今は10基ですけど、20基つくれるようにな

りましたとかいうような形のものが出てくるべ

きじゃないかなと。

予算が足りませんので、やむを得ませんとい

うようなことで、我々も仕方ないなと、今まで

終わってきておるわけです。

だけど、これは我々も含めて、考えていかな

ければ、毎年10基前後で終わっておりますとい

う形が、本当にいいのかどうかということをも

うちょっと深く、我々も知事部局に言わないと

いかんと思うんですけど、考えていかないとい

かんのじゃないかなという気がしてならんわけ

です。

実際、事故が発生している件数からいっても、

やはり信号機があれば、事故が防げたというよ

うなところもかなりあるんじゃないかなと思う

んです。

それだから、事故の多いところから、順次、

可能性の高いところから設置されておるだろう
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と思うんです。

そうなれば、それを少しでも事故を未然に防

ぐという形の中では、やっぱりそういう努力を

当然やっていくべきじゃないかなという気がし

てならんもんだから、これは予算があればでき

ますと、一言で実際言えると思うんですけれど

も、毎年10基でいいのかと、もう毎年10基です

よというような一つのくくりの中で、ものが進

んでおるんじゃないかなという気がしてならん

のです。

○鳥井交通部長 委員の貴重な意見として受け

させていただきます。

ただ、400カ所の要望箇所があって、数字上は12

基、13基の世界でございますけれども、400カ所

の要望の中では、地元の現場を見た上で、地元

の人等に説明して、信号機がつけられない分で、

じゃあ、この交通量とこの交差点の形状だった

ら、一時停止を追加しましょう、横断歩道を追

加しましょう、そういう代替手段もとっており

ますし、また道路管理者にもお願いして、音の

出るドットラインやカラー舗装とか、道路管理

者とも連携して、その辺は安全対策には支障が

出ないように、いろんな対策はとっておるとこ

ろでございます。

○緒嶋委員 もちろん、信号機がないためのい

ろいろな御苦労というか、そういう考え方は当

然出てきて頑張っておられると思うんですけれ

ども、何となく私たちから見れば、毎年10基と

いうのは、どこか物足りんというか、前進した

交通安全対策と言えるのかなという気がしてな

らんもんだから、これは、我々、また知事部局

なんかにも、もうちょっと考えるべきは考えて

やるべきだというような思いが強いもんだから、

我々も交通安全というのは、県民の生活、安全

を守るために一番重要なテーマでもありますの

で、今後、我々議員としても頑張っていきたい

と思います。

○井本委員 信号機の予算がないのにつけると

いうのは、本当、無理なことでありますけれど

も、やっぱり絶対つけないかんところと、これ

はなくてもいいっちゃないかなというところの、

その境目みたいなものがたくさんあると思うん

です。

私もこの前は来てもらったんだけれども、

ちょっとスピードを出すからそこを何とか出さ

ん、ちょっと気をつけてくれれば、大分、事故

がなくなるというところですよね。

だから、本当、金がないならやっぱり知恵を

出せという。

民間でちょっとしたランプでもつけて、そこ

でくるくる回っておれば、あんなん回っとるわ

と思って、そこでスピードを落とすということ

はあると思うんです。

やっぱり民間の人たちが、そういうものに

ちょっと知恵を出そうというときに、規制があ

るとやっぱりなかなかできんじゃろうから、そ

の辺のことをちょっと考えてもらって。例えば

くるくる回るライトがあるじゃないですか。坂

からブーンと来たときにあんなものが見えれば、

恐らくスピードを緩めると思うんです。

そんなもんを、民間が自分たちでやりたいと

いったときに、やっぱりそれは何とかしましょ

うというような、そういう姿勢があると大分違

うんじゃない。

○鳥井交通部長 委員の御質問のパトライトと

いうんですか、これは何も警察が許可を却下と

か、それはやっておりません。相談は受けます

よと。

幾ら私有地内であっても、これを無秩序に立

てていただいたら、標識の効能を妨げたり、信
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号機の効能を妨げする場合もございますし、屋

外広告物の関係もございます。

そこは相談してくださいということで、実際

それに基づいてつけられたところも多々ありま

す。

ただ、信号機に関しては、先ほども言いまし

たように、信号機がつけられない場所には一時

停止の規制であったり、道路管理者等の道路標

示であったり、またはそこは効果的な交通取り

締まり、街頭監視等、要は運転手の方が緊張感

持って交差点に臨んでいただければ事故は減る

と。確かにここ数年、人身事故の件数そのもの

は、関係機関の努力、皆様のおかげで年々減っ

ておるわけですので、そういう信号対策とあわ

せて、運転者の教育というのもやっていきたい

と考えております。

○井本委員 そのくるくる回るやつは、赤色は

いかんとですか。何色でもいいとですか。

○鳥井交通部長 赤色は悪いとか、敷地内に立

てる行為ですから、そこは相談していただけれ

ばというふうに。

実際、ガソリンスタンドとか、何件かもう設

置されておりますよね。

○中野委員 信号機の設置がある交差点とない

交差点じゃ、かなり差があると思うんですけど、

交差点の事故で、信号機がないところとついて

るところで仕分けた交通事故数とか、死亡率と

いうのはどんななってる。

○鳥井交通部長 交通事故の発生状況というの

は、分析してみると、どこが一番多いかという

とやはり交差点付近、道路が交差しているわけ

ですので、ここが一番多いんです。

その原因というのは、事故の形態として何が

多いか、追突です。信号待ちでとまっている車

に追突する場合であったり、信号機のない交差

点では一時停止を怠った結果、出会い頭に衝突、

これが一番多いんです。

ですから、そういう信号機のハード面の整備

とともに、やはり交通警察としては運転者教育

であったり、歩行者に対する教育であったり、

この辺にも力を入れて事故防止に取り組んでお

るところです。

○中野委員 そういうデータはないんですね。

○鳥井交通部長 信号交差点で何件、それと信

号機のない交差点で何件というのは、今この場

ではちょっと即答できませんけれども、また別

途、回答したいと思います。

○中野委員 いろいろ、田舎は要望とかあるん

です。

交差点のカーブの安全のためのというので、

スピードを出さんようにガタガタするものをつ

けたり、斜線つけたりとか、これは土木事務所

の管轄というか、管理者として交通事故を防ぐ

というか、ここら辺で警察と土木事務所の連携

というのは。

○鳥井交通部長 当然、交通事故防止対策のた

めには、警察行政だけではなくて、そういった

道路管理者等と連携というのはできております。

当然、重大事故が発生しましたら、現場で事

故防止の検討会ということで、警察、土木事務

所、県の関係者、地元の住民等と、そういった

対策等もやっているところです。

○田口委員 これには説明文書はついてません

が、資料の１のところに、暴走族壊滅作戦推進

事業というのがございますが、一時に比べると

大量につるんで走っている暴走族というのは、

ほとんど見なくなって、最近、若い兄ちゃんが

一、二台走っているのはよく見るんですが、今、

県内の暴走族の状況というのはどんな感じなん

でしょうか。
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○鳥井交通部長 県内で、暴走族という組織は、

今のところ把握しておりません。

ただ、若い青少年、未成年で暴走行為を行う

おそれがあるという者として、170名ほどを把握

しておるところです。

また、特に５月の連休等もあったんですけど、

「旧車會」と言いまして、昔の愛好者のグルー

プ等が、東九州道の開通に合わせて走るという

ことで、この組も場合によっては違反行為を行

うこともあるということで、それなりの対応、

取り締まり等は行っておるところです。

実際、暴走族グループは把握しておりません

けれども、昨年も10数名、共同危険行為で検挙

しておりますし、ことしも現在そのような捜査

を行っているところです。

○田口委員 この壊滅作戦推進事業というのは、

具体的には中身はどんなことをしておられるん

ですか。

○鳥井交通部長 まず、年末は宮崎県、かねて

からですけれども、堀切峠あたりで、迎光を目

指して九州各県からやって来るということで、

これで毎年予算措置をいただいております。

それと、いわゆる暴走族対策の採証ビデオ等

を更新、新しくするということで、この予算を

お願いしたところです。

○緒嶋委員 オートバイ、物すごい音を立てて

進行するというか、１人でもですね。オートバ

イの音の規制というのは、あれは何か改造した

のがあるのかなと思うんですけれども、夜中な

んか、我々も議員寮に泊まっておると、物すご

い音で目が覚めることもあるんです。

そういう取り締まり的なものはどうなってる

わけですか。

○鳥井交通部長 当然、大きな音を出すという

ことは、整備不良があるからこそ大きな音を出

しているわけで、これにつきましては、交通指

導課のほうで、通称、特別暴走族取締隊という

組もおりまして、毎晩、取り締まりをやってお

るところです。

しかしながら、単発暴走等が各地で相次いで

おるということで、現在も、実際、２つの警察

署が事件検挙に向けて、今、取り組みを進めて

おるところで、近々、広報等は行うこととして

おります。

○中野委員 資料１ですけど、私も議員になっ

てもう13年。その中で一つ不思議に思うのが、

例えば公安委員会、それから県の教育委員会と

かあるんですけど、これは法律に基づいた設置

だから、別にとやかく言う話じゃないんですけ

ど、あの中身はどんなことをされているのか、

１回も聞いたことないんです。聞けば答えても

らえるかわからんのですけど。

この公安委員会というのは、月１回とか、そ

れで中身的にどういう検討というか、委員会さ

れているのか、それぐらいは聞いてもいいのか

なと思ったりするんですけどどうですか。

○水野警務部長 公安委員会の活動についての

御質問ということで、お答えさせていただけれ

ばと思います。

公安委員会につきましては、月１回というよ

りは、むしろ週１回ということで、一応、原則

的にはやっております。

ただ、委員の先生方の御都合がございます。

御多忙な先生方なもんですから、なかなか毎週

１回というわけじゃないんですけれども、月に

三、四回ぐらいは開けるかなというようなこと

で進めております。

その他、公安委員会の活動といたしましては、

各警察署の警察協議会というものがございまし

て、協議会の委員の皆さんに委嘱をしていただ
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くために、そういったところに出向いていただ

いて、その際に警察署の督励も行っていただく

ような、そういう各現場に行っていただくこと

もやっていただいております。

また、公安委員会は各県にございますので、

全国の公安委員会の皆さんがお集まりになる会

議がございますが、そこに行っていただいて、

各県、ほかの県ではどういう公安委員会の活動

をやっておるのかというようなことも、お互い

情報共有しながら、警察の管理のあり方という

ものを深めていただくといったこともやってい

ただいておりまして、御多忙の中でございます

が、年間50日、委員長におかれましては80日程

度ですか、活動をしていただいているという状

況でございます。

○中野委員 例えば、行政だと、もう週１回と

なると、案件がなくてもあっても開いたりする

んですよね。

週１回の案件というのは、内容的にはどうい

う委員会、協議内容というのはどういうことが

あるんですか。

例えば、先週、先々週ぐらいの委員会のタイ

トル、議題、どういうのがあるのか。私、不思

議でたまらんのです。

○水野警務部長 先ほどの話に若干補足という

形でございますけれども、開催の回数をまず申

し上げたほうがよろしいかなと思います。

平成26年中は、開催回数で37回でございます。

提出の議案が185件でございます。１回当たりに

なおしますと、大体５件ほど議案があるという

ことでございます。

中身でございますが、例えば警察運営に関す

る重要事項、規則等の制定に関する議案、それ

から各種行事計画、それからその行事を行った

結果はどうだったのかという報告を申し上げる

事案、それからその他各種の施策、それから企

画の事項についての議案、その他、事件・事故

が大きなものがございましたら、それに関して

の報告、発生状況あるいは検挙の状況を報告す

るといったような議案が出ております。

○中野委員 例えば、その委員会の中で公安委

員会としての承認とかがないと、事業を進めら

れないとか、そういう項目もかなりあるんです

か、報告だけという話ですけど。

○水野警務部長 公安委員会名義において、公

安委員会として行うような活動については、公

安委員会の決裁が必ず必要になるかと思います。

例えば、各種行政手続的なもので警告を行う

だとか、あるいは何らかの命令を行うと、公安

委員会の名義で行うものについては、必ず公安

委員会の皆さんにお集まりいただいて、御決裁

をいただくという手続を踏んでます。

法律上、公安委員会が行うこととなっている

ものについては、基本的には公安委員会の皆さ

んに決裁をいただくというふうに御理解いただ

ければと思います。

○中野委員 公安委員会の決議、決定で、やる

場合の周知というのは、私なんか１回も見たこ

とがないんだけど、どこかにそれは出すんです

か。関係あるところだけに文書は行くから、我

々としては見る機会がないということですか。

○水野警務部長 これにつきましては、一般的

な行政の手続と同じだと思いますけれども、公

告なり広報なりをということで、一般的にはお

伝えしているということだと思いますし、中に

は、例えば公安委員会のホームページとかござ

いますので、そちらでどんなことを議論してい

るのかなというのは、少しわかるような形で、

公開をしておるということでございます。

○中野委員 これから１年間ぐらいの主な活動
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内容とか、ぜひ教えてください。

○水野警務部長 これは余りつまびらかには、

なかなかできない部分があるもんですから、あ

れなんですけれども。

○中野委員 いやいや、もう次の委員会とかそ

んなところで、何かあれば。

○水野警務部長 例えばで申し上げますと、先

ほど行事関係でのお話もありましたが、このた

びの春の交通安全運動というのを、いついつか

らやりますよというようなことを御報告したり

とかいうようなことをやっておりまして、例え

ばこの予算につきましても、この補正予算を出

すに当たりましても、公安委員会のほうに御報

告を申し上げたり、こういう補正予算の案が、

県議会のほうに提出されますよというような議

案が出されたりということでございます。

○坂口警察本部長 今、警務部長から、るる御

説明させていただいたとおりでございますけれ

ども、若干補足しますと、公安委員会というの

は、そもそも大きな仕事が２つありまして、１

つは膨大な許認可権限を持っております。

運転免許は、もちろん公安委員会がお一人お

一人に対して出すものですし、免許の停止とか、

取り消しとかも、全て公安委員会がする処分で

ございます。

それから、風俗営業の許可ですとか、警備業

の許認可権限ですとか、銃砲・刀剣類の所持許

可ですとか、もろもろの許認可権限をそもそも

持っておりますので、そういうものをきちんと

処理するだけでも膨大な仕事の量があるわけで

す。

もちろん、警察本部が、補助部局として事務

局的な役割を果たしてやっておりますけれども、

そういう行政処分を毎週毎週やっているという

のが、１つの大きな仕事でございます。

もう一つの大きな仕事は、警察を管理すると

いう仕事でございまして、管理するというのは、

一つ一つの案件について、個別に指揮監督をす

ることはできないとされておりまして、例えば

ある事件で、犯人を逮捕するかしないかという

のは、警察本部長である私が決めることであっ

て、公安委員会はこれに口出しはできないとい

うことになっているんですが、警察の大きな運

営方針をどうするのかと、ことしは交通警察に

どのぐらい重点を置くのか、それとも捜査に主

眼を置くのか、どういう月間を設定して、どう

いう運営をして、ですから例えばことしの警察

の運営方針というのは、「県民の期待と信頼に応

える力強い警察」というのが、我々の運営方針

ですけれども、それは公安委員会が方針として

定めるものでございますし、という仕事をして

おります。

警察を管理するために、最近こういう事件を

捜査しましたとか、こういう出来事がありまし

た、こういう企画をしましたという報告を毎週

毎週やってるわけですけれども、それが180数件

あるという先ほどの説明の意味でございます。

いずれにしても、公安委員会が、いつ開かれ

て、何をした、何を決めた、どういうことをやっ

たというのは、議事録をきちんと残しておりま

して、これは公表しておりますので、いつでも

ホームページを開いていただければ、ごらんい

ただけるようにもなっておりますが、確かにおっ

しゃるとおり、その活動状況について、まだま

だ広報が足りなくて、県民の皆様に、いま一つ

御理解いただいてない点もあるかもしれません

ので、心したいと思います。

○中野委員 大変勉強不足で済みません、免許

証を見たら公安委員会になっています。

○重松委員長 それでは、次に報告事項に関す
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る説明を求めたいと思います。

○水野警務部長 続きまして、報告事項につき

まして御説明申し上げます。

平成26年度宮崎県繰越明許費繰越計算書、そ

れから損害賠償額を定めたことにつきまして、

資料は27年６月定例県議会提出報告書でありま

す。

まず、繰越明許費の説明になりますので、21

ページをごらんください。

警察本部の平成26年度の繰越明許費は、事業

名にありますが、「災害に強く環境に優しい信号

機等整備事業」でございます。

繰越額につきましては、1,236万4,000円でご

ざいます。

この事業は、新設道路の交差点に信号機を整

備し、道路交通の安全と円滑化を図るための事

業でございまして、繰り越す事業の具体的な中

身でございますが、宮崎西環状線の城の下交差

点に信号機を設置する計画でございましたが、

道路管理者の工事がおくれたことによりまし

て、26年度中の設置ができなくなったというこ

とでございます。

そこで、さきの２月議会において、予算の繰

り越しの御承認をいただきまして、27年度に予

算の繰り越しを行いましたことから、地方自治

法施行令第146条第２項に基づきまして、報告す

るものでございます。

これが繰越明許費、繰越関係の報告でありま

す。

続きまして、損害賠償額を定めたことにつき

まして御報告いたします。

これにつきましては、４ページをお開きくだ

さい。

今回、御報告申し上げます損害賠償事案は、

職員の公務中の交通事故によるものが17件ござ

います。

警察官の交通移動中に発生した一般車両同士

の交通事故が１件でございます。

また、合計18件ございますけれども、公務中

の交通事故のうち、同一の交通事故で損害賠償

の相手方が複数あるものにつきましては、この

冊子の中では分けて書いてございます。

したがいまして、報告書上の件数といたしま

しては25件ということになります。

早速、中身でございますが、４ページから御

説明します。

上から２番目の事案であります。

これ以降が県警の事案でございます。

まず、上から２番目の平成26年12月15日の事

案であります。

これは西都署の警察官が、ミニパトで交差点

に入りまして、交差する道路の先で駐車違反の

車両を発見しました。

そのため、曲がろうと思ったんですけれども、

曲がり切れなかったということで、１回切り返

す格好で後退をしようということで、ミニパト

をバックさせました。

その際に、後方に通行しておった歩行者と接

触したという事故でございます。

この事故で、相手方の直接のけがは大腿部打

撲の軽傷ではございましたが、事故に起因して、

持病が悪化して入院治療を行ったということで

ございまして、治療費等で274万5,087円の賠償

でございます。

続きまして、その下の欄であります。

平成26年１月12日の事案であります。

これは高速隊の警察官が、パトカーで、高速

道路の追い越し車線で、速度違反の車両を追尾

しておりました。

前方の走行車線のほうから、大型貨物自動車
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が急に追い越し車線側に車線変更してきたとい

うものでございまして、パトカーのほうが衝突

を避けようとして、ハンドルをちょっと右に切

りました結果、中央分離帯に衝突してしまうこ

とになりまして、相手方車両と衝突をしたとい

うことでございます。

この事故で相手方車両の修理費用を５万5,200

円、これは過失割合に応じたものでございます

ので、５万5,200円でございますが賠償しており

ます。

その次であります。

平成26年５月１日の事案であります。

これは宮崎南署の警察官が、別件で交通事故

がございまして、その現場近くの相手方の敷地

に事故捜査車両を駐車しまして、その際、ギア

がドライブに入ったまま降車してしまったため

に、車両が前進をいたしまして、その家屋の外

壁に衝突したという事故でございます。

このため、外壁の修理費用といたしまして、19

万4,000円を賠償しております。

続きまして、その下から３つにつきましては

同じ事案であります。

平成26年６月26日の事案であります。

これは賠償の相手方が事故の当事者、それか

ら道路管理者、道路脇の水田の所有者、この三

者に分かれていることから、３つの記載になっ

ております。

本件は、本部の会計課の職員が、乗用車を運

転して交差点に侵入したところ、一時停止のあ

る道路のほうから乗用車が交差点に入ってきま

して、出会い頭に衝突したという事故でござい

ます。

これによりまして、過失割合に応じて、相手

方車両の時価額分１万8,840円を賠償しておりま

す。

また、この事故で交差点に設置されておりま

した視線誘導標、いわゆるデリネーターが損壊

をした上、双方の車両が道路外の水田に滑落し

て、そこに植えてあった稲を損傷したというこ

とでございました。

そのため、過失割合に応じたそのデリネータ

ーの修理費用が6,400円、それから稲の損害額、

これが1,552円、これについて、宮崎市と水田の

所有者に賠償をしております。

次に、その下でありますが、下の２つでござ

います。

同じ日付でございますが、26年の７月14日で

あります。

これも同一の交通事故で、車両の所有者とけ

がをした同乗者が、２つ相手方ございますので

分けて記載しております。

この事故は宮崎北署の警察官が、道路脇の駐

車場に交番のスクーターをとめて、交通取り締

まりをしておりました。

その最中に交通違反車両を認めましたので、

そのスクーターに乗って発進しようということ

で発進したところ、急いでいたんだと思います

が、ハンドルとアクセルの操作を誤ってしまい

まして、前方の信号待ちで停車中の車両の側面

に衝突したという事故でございます。

この事故で、車両の修理費用で17万3,066円、

またけがをした助手席の同乗者の治療費等で137

万1,411円を賠償しております。

次のページ、５ページの一番上であります。

平成26年８月29日の事案であります。

これは、本部地域課の警察官が乗用車を運転

し、駐車場に左折侵入する際に、歩道上を対向

する形で走ってきた自転車と接触したという事

故であります。

この事故により、けがをした相手方の治療費
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６万9,366円を賠償しております。

続いて、その次とその下であります。

２つは、同じ事案であります。平成26年10月23

日の事案であります。

この賠償の相手方が、車両の所有者と運転者

の勤務する会社に分かれております。

この事故は、交通機動隊の白バイの隊員が、

２車線の国道の第一車線で信号停止中に、対向

車線側に交通違反車両を認めまして、白バイの

右側の第二車線に停止中の今回の相手方の車両

の前方に回り込んで、対向車線側にＵターンし

ようというふうにしたんですが、その際にバラ

ンスを崩して、相手方車両の側面に衝突したと

いう事故であります。

この事故で車両を所有するリース会社に、修

理費用等で11万9,716円を賠償し、運転者が、そ

の日、搭乗予定の航空機便を変更したというこ

とでございまして、その際の変更の費用１

万4,000円を運転者の会社側に賠償しておりま

す。

その下であります。

平成26年10月24日の事案であります。

これは宮崎北署の警察官が、中型バイクで交

差点を左折する際に転倒して、一時停止中の車

両と接触した事故であります。

この事故で、相手方車両の修理費用29万3,142

円を賠償しております。

続いて、その次から３つ同じ案件でございま

すが、平成26年11月５日の案件であります。

運転者のほか、同乗していたお子さん２名を

相手方として記載しております。

この事故は、小林署の警察官が、ミニパトで

駐在所から道路に出る際に、右側から進行して

きました相手方車両と衝突したという事故であ

りまして、相手方運転者に、お互いの過失割合

ございましたので、それに応じて治療費や車両

の修理費用として143万7,198円を、それから同

乗されていた２人のお子さんに、目立った外傷

はございませんでしたが、初診で治療費がかか

りましたので３万3,784円及び２万4,802円をそ

れぞれ賠償しております。

その下であります。

平成26年12月１日の事案であります。

これは地域課の警察官が、乗用車で県道を走

行中に、左側の脇道から出てきた車両と衝突し

たという事故でございます。

この事故で、過失割合に応じた相手方車両の

修理費用が11万2,896円ございましたので、これ

を賠償しております。

その下の案件と、それからページめくって６

ページの一番上の案件、これは同じ交通事故で

賠償の相手方が異なることから、２つの記載に

なっております。

けがをした運転者と車両の所有者に分けての

記載であります。

この事故は、警備一課の警察官が、軽自動車

を運転し、赤信号で停車した後、青信号で発進

した際に、いまだ前方で停止中であった相手方

車両に追突したという事故でございます。

この事故で、相手方運転者の治療費等で24

万8,138円、車両の所有者にその修理費用とし

て25万9,308円を賠償しております。

続きまして、その下であります。

平成26年12月６日の事案であります。

交通指導課の警察官が、暴走族取り締まり用

の自動車で、自動二輪車を追跡しておりました。

その中で、分離帯に設置された視線誘導標、

デリネーターに衝突した事故でございます。

この事故で、道路管理者の宮崎市に対しまし

て、その誘導標の修理費用として９万4,000円を



- 26 -

平成27年６月24日(水)

賠償しております。

次に、３番目でございますが、平成26年12月21

日の事案です。

これは都城署の警察官が、ミニパトで交差点

を右折する際に、対向してきた車両と衝突した

という事故でありまして、お互いの過失割合に

応じた相手方車両の修理費用で、15万6,600円を

賠償しております。

その下の同年12月22日の事案であります。

これは、えびの署の警察官が、ミニパトを運

転する際に、助手席に積載していたものを脇見

してしまいまして、電話柱に衝突したという事

故でありまして、電話柱の修理費用が18万1,507

円でございました。その費用を賠償しておりま

す。

その下であります。

平成27年１月７日の事案であります。

これは都城署の警察官が、パトカーで交通違

反車両を追跡して、赤信号の交差点を通過する

際に、左側から交差点に進入してきた車両があ

りまして、それと衝突したという事故でござい

ます。

この事故で、過失割合に応じてお支払いする

相手方車両の修理費用が２万1,472円でございま

したので、それを賠償しております。

１つ飛ばしまして、７番目であります。

平成27年２月20日の事案であります。

交通機動隊の警察官が、駐車中の白バイのセ

ンタースタンドを解除する際に、バランスを崩

して右側に転倒し、駐車中の車両に接触したと

いう事故であります。

この事故で、相手方の車両の修理費用が３

万9,900円発生しましたので、それを賠償してお

ります。

公用車の交通事故の最後でありますが、一番

下になります。

27年３月12日の事案であります。

これは生活環境課の警察官が、乗用車を駐車

し、助手席側同乗者が降車する際に、非常に強

い風が吹いておりまして、助手席側のドアが開

放して、横の駐車車両のドアに衝突したという

ものであります。

これによりまして、相手方車両の修理費用５

万4,247円、これを賠償しております。

県有車両による事故につきましては、以上の17

件であります。

最後に６ページ、６番目の交通誘導による交

通事故について御説明いたします。

この事案は、日向署の警察官が、延岡西日本

マラソンの交通規制に伴って、選手の走行する

国道側の信号機は青信号に、それから細島側か

らの信号を赤信号に固定して、交通規制を実施

しておりました。

国道は青信号で北進走行中の車両に気づかな

いまま、赤信号になっていた細島方向からの国

道に向けての右折待ちで停車していた車両に対

して、交差点内に入ってよろしいと誘導してし

まいました。

そのため、交差点内で北進車両と、それから

細島方向からの車両がぶつかったという交通事

故でございます。

この事故については、警察官の交通誘導に瑕

疵が認められたため、相手方車両の修理費用13

万5,022円を県費から損害賠償いたしました。

以上が損害賠償額を定めたことについての御

報告でございますが、この場で、現在、県警に

おいて実施しております主な公用車の交通事故

防止対策について、簡単に御説明をさせていた

だければと思います。

県警では、公用車による交通事故防止につい
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て、各種対策を講じてきたところでございます

けれども、昨年６月以降、さらに対策の強化を

図ったところでございます。

まず、警察署ごとに独自の運転訓練の実施を

行い、それからスローガンの設定をするなど、

工夫を凝らした対策を行わせた上で、県警全体

といたしましても、事故の関係の職員に対して

は、一定期間運転禁止をするといったようなペ

ナルティーを科す取り組みも実施しております。

また、公用車による交通事故が発生しました

場合には、当該事故を事例とした資料をメール

配信して、危機意識の醸成も図っております。

また、その他、年２回実施しておりました交

通事故を起こした職員を対象とする運転技能講

習についても、本年度から年８回にふやしまし

て、内容を充実させた上で、新たな取り組みと

して、運転技能講習の実技結果から、運転技能

向上を図る必要がある職員を抽出して、その職

員を対象とした運転実技講習をさらに年３回実

施するということとしております。

以上、主な県警職員の交通事故防止対策につ

いて説明させていただきました。

なお、報告書は27年の２月まででございます

けれども、本年１月から５月までに発生した、

損害賠償の必要な公用車の交通事故の発生件数

について御報告申し上げます。

昨年は、若干多かったものですから、18件あ

りましたけれども、本年は同じ期間、１月から

５月までの間で７件ということで、半分以下に

大きく減少させることができました。

また、特に本年度４月、５月の２カ月間の発

生については１件ということでございまして、

遅まきながらではございますけれども、対策に

一定の効果があらわれてきているのかなと感じ

ているところでございます。

いずれにいたしましても、交通の指導取り締

まりを責務といたしておりまして、交通法令を

遵守すべき警察職員による交通事故というもの

は、県民の信頼を損なうことにつながりかねな

いものでございます。

今後も防止対策を強力に推進いたしまして、

職員による交通事故の絶無に努めてまいりたい

というふうに思っております。

以上、損害賠償額を定めたことについての御

報告を終了いたします。

○重松委員長 報告事項に関する執行部の説明

が終了いたしました。

報告事項について質疑ございませんか。

○中野委員 これ、全額保険金だと思うんです。

今、県警の車両にかけている保険代は幾らぐ

らいあるもんですか。

○水野警務部長 平成27年度の数字で申し上げ

ますと、885万8,000円の予算でございます。

これは車両の保有台数も申し上げたほうがよ

ろしいかと思いますので、申し上げますと４輪

が734台、２輪が264台、合計の998台であります。

○中野委員 事故というのは、一応、被害者、

加害者というような区分、我々、してますけど、

この中で加害者、いわゆる県警の車両に責任が

あったとかいう割合というのは、逆にもらい事

故というのもあるわけですけど、その割合はど

うですか。いきなり28件とか言うけど、これは

もう相手が突っ込んできて仕方がなかったとい

う事故もあるわけで。

○水野警務部長 済みません、過失割合の多さ、

少なさという形でのちょっと分類はできていな

いんですが、公用車による損害賠償の交通事故

の発生状況を、年別にちょっと御報告申し上げ

ればと思いますが、25年が30件、26年が35件と

いうペースであります。
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27年については、先ほど申し上げましたけれ

ども、１月から５月で７件という数字になって

おります。

○中野委員 ぜひこういう事故というのは、本

当に避けられた事故か、避けられなかった事故

か。

そういう区分をしながら、警察官のそういう

意識というのも違うと思いますから、やっぱり

そこら辺はしっかり分析するべきじゃないかな

と思いますけど。

○鬼塚首席監察官 今回、報告させていただき

ました事故のうちの警察職員の過失割合が大き

な事故は、事故自体17件のうちの13件が警察の

ほうに過失割合が大きな事故でございまして、

４件が第２当という、相手方が過失割合が大き

い事故でございます。

○田口委員 これは本会議場でも申し上げまし

たが、この間、高速道路の事故の御報告をいた

だきました。

その中で、高速催眠現象というのがあって、

要するに休憩所が少ないことによって、非常に

事故が今ふえているんじゃないかという、警察

のほうでの分析をお聞きしました。

その中で、私はパーキングエリアとか、サー

ビスエリアの設置を要望してくれということで、

県土整備部に申し上げましたが、先ほどみたい

なそういう分析というものは、ネクスコとか、

国交省のほうにはこれは報告されているんで

しょうか。

○鳥井交通部長 内容については、当然、ネク

スコあたりにも情報提供を行っているところで

す。

○田口委員 その中では、当然、やっぱり休憩

所が少ないことが原因だということで、できる

だけそういうこともつくってほしいということ

も、警察のほうからも要望は出すんですか。

○鳥井交通部長 これは警察のほうからの、あ

くまでも推測になるわけなんです。

原因としては脇見かもしれませんけれども、

そういった高速催眠現象が強く推認されるとこ

ろですと、その過程において、当然、休憩所の

数も影響しているんではないでしょうかと、そ

ういう意見は、当然、差し上げております。

ネクスコのほうでも、何かトイレをふやした

りとか、いろんな工夫はされておるようですけ

れども、うちとしてはそういう事故が発生して

いる実態、そして原因等については推測ではご

ざいますけれども、そういう意見は述べさせて

もらっております。

○田口委員 もちろん私どもも、今後いろんな

ことで要望活動していきたいんですが、特に東

九州自動車道は大半が片側１車線ですので、居

眠りで反対に出ると、もうカウンターでぶつかっ

て大変大きな事故になるもんですから、引き続

き、分析等も含めてしっかりと安全対策を進め

ていただきたいと思います。

○緒嶋委員 この前、佐土原交番に青少年がス

リルを味わうためとかいろいろあったけど、こ

れは交番に警察官が常駐されておれば、そうい

うこともなかったんかなと思うけど、これはも

う警らで出られればやむを得んのだろうと思う

んですけれども、ああいう事件というか、事が

起こること自体がちょっと問題だと思うんです

けど、警察のほうでは、その事件をどう捉えて

おられるのかということをお伺いする。

○黒木刑事部長 警察施設に対する器物損壊と

いうことで、一応検挙をしたんですけれども、

常日ごろから少年等を把握しておいて、少年と

断定するわけじゃないんですけれども、今まで

の北署管内とか、中心市街地の事件を見てみま
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すと、やはりこの手の事案は少年による事件が

多いということで、いろんなほかの捜査活動と

か事件を通じて、その少年の状況把握を、それ

から実態把握をしながら、必ずリーダーがいる

わけですので、その辺のリーダー格になる人物

等もしっかり把握をしておいて、事件が発生し

たならば、情報等に基づいて聞き込み捜査等を

やりながら、事件検挙につなげておるというい

うふうで、日ごろから実態は常に把握しておる

ところでございます。

○緒嶋委員 これはやはり学校とか家庭とか、

子供であるので、そういうところの中での対策

というのを立てていかんと、警察だけで結果で

いろいろするよりも、やっぱり予防的にそうい

うのが起こらないような努力というか、それを

当然やらんにゃいかん。なので、学校とか地域

とか、家庭とかとの情報交換というか、連携と

いうか、指導というか、そういうようなことも

含めての協議というか、話とかというのは、当

然そういう事件が起こる前に、ある程度こうい

うことが可能性があるということで、そういう

情報をお互い流し合うというのも必要じゃない

かなと思うんですけど、そういうことは現実に

はやっておられるわけですか。

○片岡生活安全部長 犯罪等のいろんな情報を

地域の住民に提供するという意味でよろしいで

しょうか。

先般の常任委員会の席でもお話があり、事件

が発生した後に、翌朝気がついたというような

お話がありましたので、生活安全部長名の通知

で、13警察署には凶悪な事件とか、あるいは連

続して発生しているような、地域の住民の方々

が畏怖するような事案があった場合には、出せ

る情報についてはあらゆる手段を使って、地域

の住民の方々に積極的に情報を流しなさいと指

示はしておるところでございます。

○緒嶋委員 特にやっぱり警察署や交番なんか

に、未成年の少年やらがああいうスリルを楽し

むというか、そういうことをやること自体が、

子供の教育の点から言っても、どこにかやっぱ

り問題があるわけです。

そういうことが起こっちゃいかんわけですか

ら、警察だけでこれは防ぎようはないわけで、

やはり地域を含めて教育という立場でどうする

かというのは、これはもういつ起こるかわから

んわけです。何が起こるかわからんけど、少な

くとも警察は県民を守っておると、そして県民

の生活のために頑張っておられるようなところ

に、そういうことをやるということ、教育の上

では、そういうことが起こらないような教育を

しなきゃいかんわけで、それが起こること自体

が私は問題だと思うんです。

やったことは大したことないと言えば、それ

までかもしれんけど、やっぱりそういうのが本

人たちが、将来、成人した後も、その人たちの

生活そのものにも影響があって、一生を棒に振

るようなことになるような事件も起こしやすい

んじゃないかなと思うので、そういうことにつ

いては教育という立場で、警察が逆にある程度

強く、家庭とかＰＴＡとかいろいろあるし、学

校もある、地域もあるわけですので、そういう

連携を深めていくというか。そういうものがや

はり強まらんと、本当に警察だけがどう頑張っ

てもうまくいかんのじゃないかなと思うし、そ

の人の将来も棒に振ることになってもいけんの

で、そのあたりのことをやはり警察の立場から、

ほかのいろいろな組織に対して、やはり意見を

申すというか、お互い連携をとるというか、そ

ういうものを強めていく必要があるんじゃない

かなという気がしてならんとですけど。
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ぜひ、そういうことが二度と起こらないよう

に、少なくとも警察のところに、そういうこと

をすること自体を私は大変憂うわけです。

今後のことを含めて努力していただきたいと

思います。

○重松委員長 ほか、ございませんか。

それでは、以上をもって警察本部を終了いた

します。

執行部の皆さん、大変お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後０時12分休憩

午後１時15分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

それでは、今回、当委員会の報告事項等につ

いて局長の説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○四本企業局長 それでは、本日、御報告いた

します項目につきまして説明をさせていただき

ます。

お手元に配付しております文教警察企業常任

委員会資料の目次をごらんください。

企業局では、今回、議案はございませんが、

提出報告書関係が２件、その他報告事項が２件

の合計４件でございます。

まず、１の提出報告書関係につきましては、

「平成26年度宮崎県公営企業会計（電気事業）

予算繰越計算書」及び「平成26年度宮崎県公営

企業会計（電気事業）継続費繰越計算書」でご

ざいます。

これは、平成26年度予算に計上いたしました

経費のうち、今年度に繰り越したものにつきま

して、地方公営企業法第26条及び同法施行令第18

条の２の規定により報告するものであります。

次に、２のその他報告事項でございますが、

１件目は、現在、国において進められておりま

す電力システム改革の動向につきまして、報告

をさせていただくものでございます。

２件目は、去る５月19日に、綾第二発電所で

実施しました、発電所施設見学ツアーについて

報告させていただきます。

私からは以上でございますが、詳細につきま

しては、担当課長のほうから説明いたしますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。

○重松委員長 局長の概要説明が終了いたしま

した。

次に、報告事項に関する説明を求めます。

○沼口総務課長 それでは、平成26年度宮崎県

公営企業会計（電気事業）に係る予算繰り越し

について御説明をいたします。

お手元の平成27年６月定例県議会提出報告書

の25ページをお願いいたします。

青色のインデックスで、別紙４と表示してい

るところをごらんいただきたいと思います。

予算繰越計算書でございます。

まず、ダム施設整備事業であります。

これは延岡市の祝子ダム及び西都市の立花ダ

ムにおきまして、ダム管理者である県土整備部

が行う改良工事等に、企業局が事業費の一部を

負担しているものでありますが、県土整備部に

おいて、関連する業務に不測の日数を要するな

ど、予算の繰り越しを行う必要が生じましたこ

とから、企業局においても予算の繰り越しを行っ

たものであります。

平成26年度予算としては、１億6,728万6,000

円を計上しておりましたが、そのうち年度内の

支払い義務発生額は5,583万8,368円で、繰越額

は8,648万4,000円であります。差額の2,496

万3,632円は不用額であります。
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なお、全ての工事の完了は来年２月末を予定

をしております。

続きまして、27ページ、青色のインデックス

で、別紙５と表示しているところをごらんいた

だきたいと思います。

継続費繰越計算書であります。

資本的支出におきまして、祝子発電所水車発

電機更新工事と日南ダム発電所建設工事の２件

の繰り越しを行ったところであります。

表の１段目の祝子発電所水車発電機更新工事

でありますが、この工事は祝子発電所が昭和48

年の運用開始から40年が経過したことから、主

要機器の更新を行い、運転信頼性の向上と出力

増を図るもので、平成26年度から平成27年度ま

での２カ年間の事業としております。

平成26年度予算といたしましては、出来高等

を考慮いたしまして、１億7,651万5,000円を計

上しておりましたが、昨年度は水車発電機の機

器製作中でありまして、受注者から支払いの請

求がなかったことから、その全額を繰り越しを

いたしております。

なお、工事の完了は、来年３月下旬を予定し

ております。

次に、表の２段目、日南ダム発電所建設工事

でありますが、この工事は県内の治水ダムでは

初の取り組みとして、日南ダムに小水力発電所

を建設するものでございまして、平成26年度か

ら27年度までの２カ年の事業としております。

継続費の総額は７億7,760万円で、平成26年度

予算といたしましては、出来高等を考慮して１

億5,670万8,000円を計上しておりましたが、支

払い義務発生額5,210万8,049円を差し引きまし

た１億459万9,951円を、今年度に繰り越したも

のであります。

なお、現在は、水車発電機、その他機器据え

つけ工事ほか、３件の工事を発注しており、工

事の完了は来年３月下旬を予定しております。

説明は以上であります。

○重松委員長 報告事項に関する執行部の説明

が終了しましたが、報告事項について質疑はご

ざいませんか。

○中野委員 この資料を見ると改良工事となっ

ていますよね。

説明では建設工事とか、改良と建設はちょっ

と意味が違うんで、そこら辺をちょっと明確に

説明してください。

○沼口総務課長 まず、最初のページにありま

すダムの施設設備工事、確かに建設改良工事と

いうような名称なんですが、既設のダムの大規

模改良工事というようなことになっております。

それと、継続費のほうになりますが、こちら

祝子発電所の水車発電機の更新工事というよう

なことでございまして、かなり発電機が老朽化

したということになりまして、発電機全体を切

りかえるというような工事になっております。

それと、日南ダム発電所の建設工事につきま

しては、これは治水ダムである日南ダムの下流

域に、新たに小水力発電所を設置したというよ

うな工事でございます。

○中野委員 ちょっと請負業者を教えてくださ

い。

○平松施設管理課長 祝子発電所の水車発電機

更新工事の請負業者は、株式会社東芝になって

おります。

○上石開発企画監 日南ダム発電所建設工事に

つきましては、機器据えつけ工事が富士電機、

土木工事が永野建設、建築工事が光建設、建築

に関する電気工事が三桜電気工業となっており

ます。

○緒嶋委員 26年度の別紙４、この工事は27年
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度予算はなくて、単年度予算の繰り越しだけで

終わるわけですか。27年度予算は別個に組んで

あるわけですか。

○沼口総務課長 別紙４のほうは、単年度の予

算ということになっております。

ちなみに、別紙５のほうは26年、27年の継続

事業ということになっております。

○重松委員長 ほかはございませんか。

それでは、次にその他の報告事項に関する説

明を求めます。

○森本経営企画監 電力システム改革の動向に

ついて御説明いたします。

委員会資料の１ページをお開きください。

まず、１のこれまでの経緯でございます。

平成24年２月から、経済産業大臣の諮問機関

であります、「総合資源エネルギー調査会」の「電

力システム改革専門委員会」において検討が重

ねられ、平成25年２月に報告書が取りまとめら

れております。

この報告をもとに、同年４月、電力システム

改革を３つの段階に分けて実施する改革方針が

閣議決定されております。

これまでに、段階的に改正法が成立しており

まして、先週６月17日、最終の第３段階の改正

法も成立したところでございます。

次に、２の改革の目的でございますが、（１）

から（３）のとおり、まず電力の安定供給を確

保すること、次に競争を促進させることにより、

電気料金を最大限抑制すること、３番目に、全

ての需要家が電力の購入先を自由に選択できる

ようにすることと、いろいろな事業者が電気事

業に容易に参入できるよう、事業機会の拡大を

図ることでございます。

これらの目的のため、３の改革の三本柱が

（１）から（３）のとおり決定されております。

（１）は、電力会社の送電線を統括し、地域

を越えて効率的に運用できるように、広域系統

運用の拡大を行うこと。

（２）は小売及び発電の全面自由化をするこ

と。

（３）は、電力会社の送配電部門を法的に分

離し、別会社とすることにより、送配電部門の

中立性の一層の確保を図ることとなっておりま

す。

４の改革の進め方でございますが、実施を３

段階に分け、各段階で課題克服のための十分な

検証を行い、必要な措置を講じながら改革を進

めることとされております。

２ページをごらんください。

各段階ごとの改革の進め方でございます。

まず、第１段階の電力広域的運営推進機関の

設立であります。

これは（１）にありますように、東日本大震

災のときのような電力需給の逼迫時に、電力会

社の供給区域を越えて、広域的な電力のやりと

りを行うために創設されるものでありまして、

平成27年４月に設立されたところでございます。

そのほか、（２）にありますように、今後の電

力システム改革の段階的な実施に関するプログ

ラム規定が定められたところです。

次に、第２段階の電気の小売業への参入の全

面自由化でありますが、これは平成28年度から

の実施が予定されております。

まず、（１）の小売参入の全面自由化でござい

ますが、現在、自由化されていない、一般家庭

など50キロワット未満の小口の需要家につきま

しても、九州電力などの電力会社以外から購入

先を選べるように、電気の小売業への参入規制

が撤廃されます。

また、これに伴いまして、電気事業の類型が、
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発電、送配電、小売の３つに整理されることに

なります。

そのほか、（２）の安定供給を確保するための

措置や（３）の需要家を保護するための措置、

そして（４）の現行の一般電気事業者への卸売

に関する規制の撤廃などが予定されております

が、この（４）につきましては、企業局に直接

関係するところでございます。

現在、発電した電気を電力会社へ卸売してい

る事業者には、電気事業法に基づきまして、企

業局が含まれる卸供給事業者やＪパワーなどの

卸電気事業者といったものがございます。

現在、これらの売電料金は、総括原価方式を

採用するように規制を受けております。それが

撤廃されるということになります。

最後に、第３段階の法的分離による送配電部

門の中立性の一層の確保、電気の小売料金の全

面自由化でありますが、これらは平成32年をめ

どに実施されることになっております。

まず、（１）の発送電分離でございますが、第

２段階の改革では、電力会社は、発電、送配電、

小売の一貫体制の運営状態が残っております。

これを改めまして、送配電部門につきまして

は、法的に完全に別会社とし、ほかの発電事業

者や小売事業者が、送配電設備を公平に利用し

やすくするものでございます。

次の（２）の小売料金の全面自由化でござい

ますが、第２段階の改革では、電気料金は値上

げにならないように、経過措置として残されて

いた家庭向けなどの小口需要に対する小売料金

の規制がまだ残っております。それを撤廃し、

全ての電気料金を自由化するというものでござ

います。

ただし、競争が十分に進まずに、需要家の利

益を阻害するおそれがあるというときには、実

施時期を見直すということになっております。

電力システム改革の動向は、以下のとおりで

ございますが、これらは企業局の今後の事業展

開にも影響してまいりますので、改革の動向に

つきましては、絶えず情報収集に努め、今後と

も健全経営を維持できるように、的確に対応し

てまいりたいと考えております。

説明は以上でございます。

○新穗工務課長 引き続き、発電所施設見学ツ

アーについて報告いたします。

資料の３ページをお開きください。

１の目的にありますように、発電所施設見学

ツアーは、二酸化炭素をほとんど発生しないク

リーンなエネルギーである水力発電の仕組みや、

ダムの役割について説明することにより、企業

局の事業をわかりやすく伝えるとともに、環境

保全に対する意識の啓発を行うことを目的に実

施しているものでございます。

このツアーは、平成11年度にスタートして、

これまで延べ1,400人以上の見学者を受け入れて

きております。

２の実施概要にありますように、総合的な学

習の時間の一環として行っておりまして、今年

度の第１回目として、５月19日に国富町立森永

小学校の３年生、４年生、教員、合わせて46名

を対象に、綾町にあります綾第二発電所で開催

いたしました。

子供たちからは、「水車や発電機の大きさに驚

きました」とか、「川の水で電気ができることを

初めて知りました」などの感想が聞かれました。

また、施設見学の後は、発電所下流の河原で

アユの放流を行いました。当日は好天にも恵ま

れ、子供たちの喜ぶ声や楽しんでいる光景が見

られたところです。

なお、今年度の第２回目を、７月中旬に、木
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城町の石河内第一発電所で実施する予定として

おります。

説明は以上でございます。

○重松委員長 その他の報告事項に関する執行

部の説明が終了しました。

その他の報告事項についての質疑はございま

せんか。

○中野委員 いろいろ新聞等で、こういう問題

よく出てますけれども、例えばこの第２段階、

小売参入の全面自由化、それから（１）と（４）、

例えばこの自由化になった場合、今、企業局は

九電に売ってますよね。

それがどういうふうなことができるかという

例えをわかりやすく説明してもらえんかな。

○森本経営企画監 まず、自由化ということで、

私どもの総括原価が廃止されるということでご

ざいます。

まず、私どもは、九州電力と基本契約という

ものがありまして、平成37年までは電気を売り

渡すという契約しております。

したがいまして、まずは基本契約の中で、総

括原価のかわりになる、新しい算定の考え方と

いうものを、九州電力のほうと協議等をいたし

まして、それをもとにしまして今の水準を上回

るような形で、新たな料金の交渉もしていきた

いかなと考えておるところでございます。

○中野委員 だから、九電とそういう契約しと

る中で、こういう新しい法律ができたけれども、

契約期間は何もできませんよという話なのか、

新しい法律で、そういう契約については、ただ

し書きがあって新しい事業に参入できるとか、

そこ辺はどうなるの。

今でいくと、もう37年までは企業局は何もで

きませんわという話で、どこだってみんなそう

していると思うの。

そうすると、今の太陽エネルギーとかあんな

ものにしか、新しく法律に対応せんという話に

なるから。

そこ辺は、当然、企業局としても、そういう

新しい流れに沿った企画、立案を考えんといか

んわけで。

○森本経営企画監 公営電気は、大体ほとんど

こういう基本契約を取り交わしております。

国のほうは、これに関しましては、やはり市

場に開放したいという思惑があるようでござい

まして、これのガイドラインというものが公表

されておりまして、それで基本契約を解消する

ためには、このようなことをしなさいというこ

とがありまして、その中に解約保証金というこ

とがあります。

そういうことで、基本契約ありますので、も

しこれを解消すれば市場のほうに電力を売ると

いうことも可能になってくるのかなということ

でございますが、ほかの公営電気の状況を見ま

すと、東京都が解約しまして、一般競争入札と

いうことで、今、売電をしております。

東京都の場合は、当初52億円という保証金を、

東京電力のほうから要求されておりまして、最

終的には14億円ほどの金額で妥結をしておると

いう状況ではございます。

じゃあ、宮崎県はどうなのかというところで

ございますが、東京都からしますと、宮崎県の

規模は約５倍あります。

あともう一つは、残存の期間が、宮崎県の場

合は10年ですが、東京都の場合は６年だったん

で、その辺も加味しますと、ちょっとそれが幾

らになるかというのはよくわかりませんけれど

も、東京都の状況を鑑みますと、結構、大きな

金額にはなってくるなというところがございま

すので、そういう保証金を払って移行するのか
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どうなのかというようなところにつきましては、

今後の─もう一つございます。済みません。

もう一つは、原子力発電が、今、全部とまっ

ておりまして、取引の電力金額というのは、相

対的にすごく高いところにあるのかなというと

ころもあります。

だから、そういった状況が今後また解消され

ていきまして、電力が落ちついてきますと、市

場の取引価格というのもちょっと落ちついてく

るのかなというところもございますので、そう

いった状況もいろいろ考えていきますと、今後

の電力システム改革の動向とか他県の動きとか

そういったのを考慮しながら、今後のあり方と

いうのは、また今から検討していく必要がある

のかなと考えておるところです。

○中野委員 東京都は解約金を払っても解約し

たということは、解約したほうが東京都にはメ

リットがあるからしたんじゃろうと思われる。

だから、宮崎県だって、常にそういうやっぱ

り試算をしながら、収支としていいほうに随時

検討しながら、ぜひこれやるべきだと思うんで

すけど、どうですか。

○四本企業局長 まさに委員のおっしゃるとお

りでございまして、私どもも何が何でも九電と

かそういうつもりはございません。

ただ、今の段階で、例えば競争入札するかと

か、ちょっとまだ全国で東京都と新潟県ぐらい

しかなくて、何といっても首都圏の都道府県で

ございますし、九州でも同じようなことができ

るのかとか、また電力の量で言いますと、もう

東京都の７倍、８倍、うちはあるわけでござい

ますので、それがどういうふうなことになるの

か、また九電がどう言ってくるかとか、その辺

がちょっとありますもんですから、もちろん情

報収集には努めまして、そのときが来ればもう

一般競争入札ということも、ひょっとしたら基

本契約満了前の段階でも、ないとは言えないと

思っております。

○中野委員 ぜひそういう試算をしながら、よ

その県よりか先に頑張ってください。

○図師委員 第３段階の話なんですが、家庭向

け等の電気の小売が規制撤廃された場合、県民

の住宅に、企業局から直接売電ということはあ

り得るんですか。

○森本経営企画監 直接売電ということになり

ますと、小売事業者という位置づけで登録とか

していくわけなんですが、まず基本的に企業局

の電気というのは水力発電しかございませんの

で、需要に応じて調整しながら電力を供給する

という設備そのものを余り持っておりませんと

いうのが一つ。

その前に、まずは先ほど言いました基本契約

がありますので、それを解消する必要があるの

が一つです。

今、言いましたように、設備がないというこ

とがもう一つ、それとそういうことをするため

には、そういう事務手続等が出てくるわけでご

ざいますので、そういう余裕といいますか、そ

ういったところもちょっと、今、難しいのかな

というところありますので、そういったのを考

えますと、ちょっと困難だなと考えておるとこ

ろです。

○図師委員 個人的な意見なんですが、小売が

できるようになれば、例えば中山間地のほうに

住まわれている方の電気代を安くしてやるとか、

ＵＩＪターン者に関して、ある一定期間もう電

気料免除してやるとか、そういうような裁量権

が県に備わるんじゃないかなという期待もあり

まして、そういう柔軟な対応を、また部局横断

的にできてくる時代が来るといいなという考え
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です。

○緒嶋委員 今、総括原価方式で、雨が降らん

で発電が減っても、ある程度、確保できるよう

な感じで、今、電気料金が計算されておるわけ

ですよね。

これが、企業局の場合はほかにいろいろ考え

があって、もう基本的なこういう考えが、九電

とずっと続くのであれば、企業局としてはその

ほうが実際いいんじゃないかなという気もせん

でもないっちゃけど、そこ辺はどうですか。

○森本経営企画監 確かに、今は、九州電力と

これまで契約している中では、まず基本料金と

従量料金という構成でございまして、基本料金

がほとんど９割ほど占めております。

したがいまして、全く発電しなくても、９割

の料金がいただけるというすばらしい構成に

なっておりますが、これがあるということで、

ある程度、安めの金額ということは逆にあって

いるのかなとは思っております。

一般競争入札にいたしますと、従量制という

ことが基本でございますので、全くそういう補

償というもの、渇水時の補償がなくなってくる

ということを前提にしていかなくちゃいけない

ということでございますので、その辺のリスク

をどう考えていくかというのは、すごく今から

先、難しいところじゃないかなと考えておりま

す。

○緒嶋委員 いずれにしても、売電が自由化さ

れたら、原発の問題もあるけれども、売電価格

はやっぱり下がるというふうに見たほうがいい

のかどうか、そのあたりはどういう認識を持っ

ておりますか。

○森本経営企画監 売電価格につきましては、

なかなか競争原理を働かせるにしましても、そ

のもととなる電力が、結局、今、余り潤沢にな

い状況でございますので、そういった中で競争

原理を働かせるということにしましても、電気

代が下がるというのは、考えにくいんじゃない

かなと考えております。

実際、諸外国なんかも、自由化した当初は若

干下がったところもあるかもしれませんが、今

の現状を見ますと、ほとんど上がっているとい

うような状況でございますので、これは燃料費

のほうの割合のほうが影響が大きいらしいんで

すが、そういったところもありますので、完全

に自由化することによって、下がるかどうかと

いうのは、ちょっとよくわからないというよう

なことでございます。

○緒嶋委員 それと、企業局は、送電施設とい

うのはどの程度持ってるわけですか。

発電はするが、九電に売るまでの送電線とい

うか、その施設はかなりあるわけですか。

○森本経営企画監 うちは全国の中でも送電設

備は持っております。

綾川線、三財線、立花線、渡川線、田代八重

線という５つの送電線を持っております。

○緒嶋委員 売電する場合には、送電線があれ

ばその送電線のコストを考えて、売電価格は決

められるということにはなるわけですか。

○森本経営企画監 一応、それを自営用の送電

線という位置づけにすれば、それも含めて売電

するというような形にはなってくるかなと思っ

ております。

○中野委員 ようわからんのよ、発送電分離に

なった場合、企業局としてはまだ小売業者じゃ

ないから、余り関係ない話かな。それどうなの。

○森本経営企画監 私どもは発電事業者という

位置づけになりまして、小売事業者はちょっと

ないかなと思っております。

○中野委員 企業局の範疇じゃないっちゃけど、
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わかれば教えて。その発送電分離になった場合

に、既存の電線とかそういうのは、みんな既存

の電気会社等がつくったやつやろうね。あれは

最終的に誰でも使えるようにしますよというこ

とは、国有化するか、利用料を今の持ち主に払っ

て使うということになるの。

○四本企業局長 おっしゃるとおりでございま

して、例えば九州内で言えば、九州電力が、今、

電柱なり送電線を持っておりますから、九州電

力という今の会社の送電線の部分を分けて別な

会社にして、そして、それに電気を乗せて各小

売業者は小売をしなきゃいけませんから、その

分の手数料を払うと。

それが、例えば発電をする九州電力株式会社

が乗せる場合には安くで、ほかのところが送る

場合には高くでというような不公平にならない

ように、別の会社にして中立性を保たせると、

そういう仕組みでございます。

○重松委員長 その他の報告事項については終

了いたしますが、その他のその他で何かござい

ますか。

○緒嶋委員 たまたま「みやざき行財政改革プ

ラン」の参考資料の中で、企業局の供給電力が、

平成26年と30年の比較の中で、日南ダムとか祝

子発電所を改修して能力が上がると思うんだけ

ど、これ見ると目標の発電量が減になってるわ

けです。

５億7,930万7,000キロが平成26年度の供給電

力量、そうすると平成30年は４億9,000万キロ

ワットに下がっとるわけです。

発電所は改良して、能力は高まるだろうと思

うんですけれども、これが9,000万キロワットぐ

らい下がっておるというこの参考資料だけど、

これはどういうふうに理解すればいいですか。

「みやざき行財政改革プラン」の61ページ。

○新見総合制御課長 御質問にありました供給

電力量目標値なんですけど、基本的には九州電

力と売電契約で２カ年に１度契約をします。

そのときに目標供給電力量を決めるというこ

とになっておりますが、この決め方が、直近の30

年間の平均値ということになりますので、今回

の場合は昨年度決めましたので、一昨年度から

さかのぼって30年間ということで平均値が出て

います。

それで、２カ年ずつ直近30年がずれてまいり

ますので、例えば一番古い年度で低い電力量が

ありますと、そこが省かれて、新しく入ってく

るところが高くなると供給電力が上がってくる。

それから、逆に一番当初の初めのほうが高く

て、直近の一番近いところが低くなると平均が

下がってくるというような形で、多少、供給電

力量が変動してしまうということになっており

ます。

○緒嶋委員 それにしても、電力9,000万キロ

ワットというのは、かなり大きな数字の差じゃ

ないかなと思うんだけど、そう言われると、そ

ういう計算の仕方がちょっとよう理解できん

ちゃけど。

○新見総合制御課長 25年度が４億2,700万とい

う数字でしょうか。

これは実績の供給電力量でございます。26年

度はですね。

○緒嶋委員 もちろん26年度は実績ということ

は理解できるけど、30年度のこの数字が２年に

１回、見直すからとかと言いよったけど、これ

だけ減るという根拠が何かということで、それ

まだようわからないんだけど。

○新見総合制御課長 平成30年につきましては、

目標供給電力量として計算されているものだと。

○緒嶋委員 もちろんそれはわかるが、その下
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がる根拠をもうちょっと、実際はこれだけ５

億7,900万キロワットもあるのに、発電所なんか

は整備を改良してよくなってるのに、何で目標

がこれだけ下がるということになるのか。

○沼口総務課長 その資料のつくり方なんです

けれども、平成26年度につきましては、非常に

雨が多かったということで発電実績が非常に伸

びておると、平成30年の予測なんですが、これ

は過去30年をさかのぼって、その平均の実績で

やったということで落ちたと、平成26年度が非

常に発電量が多かったということがございまし

て、それをそのまま載せたもんですから、その

ような内容になってしまったということでござ

います。

○緒嶋委員 そうすれば、平均すれば４億9,000

万キロワットぐらいが、ある程度、平均のとこ

ろというような理解でいいわけですか。

○沼口総務課長 平均的には、そういうような

数値になるかなと思っております。

○緒嶋委員 なるほど、わかりました。

それと、その他のその他だから申すわけです

けれども、宮崎県の中山間地域振興計画という

のがあるわけですが、この中には、私は中山間

地、いろいろコストの問題もあるけど、小規模

発電を、水力発電をある程度やっぱり入れない

といかんと思うんです。

それはもう採算が合わないと入れたらいかん

わけだけど、中山間地の振興計画の中にそうい

う項目があってもいいと思うんです。

地域によって中小規模発電を進めるとか、そ

ういう項目が全然ないというのは、企業局との

そういう話というか、意見の交換というのは全

然ないわけですか。

○四本企業局長 中山間地域振興として中小の

水力発電をやるということは、当然あり得る事

柄でございますが、これは直接的にはやっぱり

地元の水利組合なりが事業主体となって、小さ

な発電所をつくって、そして収入はその地元の

ものになるという仕組みであろうかと思います。

企業局がやるというのは、その企業局の発電

所をつくって、企業局の収入としては全くちょっ

と別なもんですから、例えば、うちが何々町さ

んやったほうがいいですよという立場にはない

ということで。

○緒嶋委員 私はそういう意味じゃない。企業

局がやれと言うんじゃないと。

中山間地の小規模発電やらは企業局とも相談

して、そういうのがいいですねというような意

見具申ぐらいはできていいんじゃないかと。そ

れ全然、中山間地の水力発電という項目がない

ということは、県の組織の中で、企業局とそう

いう議論もされんかったかということ。

○沼口総務課長 これはもう、中山間地の対策

は全庁的な問題でございまして、いろいろそう

いった会議には、企業局のほうも参加しておる

というようなことでございます。

うちのほうも、環境森林部のほうと意見交換

をしながら、こういった中山間地の対策につい

ては話をしておるというようなことでございま

して、いろいろ各市町村あたりから、そういう

候補地等々にどうだろうかと、技術的にどうだ

ろうかとか、水量は十分だろうかとかいうよう

な相談が来ましたら、企業局のほうはノウハウ

を持っておりますので、それに回答するような

形で答えておるというようなことでございます。

○緒嶋委員 一応それでいいんだけど、明確に

計画の中にあって、そういうことも可能性があ

るとかということは、中山間地域振興計画の中

に明示しておっていいんじゃないかということ。

○四本企業局長 ちょっと申しわけございませ
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ん。現物を持っておりませんので、ちょっとペ

ージ数がわからないですが、地域経済の循環の

中に、若干それを触れた項目が。

○重松委員長 暫時休憩します。

午後２時０分休憩

午後２時０分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

○四本企業局長 失礼いたしました。

中山間地域振興計画の28ページでございます

が、これの一番下、②新エネルギー利活用の促

進というところで、この文章の後段でございま

すが、「小水力等の地域資源を生かした新エネル

ギーの導入を促進します」となっております。

○緒嶋委員 私は新たな産業の創出というとこ

ろのほうに、その小水力はあるんじゃないかな

と思ったもんだから、そこにないもんだから。

私は鳥獣害のところで、小水力を使って有害

鳥獣の電気牧柵やらにも利用すれば、コストが

それで吸収されれば大変ありがたいなと思って

おるので。これはちょっと小さく書いてありま

すが、企業局としても、そのノウハウはもう企

業局が持っておるわけじゃから、それやっぱり

市町村との連携の中で、日之影の下小原は、大

変、金も出してもらってつくったということで

感謝しておるわけですが、ああいう採算の合う

ところ、また地域が熱意を持って取り組むとこ

ろについては、今後とも技術指導を含めて支援

もやっていただいて、やっぱりできるだけ、今、

中山間地というのは大変厳しい状況にあります

ので、今もダムの上流の森林の整備とかいろい

ろやって、本当にすばらしい事業をやっておら

れるわけでありますので、やはり県中山間地全

体に企業局のノウハウが生かされるような指導

というか、そういう相談にも十分乗っていただ

いて、今後ともぜひ頑張っていただきたいとい

うことを要望しますが、企業局長、何かあれば

言葉ください。

○四本企業局長 委員おっしゃいますように、

先ほどちょっと私が余計なことを言って、企業

局の事業ではあり得ないというお話をしました

けれども、それはそれとして、技術指導といい

ますか、その御相談に応じるということは、こ

れはもう一つの企業局のやっぱり使命だと思っ

ておりますので、今までもその辺はやってきて

おるつもりですが、今後ますます頑張っていき

たいと思います。

○中野委員 さっき緒嶋委員の質問の関連で、61

ページの供給電力量、それは意味はわかった。

今、例えば経産省がやり出した太陽光発電、

最初42円で発売して、もう実際、今、１家庭で

年間500円ぐらい上がっとるわけ。

そうすると、今後の需要と供給を見た場合に、

今、原子力が動いとらんでも、かなり供給のほ

うが満たされておる。

それで、今、経産省は逆に太陽光発電など

ちょっと規制気味、余ったときは買いませんよ

とかいろいろやってきているけど、これは火力

発電とかいろいろでき出して、またこれに原子

力が一応稼働した場合に、かなり安くなったほ

うが本当はいいわけで、そこ辺の見込みという

のを、売電しとる企業局としても、将来的なそ

ういう予測というのはかなり出てくるっちゃな

いかなと思うっちゃけど。だからこの中で平均

稼働、雨の量でこういう計算って出とったけど、

将来的な需要と供給の関係で。

私こういうこと考えて、どうなるのかなと思っ

てるんだけど。

○森本経営企画監 おっしゃるとおりでござい

まして、もう太陽光は、ほぼ今の認定でいっぱ
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いいっぱいの状況にはあるのかなというような

状況でございます。

国も、やはり太陽光発電につきましては、不

安定というのが一番問題視しておりまして、こ

ういう太陽光と、それから我々の持っている水

力には、やっぱり差をつけようというような考

えがあるようでございます。

将来の太陽光の発電につきましては、今、Ｆ

ＩＴを使っておりますが、将来にわたっていき

ますと、ことしが10キロワット未満で35円、10

キロワット以上は27円という数字がＦＩＴの金

額で出ておりますが、私が持っている資料であ

りますと、2030年度になりますと10キロワット

未満が13円で、10キロワット以上が22円という

形での試算をしておるみたいでございますので、

今よりかは安くなっていくというのは、もう間

違いないのかなという気はいたしております。

○日高副委員長 さっきの緒嶋委員のに関連し

てなんですけど、この28ページに記載されてい

るということで、されているからいいというも

んじゃないと思うんですけど、今後、27年度、

どういうふうに取り組んでいくのか、環境森林

部も多分これは関係あると思うんですけれど、

市町村、中山間地の役場とかから相談されたと

き、誰が窓口になって、どういうふうに小水力

等の地域資源を生かした新エネルギーの導入を

促進するために積極的に取り組んでいく、ただ

これ書いてあるから、このとおりだということ

なのか、その辺のところをちょっとお聞きした

いなと思います。

○上石開発企画監 企業局の取り組みでござい

ますが、企業局では工務課に計画調査担当とい

う窓口がございます。

そこで環境森林部とも共同で、いろいろな市

町村とか、土地改良区の皆さんに、説明会のと

きには共同開催といいますか、一緒に行って説

明したり、そして御相談をお受けしますよとい

う説明をさせていただいています。

それから、局長が、各市町村長さんの会合で

もそういう紹介をしていただいて、企業局がお

手伝いしますよという御紹介を毎年しておりま

す。

実際、そういう中で、市町村、もしくは土地

改良区さんあたりで、何かここ辺でできるんじゃ

ないかというのがあれば、企業局に、１回、御

相談されればうちの工務課の計画調査担当とい

うのが、実際、現場に足を運びまして現地を見

て、そして可能性があれば、毎年、企業局のほ

うでは市町村支援可能性調査という予算を確保

していますので、局の予算である程度の調査を

して、各市町村さんにお返しするというような

形で支援をさせていただいております。

○日高副委員長 現在、そういったことを模索

している町村はないのかというのと、受け身で

いくのか、それともこっちから積極的に町村に

仕掛けていくのかって、それは物すごく大きい

ところだと思うんです。

その辺をはっきりしてもらうと、今後、中山

間地に行ったときに、首長さんと話をするのに、

こうですよという話も、緒嶋委員も中心になれ

ますし、それについてちょっとお伺いしたいと

思います。

○上石開発企画監 今、ここ近年ですと、平成23

年度からの実績ですと、実際51件、御相談をお

受けしております。

ただ、小さい発電所、特に小水力でも100キロ

以下、10数キロとかなりますと、かなり現実的

には採算性が厳しいものがありまして、企業局、

ここ４年間で51件の調査をしておりますが、そ

の中から、実際、物になってきているのは、今
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現在１件しかございません。

なかなか初期投資が大きいものですから、100

キロを超えると、何とかこの小水力も固定買取

で採算が合うんですが、10数キロだと、よほど

の条件でないと、固定買取制度でも厳しいとい

うのが現状でございます。

そういったものの条件、我々も独自に調査は

しておりますが、なかなか隅々までは目が届き

ませんので、やっぱり私たちも、そういういろ

んな環境森林部さんなどが行う説明会に一緒に

足を運ばせていただいて、御説明をするという

ような形での支援にとどまっております。

○日高副委員長 これ27年度からの計画という

ことで、プランをつくっております。

これ、導入を促進するということで、聞いて

みれば50件中１件しかないということでは、何

か本当に推進するのかしないのかという、その

点、先ほども言いましたが、財源も確保してく

れるということなんで、ハード面、ソフト面含

めて、その辺で生かしていけるものがあったら、

生かしていけるような形で働きかけていきたい

と思いますので、またよろしくお願いいたしま

す。

○中野委員 今、安倍政権を見てると、本当に

規制改革で、こんなものまで規制されとったの

かと……。今、例えばそういう用水路つくる中

で、いろいろ法律問題が絡んでできないとか、

それをクリアするのに手間どるとか、そういう

ものはないんですか。

例えば、米良電機が都井岬に用水路、あれ用

水路使うとなると簡単に使えるのかなと思った

り、内水面がまたどうのこうの言ったりとか、

いろんなそういう問題点、規制で難しいという、

そういうものがあれば教えて。

９月にまとめてもらってもいいが。

○新穗工務課長 今おっしゃられたのは、例え

ば農業用水を使って発電をしようとするときに、

一番ネックになるのは水利権なわけですけれど

も、農業用水だと、慣行水利権でやっていたも

のを、許可水利権にしないといけないと、そう

なると管理をかなり厳密にしないといけないと

いうことで、そこら辺を嫌がって、やはりもう

取り組みたくないというような事例が過去には

ございます。

国のほうとしては、そういった小規模な農業

用水を使った発電については、なるだけそうい

うことを排除しようということで、規制緩和と

いう流れは確かにありますけれども、まだまだ

不十分ではないかなと考えております。

○中野委員 また９月委員会まで、どういうの

があるかまとめとってください。

○重松委員長 よろしいでしょうか。

それでは、以上をもって企業局を終了いたし

ます。

執行部の皆さん、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時14分休憩

午後２時35分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

それでは、当委員会に付託されました議案等

について、教育長の説明を求めます。

○飛田教育長 よろしくお願いします。

まず、お礼を申し上げたいと思いますが、さ

きに開催されました宮崎県高等学校総合体育大

会並びに「みやざき県民総合スポーツ祭」の開

会式、あるいは競技におきましても、重松委員

長初め、多くの委員の皆様方に御臨席をいただ

き、激励をいただきました。まことにありがと

うございました。お礼を申し上げます。
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それでは、平成27年度補正予算等につきまし

て説明させていただきます。

お手元の文教警察企業常任委員会資料の目次

をごらんください。

今回、御審議いただきます議案は、議案第１

号「平成27年度宮崎県一般会計補正予算」であ

ります。

次に、議案以外の報告事項は、「平成26年度宮

崎県繰越明許費繰越計算書」であります。

また、その他の報告事項といたしましては、

「第二次宮崎県教育振興基本計画の改正計画素

案の概要について」、それから「教職員の働きや

すい環境づくりのためのアンケート結果につい

て」であります。

それでは、議案について御説明させていただ

きます。

常任委員会資料の１ページをごらんください。

初めに、議案第１号「平成27年度宮崎県一般

会計補正予算」についてですが、そこの予算編

成の資料の説明をする前に、ちょっとお話をさ

せていただきますが、平成27年度の補正予算編

成に当たりましては、厳しい財政状況の中で、

本県教育のさらなる充実を図るための事業を構

築いたしたところであります。

補正予算額についてでありますが、表に太線

で囲んでありますところが３カ所ございますが、

その３カ所の一番上の一般会計の合計の欄をご

らんください。

５億7,555万5,000円の増額補正をお願いする

ものでありまして、補正後の合計は、その２つ

右の欄に示す1,070億680万2,000円でございま

す。

この後、引き続き担当課課長、室長が説明い

たしますので、御審議のほどよろしくお願いい

たします。

なお、本日、教育振興次長の川﨑辰巳が、前

回に引き続いて病気療養で欠席させていただき

ます。どうぞよろしくお願いいたします。

○重松委員長 教育長の概要説明が終了いたし

ました。

次に、議案に関する説明を求めます。

○大西総務課長 総務課関係の平成27年度６月

補正予算につきまして御説明いたします。

お手元の平成27年度６月補正歳出予算説明資

料をお願いいたします。

総務課のインデックスのところ、269ページで

あります。

表の左から２番目、補正額の欄をごらんくだ

さい。

今回の補正は、一般会計164万9,000円の増額

補正をお願いしております。

この結果、補正後の額は、右から３番目の欄

にありますように、39億9,476万5,000円となり

ます。

271ページをお願いいたします。

今回の補正は上から６番目、（事項）一般運営

費の13万1,000円のほか、以下、次のページの（事

項）争訟事務費の40万6,000円まで、それぞれの

事項につきまして、いずれも旅費、需用費等、

いわゆる事務費の増額補正であります。

これは、今年度の予算編成にかかる基本的考

え方から、年度当初から必要となる経費につい

ては骨格予算に計上し、それ以外のものについ

ては、肉づけ予算で対応することとしたことに

よるものであります。

総務課関係は以上であります。

○田方財務福利課長 財務福利課関係について

御説明を申し上げます。

同じく、お手元の歳出予算説明資料の財務福

利課のインデックスのところ、273ページをお願
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いいたします。

一番上の財務福利課の行をごらんください。

今回の補正は、３億4,092万円の増額補正をお

願いするものでありまして、補正後の額は同じ

行の右から３列目、80億3,086万1,000円であり

ます。

それでは、主な事項につきまして御説明をい

たします。

275ページをお願いいたします。

ページ中ほどの（事項）維持管理費につきま

して、２億7,801万3,000円の増額補正をお願い

しております。これは、県立学校の営繕、環境

整備、防災対策等に要する経費であります。

維持管理費のうち、説明欄の２の（１）の「県

立学校施設防災機能等向上事業」に、１億1,960

万4,000円を計上いたしております。これは宮崎

南高校、門川高校及び高千穂高校の屋上に、太

陽光発電パネルを設置するものでございます。

発電した電力は通常どおり使用されますが、

被災時に停電した場合には、夜間においても避

難拠点となる体育館や事務室に優先的に供給さ

れることになります。これにより、災害時の避

難場所としての防災機能が向上することとなり

ます。

また、説明欄の４、「県立学校老朽化対策事業」

に、１億4,824万円を計上しております。これは、

県立学校４校５棟について、外壁改修や屋根防

水工事などを行うものでありまして、学校施設

の老朽化対策を計画的に進めていくところでご

ざいます。

次に、下から２段目の（事項）教職員住宅費

につきまして、4,117万3,000円の増額補正をお

願いしております。これは、教職員住宅の解体

工事や営繕工事に要する経費でございます。

次に、276ページをお願いいたします。

上から３段目の（事項）被災児童生徒就学支

援等事業費につきまして、252万9,000円の増額

補正をお願いしております。これは東日本大震

災により被災し、就学が困難となった幼児及び

児童生徒に対し、就学支援等を行った市町村へ

の補助金でございます。財源につきましては、

全額、国庫支出金で措置されるものであります。

次に、下から２段目の（事項）文教施設災害

復旧費につきまして、1,854万円の増額補正をお

願いしております。これは各種災害により被害

を受けた、教育施設等の災害復旧に要する経費

でございます。

説明は以上であります。

○川越学校政策課長 学校政策課関係の補正予

算につきまして御説明いたします。

同じく、歳出予算説明資料の学校政策課のイ

ンデックスのところ、277ページをお開きくださ

い。

学校政策課の補正額といたしましては、一般

会計予算におきまして、7,473万3,000円の増額

補正をお願いするものでありまして、補正後の

額は、右から３列目にありますように５億3,923

万7,000円であります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

279ページをお開きください。

（事項）学力向上推進費に2,018万2,000円を

計上しております。

説明欄１の新規事業「学力向上のための指導

員等派遣事業」及び４の新規事業「グローバル

人材育成のための授業イノベーション推進事業」

につきましては、後ほど委員会資料で御説明さ

せていただきます。

説明欄３の改善事業「小中高英語力向上支援

事業」に674万5,000円を計上しておりますが、
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これは児童生徒の英語力向上のために、県内各

地において、英語教育のリーダーとなる教員や

外国語活動の指導経験の少ない小学校教員への

研修を行い、教員の指導力の向上を図るもので

ございます。

あわせて、国際社会で活躍できる人材育成の

ために、高校生の留学にかかる渡航費用の一部

を助成するものであります。

次に、281ページをお開きください。

（事項）学校安全推進費に699万7,000円を計

上しており、そのうち説明欄２の改善事業「「防

災教育を中心とした」学校安全教育推進事業」

に651万5,000円を計上しております。

これは、学校における災害安全、防犯を含む

生活安全、交通安全について、安全教育手法の

開発及び普及、さらに地域を越えた連携体制の

構築を推進するものでございます。

具体的には、児童生徒に対し、防災士等によ

る専門的な講座の開催や教員の防災先進地への

視察研修、さらには学校安全アドバイザーによ

る避難訓練や合同点検、日常的な事故防止等に

ついて、指導、助言をいただきながら、実践的

な研究に取り組んでまいります。

お手元の常任委員会資料の２ページをお開き

ください。

新規事業「学力向上のための指導員等派遣事

業」でございます。

１の事業の目的、背景でありますが、学校が

抱える教育的課題が複雑化、高度化し、教員の

職務の困難さが増してきているため、学校の実

情に応じて多様な経験や専門的な知見を有する

人材を活用できる体制整備を支援することで、

学校教育の質の向上を図るものでございます。

２の事業の内容でありますが、元教員などの

地域人材を小学校、中学校に派遣し、学習指導

や生徒指導等を支援する事業に取り組む市町村

への補助を行うものであります。

支援の具体的な取り組み例としましては、児

童生徒学習サポーターや学校生活適応支援員な

どを想定しております。

学校や地域の実態に応じた取り組みについて、

市町村が行う事業の総事業費に対し、県は３分

の１を補助することとしており、そのうちの３

分の１が国から補助されることとなっておりま

す。

３の事業費は、679万1,000円を計上しており

ます。

４の事業期間につきましては、平成27年度で

あります。

５の事業効果につきましては、本事業により

まして、補充学習や発展的な学習への対応がで

きるような指導体制を整備することができ、児

童生徒の学習意欲や学力の向上を図ることがで

きるものと考えております。

続きまして、常任委員会資料の３ページをお

開きください。

新規事業「グローバル人材育成のための授業

イノベーション推進事業」についてでございま

す。

１の事業の目的、背景につきましては、グロ

ーバル化の進展を含め、社会、経済が激しく変

化する中で、みずから学び、考え、行動し、課

題を解決できる人材を育成するために、学びの

質や深まりを重視する授業を実践できるような

教職員を養成し、効果的な指導方法の普及を図

ることでございます。

２の事業内容といたしましては、課題発見、

解決に向けて、主体的、協働的な学習、いわゆ

るアクティブ・ラーニングの調査研究を図るた

めに、指導主事等による県外先進校の実践的な
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取り組みの調査や、研究推進校の指定校及び研

究推進を行います。

また、課題解決型学習や双方向型授業のため

の指導者養成とし、教員の先進校での研修や指

導方法を学ぶための体験型研修などへ教員を派

遣いたします。

そして、授業改善につながる教育の普及、啓

発を図るために、アクティブ・ラーニング研究

推進校の研究公開や生徒による英語での課題研

究発表会を開催いたします。

３の事業費は、382万3,000円で、全額一般財

源となります。

４の事業期間は、平成27年度から平成28年度

の２年間となります。

５の事業効果といたしましては、県内でアク

ティブ・ラーニングを推進する中核となる教員

を養成し、モデル的な取り組みを行う学校の研

究成果や授業等を公開することで、県内の学校

に成果の普及を図ってまいります。

説明は以上でございます。

○坂元特別支援教育室長 特別支援教育室でご

ざいます。

特別支援教育室の補正予算につきまして御説

明申し上げます。

歳出予算説明資料、特別支援教育室インデッ

クス、283ページをお願いいたします。

特別支援教育室の補正額といたしまして

は、1,005万2,000円の増額補正でございまして、

補正後の額は、右から３列目にありますように

１億4,791万円になります。

それでは、その主な内容につきまして御説明

申し上げます。

同じ資料の285ページをお願いいたします。

（事項）特別支援教育振興費の1,005万2,000

円の増額でありますが、内容といたしましては、

説明欄に示してありますが、主な事業を御説明

申し上げます。

説明欄３の「夢にチャレンジ！特別支援学校

自立支援推進事業」は、特別支援学校において、

障がいのある児童生徒の可能性を育み、将来へ

の自立と社会参加に向けた夢や希望の実現を目

指すために、早期からのキャリア教育の充実や、

商工会議所や企業等の関係機関と連携した自立

支援を推進するものでございます。

次に、説明欄４にあります、「共に学び支え合

う理解啓発推進事業」は、次世代を担う高校生

を対象に、障がい理解啓発や障がいのある人と

の交流など、生徒自身による主体的な取り組み

の推進を通しまして、共生社会に向けた人づく

りを行います。

また、保護者や一般県民を対象に、共生社会

を目指した学校、地域づくりに対する意識を高

めるため、特別支援教育や障がいについての理

解啓発の活動を推進するものでございます。

続きまして、新規事業５の「未来につなげる

特別支援学校づくり推進事業」と、６の「スポ

ーツを通じた心のバリアフリー推進事業」につ

きましては、常任委員会資料により御説明をさ

せていただきます。

常任委員会資料の４ページをお願いいたしま

す。

新規事業「未来につなげる特別支援学校づく

り推進事業」であります。

１の事業の目的、背景でございますが、特別

支援学校の課題といたしまして、在籍数の増加

に伴う教室不足や全国平均を超えることができ

ない就職率の伸び悩み、またスクールバスでの

長時間通学の負担等が喫緊の課題となっており

ます。

このような課題に対応するため、今後の特別
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支援学校の整備充実の方向性について検討する

必要があると考えております。

２の事業の内容でございますが、（１）にあり

ますとおり、学識経験者等で構成する新たな特

別支援学校づくり検討委員会を開催し、特別支

援学校の課題解決に向けた専門的な意見聴取及

び協議を行います。

（２）にありますとおり、県立高等学校等の

余裕教室を活用した、特別支援学校生徒の体験

授業による課題把握を行います。

また、県立高等学校と連携した、特別支援学

校の生徒の就労につながる専門的な実習の試行

により、課題の把握を行います。

さらに、関係学校の教員による作業部会を設

置し、課題解決のための調査研究を行いたいと

考えております。

３の事業費は、69万4,000円でございます。

４の事業期間は、平成27年度でございます。

５の事業効果でありますが、この取り組みで

得た資料は、今後の特別支援学校の整備計画の

策定に資するものになると考えております。

続きまして、委員会資料５ページをお願いい

たします。

新規事業「スポーツを通じた心のバリアフリ

ー推進事業」でありますが、これは文部科学省

の委託事業でございます。

まず、１の事業目的、背景でありますが、オ

リンピック、パラリンピック東京大会や２巡目

国体の開催を契機に、特別支援学校高等部と高

等学校の生徒が、一緒になって障がい者スポー

ツを通じた交流及び共同学習を行うとともに、

高校生がその様子を紹介することなどにより障

がいの理解を広げ、個性や多様性を尊重する共

生社会を目指した人づくりの推進を図ってまい

りたいと考えております。

次に、２の事業の内容でございますが、（１）

にありますとおり、高等部と高等学校の生徒が、

パラリンピック出場経験者と交流しながらの共

同学習や障がい者スポーツの体験学習を、県内

４つのブロックに分けて、全ての特別支援学校

で実施したいと考えております。

また、（２）にありますとおり、参加した生徒

による取り組み内容を学校新聞で紹介したり、

文化祭で発表したり、さらに生徒の理解啓発活

動を紹介したポスターを作成し、学校や関係機

関に配付したいと考えております。

（３）の運営協議会の開催では、学校代表や

障がい者スポーツ推進団体の代表者等からなる

協議会を設置し、交流及び共同学習のあり方等

について意見交換を行います。

３の事業費は、594万5,000円を計上しており

ます。

４の事業期間は、平成27年度でございます。

５の事業効果でありますが、特別支援学校と

高等学校の生徒が、一緒になって障がい者スポ

ーツを通じた交流及び共同学習に参加すること

で、心のバリアフリーを推進することができる

ものと考えております。

説明は以上でございます。

○西田教職員課長 教職員課関係の補正予算に

ついて御説明いたします。

歳出予算説明資料の教職員課インデックスの

ところ、287ページをお開きください。

今回は、一般会計596万9,000円、一般行政経

費の増額補正をお願いしております。その結果、

補正後の予算額は936億2,453万7,000円となりま

す。

289ページをごらんください。

主なものとしましては、上から５段目、（事項）

教職員人事費の533万3,000円であります。説明
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の欄にありますが、これは１の教職員人事管理

に要する経費でありまして、旅費や需用費等の

事務費であります。

また、次の（事項）給与等事務費12万1,000円

や（事項）給付事務費51万5,000円につきまして

も、永年勤続退職関係や退職手当の支給に要す

る事務費であります。

説明は以上であります。

○恵利生涯学習課長 生涯学習課でございます。

関係の予算につきまして御説明をいたします。

歳出予算説明資料の生涯学習課のインデック

スのところ、291ページをお開きください。

今回の補正額は、5,033万円の増額補正をお願

いしております。この結果、補正後の額は、ペ

ージの右から３列目でございますが、５億2,430

万4,000円となります。

主なものについて御説明をいたします。

294ページでございます。

上から２段目の（目）図書館費につきまし

て、766万9,000円の増額をお願いしております。

主なものは、その３段下にございます（事項）

郷土資料調査研究事業推進費の説明欄の２の新

規事業「佐土原藩島津家文庫デジタルアーカイ

ブ事業」が645万3,000円でございます。この事

業につきましては、後ほど常任委員会資料にて

御説明させていただきます。

続きまして、１段下の（目）美術館費につき

まして、2,891万8,000円の増額をお願いしてお

ります。

主なものは、３段下の（事項）美術館普及活

動事業費の下のページに移りますが、説明欄の

３の県美術展が996万円でございます。これは県

民による作品発表の場であります宮崎県美術展

に要する経費でございます。

また、説明欄の６の新規事業「県立美術館開

館20周年記念事業」が279万2,000円でございま

す。この事業につきましても、常任委員会資料

にて御説明させていただきます。

それでは、常任委員会資料にお戻りいただき、

６ページをごらんください。

新規事業「佐土原藩島津家文庫デジタルアー

カイブ事業」でございます。

１の事業目的、背景でありますが、九州の近

世大名家資料として高く評価されている佐土原

藩島津家資料のうち、佐土原藩島津家文庫の恒

久的な保存及び県民の活用機会の拡充を図るも

のであります。

２の事業の内容でありますが、佐土原藩島津

家文庫の資料、571点のデジタル映像化を行うも

のであります。

四角囲みにありますように、この教養書等に

は、国立国会図書館にも所蔵のない貴重なもの

も含まれており、また島津家当主等による書き

込みや注釈などが見られることから、大名家研

究にも役立つものであり、高く評価されている

ものであります。

３の事業費でありますが、645万3,000円でご

ざいます。

４の事業期間は、27年度であります。

５の事業効果でありますが、閲覧時に危惧さ

れる原資料の破損・劣化を回避し、恒久的な保

存に資することができると考えております。

また、デジタル化により、図書館ホームペー

ジから、誰でも気軽に同文庫を閲覧し、学ぶこ

とができるようになります。

さらに、佐土原藩島津家資料を郷土の誇るべ

き資料として、情報を発信することで、本県の

歴史と文化に対する関心を高めることができる

ものと考えております。

続きまして、７ページをごらんください。
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新規事業「県立美術館開館20周年記念事業」

でございます。

１の事業目的、背景でありますが、本年度、

県立美術館が開館20周年を迎えるに当たり、年

間を通じて３回の記念特別展を実施いたします

が、それにあわせて記念となる事業を行い、県

立美術館の魅力を県民にアピールするものであ

ります。

２の事業内容でありますが、（１）の記念式典

及び記念講演を11月８日、日曜日に予定し、講

演会では「県立美術館20周年のあゆみとその魅

力」についてお話をいただきたいと考えており

ます。

（２）の広く県民に県立美術館の魅力を伝え

る普及資料の作成、配付では、収蔵作品の魅力

やこれまでの歩みを振り返る映像資料を作成し、

館内外での放映やホームページなどでの紹介、

団体等への貸し出しを行います。

また、各学校が授業で活用し、児童生徒が来

館したくなるような教材、冊子を作成し、各学

校への配付を行います。

（３）の県民が県立美術館を身近に感じるた

めの企画では、子供がアートに親しむコーナー

を開設いたします。

また、これまでに開設した特別展のポスター

展示も行います。

３の事業費でありますが、279万2,000円でご

ざいます。

４の事業期間は、27年度であります。

５の事業効果でありますが、美術館の活動状

況を広く発信し、さらなる入館者増へつなぐこ

とができると考えております。

また、美術を含めた芸術への関心を高め、県

民が文化を親しむ契機とすることができると考

えております。

説明は以上であります。

○古木スポーツ振興課長 スポーツ振興課関係

について御説明いたします。

歳出予算説明資料、スポーツ振興課のインデッ

クスのところ、297ページをお開きください。

一般会計で、4,382万4,000円の増額補正をお

願いしております。この結果、補正後の額は、

右から３列目の欄になりますが９億753万8,000

円となります。

以下、主なものにつきまして事項別に御説明

いたします。

299ページをお開きください。

中ほどにあります（事項）社会体育指導費で

あります。

259万2,000円の増額補正をお願いしておりま

す。

主なものといたしましては、説明欄の４、改

善事業「生涯スポーツ推進グローアップ研修事

業」でございます。

この事業は、各市町村のスポーツ推進委員や

総合型地域スポーツクラブの関係者などを対象

に、生涯スポーツプログラムの企画や運営に関

する講習などを行い、県民総参加型のスポーツ

を推進するものでございます。

続きまして、300ページをごらんください。

上から３段目にあります（事項）体育大会費

であります。

1,639万3,000円の増額補正をお願いしており

ます。

これは、平成28年度に本県で開催される国民

体育大会九州ブロック大会の競技運営に必要な

備品等の整備に要する経費でございます。

最後に、下から３段目にあります（事項）競

技力向上推進事業であります。

1,230万7,000円の増額補正をお願いしており
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ます。

主なものといたしましては、説明欄の２の

（１）競技用具等の整備に要する経費でござい

ます。

説明は以上でございます。

○大西文化財課長 文化財課関係につきまして

御説明いたします。

歳出予算説明資料、文化財課のインデックス

のところ、303ページをお願いいたします。

今回の補正は、一般会計予算で4,366万7,000

円の増額補正をお願いしております。この結果、

補正後の額は、表の右から３列目にありますよ

うに７億6,755万8,000円となります。

以下、その主なものにつきまして御説明申し

上げます。

305ページをお願いいたします。

上から４段目、（目）文化財保護費（事項）文

化財保護顕彰費に3,941万4,000円をお願いして

おります。

主なものといたしましては、説明欄の２の「重

要古墳等保護活用推進事業」に232万8,000円を

計上しております。これは県内に所在します古

墳の基礎調査を行いますとともに、重要性のあ

る古墳や出土品の調査研究を行い、保護活用の

推進を図るものであります。

その下の説明欄の３の「残そう地域の伝統文

化、めざそう世界無形文化遺産」に240万2,000

円を計上しております。

これは、その下の（１）にございますように、

「文化財伝承活動支援事業」といたしまして、

民族芸能保存団体への活動支援や子供たちの民

族芸能の体験活動などを行うものであります。

その下の説明欄の４の「西都原古墳群調査整

備活性化事業」に2,293万7,000円を計上してお

ります。これは、西都原古墳群内の発掘調査や

整備に取り組みますとともに、陵墓参考地周辺

の調査を行うものであります。

その下の説明欄の５の新規事業「世界遺産調

査研究事業」及び６の「みて ふれて 体験す

る 文化財活用促進事業」につきましては、後

ほど委員会資料で御説明させていただきます。

次に、真ん中よりやや下あたりの（事項）埋

蔵文化財保護対策費につきまして、316万3,000

円を計上しております。

その内容といたしましては、説明欄の１の埋

蔵文化財緊急調査でありますが、これは農業基

盤整備事業等による開発に先立ち、予定箇所の

事前の確認調査等を実施するものでございます。

次に、常任委員会資料をお願いいたします。

８ページをお開きください。

新規事業「世界遺産調査研究事業」でありま

す。

１の事業の目的、背景でありますが、本県に

は我が国を代表する西都原古墳群を初め、数多

くの古墳がございますが、世界的に広く認知さ

れるまでには至ってない状況であります。

このため、これらの古墳群の調査研究を充実

させ、国内外に広く情報を発信し、評価を高め

ますことで、古墳群の保護、継承に対する理解

を深めますとともに、世界遺産登録に向けた機

運の醸成を図るものであります。

次に、２の事業の内容でありますが、まず（１）

世界遺産登録に向けての取り組みにつきまして

は、世界遺産や候補地の視察及び調査研究を行

いますとともに、世界遺産登録に向けた提案書

の作成など、古墳群の評価を高める取り組みを

行うものであります。

次に、（２）古代歴史文化に関する共同調査研

究でありますが、奈良県など14県と連携いたし

まして、古墳時代の玉（タマ）類の生産地やそ
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の流通過程などについて共同研究を行い、古墳

時代の社会状況などの解明を目指していくもの

であります。

次に、（３）西都原古墳群地中探査であります

が、西都原古墳群の東側を計画しておりますが、

地中レーダー探査を実施いたしまして、古墳群

の実態解明を進めるものであります。

３の事業費につきましては、536万5,000円を

お願いしております。

４の事業期間につきましては、平成27年度か

ら29年度までの３年間を予定しております。

５の事業効果でありますが、調査研究や国内

外の研究者との交流を通しまして、広く情報を

発信することができ、その価値を国内外の方々

に知っていただきますとともに、世界遺産登録

へ向けた機運を高めることができると考えてお

ります。

また、玉（タマ）類の研究や地中レーダー探

査により得られました成果を、世界遺産登録に

向けて活用することができるものと考えており

ます。

さらに、世界遺産を目指す取り組みを通しま

して、古墳群の価値や魅力が改めて認識され、

その保護、継承につきましても、県民の方々の

理解を得ることができるものと考えております。

続きまして、同じ資料の９ページをお願いい

たします。

新規事業「みて ふれて 体験する 文化財

活用促進事業」であります。

１の事業の目的、背景でありますが、多くの

県民の方に博物館などの文化施設を身近に感じ

ていただくために、総合博物館、埋蔵文化財セ

ンター、西都原考古博物館が県内各地に出向き

まして、施設の特徴を生かしながら、展示会や

講座を開催することにより、本県の自然や歴史

について、学んだり体験する機会を創出するも

のであります。

２の事業の内容でありますが、まず（１）の

総合博物館「どこでも博物館事業」でございま

す。これは博物館の展示室や収蔵資料などを仮

想体験できる３Ｄ映像を作成いたしまして、そ

の作成した３Ｄ映像や収蔵資料などを活用した

出張講座を開催するものであります。

次に、２の埋蔵文化財センター「ふるさと発

掘！埋文キャラバン事業」でございます。これ

は、これまでの発掘調査などにより出土いたし

ました遺物の移動展示会の開催や、開催地周辺

から発見された土器や石器についての相談会を

実施するものであります。

次に、（３）の西都原考古博物館「甦れ！古代

ロマン 復元住居再生事業」でございます。

これは西都原考古博物館の西側に、古墳時代

の住居を復元した施設がございますが、老朽化

が進んでおり、改修の必要が生じております。

このため、県民参加型のイベントとして、古代

復元住居の改修を行うものであります。

また、改修までの様子を県民の方々に公開い

たしますとともに、その状況を記録として残す

こととしております。

３の事業費でありますが、559万円をお願いし

ております。

４の事業期間でありますが、平成27年度から29

年度までの３年間を予定しております。

最後に、５の事業効果でありますが、展示や

講座等のアウトリーチ活動を行いますことで、

博物館の所在する地域以外の県民の方々の学ぶ

機会の創出につながりますとともに、３Ｄ映像

など新たな手法を活用することで、より臨場感

を持って学べる講座を開催できるものと考えて

おります。
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また、古代復元住居の改修を県民参加型のイ

ベントとして実施いたしますことで、県民の方

々に体験型の学習機会を提供できるものと考え

ております。

文化財課につきましては以上でございます。

○黒木人権同和教育室長 人権同和教育室につ

いて御説明いたします。

歳出予算説明資料の人権同和教育室のイン

デックスのところ、307ページをお開きください。

一般会計で、441万1,000円の増額補正をお願

いいたしております。この結果、補正後の額は、

右から３列目にありますとおり、888万1,000円

となります。

その主な内容について御説明いたします。

309ページをお開きください。

上から５段目にあります（事項）人権教育総

合企画費で、413万7,000円の増額補正をお願い

いたしております。これは児童生徒と保護者等

が、人権について、ともに話し合うための人権

啓発資料、「ファミリーふれあい」の作成や各種

研修会の開催等に要する経費でございます。

次に、（事項）人権教育連絡調整費でございま

すが、27万4,000円の増額補正をお願いいたして

おります。これは人権教育関係団体が主催する

研修会に要する経費でございます。

以上でございます。

○重松委員長 議案に関する執行部の説明が終

了しました。

議案についての質疑はございませんか。

○図師委員 委員会資料の２ページで説明があ

りました、学力向上のための指導員等派遣事業

の内容についてなんですが、事業内容の２つ目

に、学校生活適応支援員を配置して不登校児童

生徒への学習指導とあるんですが、もう少し具

体的にどのような取り組みになるのか教えてく

ださい。

○永山学校支援監 具体的に申しますと、不登

校傾向にある児童生徒に対しての補充指導で

あったり、基礎学力の定着というものを目指し

た取り組みを主に実施するということでござい

ます。

○図師委員 不登校ぎみの生徒にということな

んですね。

不登校の生徒が学校に来ないから不登校であ

るわけで、その子供たちにどう学習指導するの

かなと思ったんですが、あくまでも指導のほう

は学校内ということでよろしいんでしょうか。

○永山学校支援監 学校内だけではなくて、例

えば、適応指導教室にいる子供たちへの支援と

かいうことも考えておりますし、これは学校の

先生方と連携して、そういう必要な児童がいる

場合には、対応できるような状況にあると考え

ております。

○図師委員 その内容でよろしいと思うんです

が、例えば自宅に訪問してのそういう指導とい

うのはあり得るんですか。

○永山学校支援監 自宅に訪問してということ

につきましては、これは学校のほうとまた連携

してかかわれるかどうかということは、実施さ

れるところも含めて検討される要件の一つじゃ

ないのかなとは思っているところです。

基本的に、適応指導教室関係とかいうことで

考えているところであります。

○図師委員 ケース・バイ・ケースで柔軟に、

また効果的な事業になることを期待しておりま

す。

○中野委員 間接的な話になりますけど、学力

向上といったら、私はやっぱり宮崎県の学力が

どの程度にあるかというとを、今、文科省がやっ

ておる学力調査で順番がつきますよね。
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以前、教育長と議論したことがありますけど、

学力というのは、いろいろ都会と地方では当然

違うんだろうなと。情報が違う、学習塾の頻度

も違う、それと競争力とか、県民所得によって

も違うんだろうなと。そんなことを考えて宮崎

県の学力はこんなところかなと、そう思ってた

んだけど、２年前かな、秋田県が日本一になり

ましたよね。私はあれで、全然、考え方が変わっ

たんですよ。

まだ原因がわかりません。

テレビを１回見とったら、全然、学力向上に

つながるような番組じゃなかった。何か物事を

出して、子供たちで解決させるというような、

何でこれが学力向上と関係あるとかなと。先生

の教え方とか、今、いろいろタレントになって

る有名な学習塾のあの人たちのテレビは見るん

です。

私は、県教育委員会としても、大体、秋田と

か宮崎県は類似県、所得だって年間平均、個人400

万円ぐらい、同じレベルかなと思うんです。

この中で、やっぱりいろいろやっとることは

やっとる。いろいろ理解力とか何とかあったと

しても、いかに学力を上げるかというのが、教

育委員会の究極の目的であろうと思うんです。

そうなると、宮崎県もそんなに悪いという話

じゃない、今、平均すれすれの話でしょう。

そうなってきた場合、県教育委員会としても、

秋田、何で全国１位になったかとか、そこ辺は

根本的に調査して、取り入れるところがあった

ら取り入れてやるべきだと思うんですけど、そ

こ辺はまだその問題点が解決してないんです。

そこら辺はどうですか。

○飛田教育長 おっしゃるとおりで、いいとこ

ろをまねるというのは、私もぜひしたいと思っ

ておりまして秋田にも大分やりました。

さっき中野委員がおっしゃったあのテレビを

見ながら、私も多分同じ番組見たと思うんです

けど、あれはかなり本質的だと私は思いました。

子供たちが、とことん自分で学べるような能

力をつけ切っているような指導を、いわゆる学

び方の習慣形成というか、学ぶ方法を子供たち

がかなりつかんでいるなあというようなことを

感じました。

もう一つ、私が気になって、秋田が大学進学

でどうかというようなことも調べてみたんです。

大学進学においては、それほど、あの小中学

校ほどはないと思うけど、やっぱりいろんなと

ころにあれが生きているだろうと。そういうこ

とを意識しながらやってますが、そこの根本的

なところまで、なかなか十分かえるところまで、

うちはいってないと思いますが、それは意識し

ながら今やらせていただいておりまして、今、

学力の大半が再現できる学力というか、ペーパ

ーテストには１回やったことができる能力とい

うのが今までは結構強かった。

だから数学でも、数学のテストは応用問題の

ような気がするけど、結局やっぱり授業のとき

に通ったようなことをやるような力が多かった

けど、これからは正解がない問題を解けるよう

なことを文部科学省も意識しているし、全国学

力・学習状況調査のＢ問題でもそういうことを

意識してあるんです。

そうすると、子供たちの学びの姿というのは、

本物じゃないか、ああいう部分をうちのほうも

指導としてはまねていきたいなと思いますし、

今、そういう取り組みをさせていただいておる

ところでございます。

○中野委員 あれ見てると、秋田県の平均値が

上がるって話だね。だから一学校の校長先生が

一人で頑張っているという話じゃないと思うん
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です。

やっぱり全体的な教育委員会とか、そういう

話で、だからぜひ、この授業を見て、どこら辺

がどう違うのか、私は、どっかの時点で、この

予算も含めて、１回そういうのを整理してもら

いたいと思うんです。どうでしょうか。

○飛田教育長 私どものほうでも、秋田に学ん

だり、ほかの県にも学んでおりますので、また

そういうテーマでお話ができるチャンスがあれ

ば、整理をして、こういう取り組みをしていま

すと、ここを習っていますというようなことは、

そういう機会ができればぜひさせていただこう

と思っています。

○中野委員 まだ議会が３回ありますから、そ

の中でぜひ。自分の中で解決策が見つからんの

です。ぜひお願いします。

○井本委員 私が思うに、やっぱりゆとり教育

のやり方を教員たちがやっとわかってきたとい

うか、それが根づいてきたんじゃないかな。

本来のゆとり教育は、自分で考えて自分で物

事を解決していく、そういうたくましい子をつ

くるというのが本来はあったわけだ。

ところが、その途中で、まだ先生がなれちょ

らんというか、ある人に言わせれば、「マクドナ

ルドのハンバーガーぐらいは焼いたことがある

人が、フランス料理をつくれっていうようなも

のだった」とか誰か言った人がおったけど、本

当、あのときは先生がなれてなかったと思うん

だ。

そのうち学力が低下したんで、ゆとり教育は、

だめだと言い出したんだけれども。しかし秋田

県のその先生方が、そのときその意図がわかっ

て、それを恐らくやってたんじゃなかろうかな

と私は思うんだ。それが今ごろになってやっと

成果が出てきたと、私はそんな気がします。

やっぱり自分で考えて自分で切り開いていく、

これがこれからの教育であって、日本の教育は、

慌てて閉じてしもうたというか。私はちょっと

慌て過ぎたんじゃないかなと今でも思ってるん

だけど。私はそう思ってるんだけど、どうです

か。

○飛田教育長 まさにそのとおりだと思います。

ゆとり教育が意図してきたところは、新しい

学力観、いわゆる課題解決型の学力観と、今、

文部科学省がアクティブ・ラーニングというこ

とをしきりに言ってるんですが、ほとんど目指

すところというか、流れは一緒だと思うんです。

そのときに、ひょっとすると、これ仮説です

からここで言っていいかどうかわからないです

けど、やっぱり言葉を知らんければ文章も書け

んのです。計算ができんけりゃ、数学もできん

のです。

ですから、そこをないがしろにしてしまうと、

結局基礎がないまんまにそういう議論だけして

しまう。

それから、もう一つは、今、井本委員の指摘

が非常に鋭いなと思ったのは、例えば我々が仕

事をしても、クリエイティブな仕事をするとい

うのはなかなかやっぱり難しいですよね。

だから、教師もそういう仕事をするような習

慣より、鍛えて覚えこませるような学習指導の

習慣をしてきた。

それで、それをいい加減にしないようにしとっ

て、やっぱりそういう課題解決型と両方をうま

くやっていく。恐らく割合で言うと、８割ぐら

いはやっぱり基礎をちゃんとじっくりしておか

ないと次に行けないんですが、そこあたりの兼

ね合いをどういうふうにやっていくかという、

そういう部分について、大きな改革の中で、教

師が十分こなし得なかった、我々の指導もやっ



- 54 -

平成27年６月24日(水)

ぱり反省するところはあるのかなと。これは検

証ができていません。仮説ではありますけど、

おっしゃる指摘は当たっていると私は思ってお

ります。

○井本委員 本当そのとおりだと思うんです。

家を建てるのに、家の材料をまず仕込まない

といかんですから。

その材料が集まってこそ、どんな家を建てる

かという、その最初の仕込みというのは、これ

は知識だと思うんです。

その知識でもって、まず知識が、材料が要る、

その材料でどんな家をつくるかというのは、今

度はまたいろんな構想が、いろんな人でしょう。

だから、本当その兼ね合いをどのぐらいまで

して、その知識を入れさせて、そして今度は考

える教育をどうするかというその辺の兼ね合い

は、やっぱり今後、大切じゃないのかなと、私

もそんな気がします。

○中野委員 県民として宮崎県の教育レベルが

どうかとなると、いろいろ価値観で考え方ある

けど、やっぱり全国の学力調査の順位なんです。

ですから、変な言い方だけど、じゃあ、順位

をちょっと上げようかと思えば、何でもそうや

けど、平均点数上げるために、とにかく下のほ

うを集中的にやる。習熟度がどうのこうのとあ

るじゃないですか。クラスごとの習熟度じゃな

くて、学校の習熟度を上げるとすれば、そうい

う平均点以下の学校は、わかりますよね。そう

いうところを集中的に何とかティーチャーとか、

研修とか、そこら辺をすれば、俺は、簡単じゃ

ないけど、平均は上がるっちゃないかなと思う

けど、そういう工夫を俺はあってもいいっちゃ

ないかなと。全体的に低いところを上げるとい

うのも、そういうのどうですか。

今、いろんなティーチャーとか、何とかモデ

ル校とかいろいろあるけど、そういう考え方は

おかしいですか。

○飛田教育長 学力は、おっしゃるとおりで、

その個人においても勉強ができるようにするに

は、自分ができないところをできるようになる

ということであるし、トータルのことを考えて

もおっしゃるとおりだと思います。

そして、なおかつそれこそいわゆる基礎的な

学力がなくて、社会に出ていくような子供をつ

くっていってはなかなか大変だと思いますので、

今どういうことをやっているかというと、教育

事務所に命じて、各学校の弱点等を学校と協議

させて、つくらせて、それをたたく。どうやっ

て正していくかということをさせています。

そういう取り組みを進めながら、おっしゃっ

たような点を大事にしていきたいと考えており

ます。

○中野委員 ぜひいいとこ取りで、点数を上げ

てください。

県民意識もちょっと高くなるかなと思うんで

すけれども。

○井本委員 学力の問題になると思うんです。

やっぱり今までは、リテラシーというものを

重要視する学力になっとるんでしょう。

単なる知識だけを試す学力になってないんで

しょう。実際にそうなんでしょう。

○飛田教育長 おっしゃる点と両方あると思う

んです。

いわゆる基礎学力と言うときは、やっぱり読

み書き、計算、昔で言えばソロバン、そしてそ

れをうまく組み合わせて、目の前にある課題を

どうやっていくか。委員がおっしゃったリテラ

シーの部分と両方に大事にしていくと。だから

それをうまく基礎が生きて働くような、組み立

てをしていくような、学校での指導をしていか
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ないかんということで、なかなかやっぱりそれ

は現実には極めて高度なことだと思ってますし、

それにトライしていかないかんと思うし、それ

を指導していきたいと考えております。

○緒嶋委員 今の学力向上のこれは、取り入れ

る市町村の数はどれぐらい。事業費からいって

これは大した金額じゃないような気もするけど、

どれぐらいの市町村が取り組むわけですか。

○永山学校支援監 この市町村につきましては、

２市が取り組むということで。

○緒嶋委員 その希望は、２市しかなかったと

いうことですか。

○永山学校支援監 本事業に取り組むに当たっ

ては、実施については全市町村に打診をしまし

た。

その上で、２市のほうから、この取り組みに

ついて参加したいというようなものが上がって

まいりまして、基本的にこの事業というのは、

学力向上を主として、教員と連携していきなが

ら、いかに地域の人材を充実させていくかとい

う観点での取り組みということで、これからい

ろいろな課題となりますと、英語教育であった

りとか、あるいは不登校傾向の子供たちであっ

たりとか、そういう事業として適切であるとい

うふうに、こちらのほうで判断して事業を位置

づけたところであります。

○緒嶋委員 市町村の教育委員会の意向でとい

うことになると思うんですけれども、学力向上

はどこでもやらないといかんわけです。

それが２市しか取り組まんということは、余

りにもちょっとですね。

そして、この補助額、全体の３分の１を国と

県で、市町村が３分の２を負担するというよう

な感じに書いてあるけど、下になると、市町村

の負担は全然数字が上がらんわけですが、これ

はどういう理解をしたらいいんですか。

○永山学校支援監 市町村として取り組む総事

業費のうちの３分の１が、ここに書いてありま

す679万1,000円ということになります。

○緒嶋委員 じゃあ、３分の２の市町村負担の

分の金額は書いてないということですか。

○永山学校支援監 そうです。済みません。

○緒嶋委員 ２市はどこですか。

○永山学校支援監 ２市は都城市と西都市であ

ります。

○緒嶋委員 これは希望すればそういう補助を

受けるということは、割と枠は広いわけですか。

これは２市分しか、もう県、国からの補助も

ちょっと無理だということで２市になったのか。

宮崎県は、いろいろ学校については、まだま

だ今からということであれば、そういう元教員

であろうと何であろうと、そういう人たちを有

効に活用しながら、地域全体で学力を上げると

いうことは大変重要なことであるから、もう

ちょっと熱心に取り組むべきだと思うんですけ

ど、これはどういうふうに評価すりゃいいかな。

これは、評価にならん。

○永山学校支援監 この事業というのは、とに

かく地域の人材、いろんな方がいらっしゃいま

す。

そういう方々を学校の教員と連携して、子供

たちの学力向上に少しでも資するという観点で、

今回、企画をいたしました。

各市町村におきましては、既にそういう取り

組みを実施していただいているところも、もう

既にあったりします。

そういうものを含めていきながら、学校政策

課のほうとしましては、この取り組みについて、

やっぱり地域の人材を活用して、先生、学校と

連携した取り組みについてきちんと結果検証を
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していきながら、これからどんな取り組みのあ

りようがいいのかという、学校の支援に対する

検証をしていきたいと思って、今回、計画して

おるところであります。

○緒嶋委員 具体的にこういうのを取り組んで

おる教員委員会もあるということですね。

○永山学校支援監 例えば、延岡市あたりでは

「はげまし隊」とか、いろんなＮＰＯ団体とし

て、実際の数学の授業であるとか、そういうと

ころにかかわっていらっしゃるところもあった

りしますので、そういう取り組みのあり方の中

で、さらにより質を高めるためにはどんなかか

わり方がいいのかな、そういうところも含めて

いきながら、今回の事例をもとに検証していき

たいとは考えております。

○緒嶋委員 であれば、まだしていないところ

もあるということだから、将来的には、全県下

の市町村にも広めていくということは重要なこ

とだと思うんですけど、そのあたりの将来の展

望というか、考え方はどうなっておる。

○永山学校支援監 現時点につきましては、ま

ず本年の取り組みというものを十分検証してい

きながら、今後、学校、それから家庭、地域等

が一体となった学力向上に向けた体制、支援づ

くりはどうあればよいかというところでは、研

究はしていきたいとは考えているところであり

ます。

○緒嶋委員 これはもう事業効果で、「児童生徒

の学習意欲や学力の向上を図ることができる」

というふうに、はっきり言っておられるわけだ

から、それを進めることは当然のことだと思う

んです。

○永山学校支援監 御意見、ありがとうござい

ます。

御意見を含めまして、これからもさまざまな

事業の中でも、そういう視点を生かしていきた

いと思っております。

○井本委員 学校支援地域本部との兼ね合いは

どうなってるんですか。

○永山学校支援監 地域本部事業の中でも、学

校が終わった後、放課後の中でいろんな学習と

いうことで、そういう子供たちの学習に向けた

支援を行っているところもあります。

ですから、そういうものも含めていきながら、

どんな支援のあり方がいいのかというところを

含めて、また研究していきたいと思っておりま

す。

○井本委員 元教員って書いてあるんだけど、

元教員というと、やっぱりお年を召した方だろ

うと、そうするとやっぱり昔の教育のイメージ

が残ってるんじゃないか。

どこかにやっぱり詰め込み型のな。そういう

教育じゃなくて、もう新しい教育をやらないか

ん時代に来てるのに、そういう人たちを引っ張

り出して果たして大丈夫かなというような、そ

んな気がするんだけどその辺はどうです。

○永山学校支援監 これは、あくまでも、主は

現場の先生たちであります。

子供たちにとって少しでも学力向上につなが

るというところで、補助的な位置づけというこ

とですので、この地域の人材の方々とかいうの

が、主になるということではありませんので、

そこはきちんと踏まえていきながら、対応して

いくということになっております。

○日高副委員長 平成４年に、中教審が答申の

中で小中一貫校とか、総合型スポーツクラブと

か、あのときは少人数学級ですかね。そういう

のを出して、私、日向市なんですけど、いち早

く取り組んだと。そういった中で平岩小中一貫

校にも取り組んで、特区申請を行ったという中
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でずっと流れてきて、物すごくいい感じできた

んです。

ところが、学力向上みたいなことになって、30

人学級を今度やっていこうということになって

やり始めたら、加配教員でつまずいたんです。

結局、人材がいないと。先生を県のほうにお

願いをしても、国にお願いしてもそんないない

ということで、あのときはちょっと厳しい状況

で、余り前にも進まなかったことが事実なんで

す。

そして、今回、団塊の世代ということになっ

てくると、学校を定年された方って結構いると

思うんです。

定年されて、もう何もしないじゃなくて、そ

ういう人たちがたくさんおるわけですから、そ

ういう人たちをもう一度、教育現場に戻して、

加配教員とかという形で取り組んでいけば、教

職員を少子化の中でこれ以上もうふやしていく

のも難しい時代で、そういった形を活用してい

くことも必要だし、それとやっぱり団塊の世代

の活用ということで、これもまた教育委員会の

枠を越えたところの、横のつながりというのは、

知事当局としていかなくちゃいけない部分は、

私はこれは強く教育委員会が言うべきことだと

思っておるんです。

それと、緒嶋委員が言ったように、やはりこ

の補助率が市町村を３分の２にしたら、これは

また暗礁に乗り上げるような、積極性がまだい

まいち見えてこないというのがあって、そうい

う状況だと思うんですけど、それについてどう

いったお考えを持っているのか、ちょっとお伺

いしたいと思います。

○永山学校支援監 日高委員がおっしゃるとお

りで、やはり子供たちを教育していく、学力向

上のためには、質の向上ということを図ってい

かなきゃいけないとも思っているところであり

ます。

今回のこの事業につきましては、国のほうも、

とにかく一番大事なのは地域ぐるみで学校を、

学力向上という視点からサポートしていこうと

いうところで、国の事業として計画されている

わけであります。

その中で、市町村のそれぞれの実情に応じて、

予算を伴うものであったり、予算を伴わなくて、

ボランティアとして、そういうふうに参加して

いただく方もいらっしゃると思います。

ですから、今、教員が学校での教育活動を展

開する上において、なかなか厳しい状況がある

ものに対して、サポートスタッフという形で取

り組みをできる状況にもありますので、そうい

うところも含めていきながら、人材育成という

観点は、学校の教員と同時に、また市町村教育

委員会等とも連携していきながら、この事業を

通して、地域の人材になっていらっしゃる方が、

次の人材をまた育てていただけるとか、そうい

うふうな形で、今後、構築できるといいかなと

も思っているところであります。

○日高副委員長 すごくいい意見なんですよね。

ボランティア、サポーターという形で行く、な

かなかそういうふうになってくると、やはりど

うしても続かないんです。

団塊の世代のサポーターなのか、それとも非

正規の職員として再雇用していくのかというの

は、大きな違いなんです。

ですから、その辺を考えると、やはり教育に

根ざした方が再就職、再度また団塊の世代とし

て、給料はもう半分以下に下げられるけど、来

てやっていくということは、私も活用するんだっ

たら、この方たちが一番最適ではないかなとい

うふうに思います。地元に帰るわけですから。
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それと、人材バンクみたいなのを持っとって、

そういった団塊の世代の皆さんの利活用という

ところにつなげていくとことが、私は必要だと

思うんですけどどうですか。

○飛田教育長 今のお話を聞きながら、２つ気

になることがあって、１つは教職員のいわゆる

加配の問題とか質の問題については、我々が一

番気になっているのは、できたら臨時的任用教

員じゃなくて正教員がほしいと思っております。

だけど、加配というのは、あくまでも基礎定

数に加えて何人かをやるという制度設計になっ

ているので、これを定数改善計画は向こう５年

とか10年で計画が出れば、その分をもうちゃん

と確保している。

だけど、それが来年こなかったら、その人を

やりようながないということで、そういうこと

をやっているということは、１つ、非常につら

いことです。

それから、退職された方が、今、いわゆる年

金等の接続の問題で再任用という制度を持って

います。

ただ、これが、今、正職員の定数の中で動い

ておりますので、今おっしゃったような形では

なかなか動きにくいということがあります。

ただ、それをうまくコーディネートしている

のが、学校支援地域本部の地域のコーディネー

ターです。

これは学校の事情にも詳しい方がいらっ

しゃってますので、今のところ、やれる素材と

しては学校支援地域本部のコーディネーターさ

んあたりが、私、延岡で「はげまし隊」の活躍

を見せていただいたんですが、「はげまし隊」は

ある企業のＯＢが最初多かったんですが、それ

以外の方も一緒に入っていただいた。そういう

地域の中で１つのシステムがうまくでき上がっ

ていくと、それこそシニア世代の活用もあるし、

その方の生きがいづくりにもなるし、子供たち

との接点ができる、子供たちも伸びる、何か１

つのモデルをいろいろ、いろんなところで紹介

していくことが大事かなと思います。

○日高副委員長 プラットホームみたいなもの

ができれば、延岡でまた視察とか、いろんな意

見を聞いて。延岡をモデルにしていくというこ

とも、これはひとつ発信になると思いますので、

今後、また我々も研究していきながらやります

ので、よろしくお願いいたします。

○図師委員 資料の４ページ、この未来につな

げる特別支援学校づくり推進事業、すばらしい

内容だと思いますが、またこれが入り口となっ

て、今後、事業で検討される内容が実践されて

いくことを本当に期待しております。

特に、（２）の新たな特別支援学校づくりの検

討のための調査研究の中にある、県立高等学校

等の余裕教室を活用した特別支援学校生徒の受

け入れとか体験授業とかいうのが、本当、実現

するといいなと思いますし、説明の中にもあり

ましたスクールバスで長時間通学されている方

がたくさんいらっしゃいます。

スクールバスのピックアップポイントをもう

ちょっとふやしてくれとか、そういう保護者か

らの話もたくさん聞くんですが、そういうもの

を解消するのが、まさにこの空き教室を使った

ところでの受け入れができていけばいいなと思

いますし、常設化して特別支援学校の分校化に

なっていく、つながっていけばすばらしいなと

思うんですが、そういうような検討がこの予算

の中でされていくと思うんですけれども、私が

思うのは、県立学校の空き教室にそういうもの

を取り入れていこうとしたときに、必ずＰＴＡ

の方々からの反対がくると思うんです。
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もちろんノーマライゼーションとかバリアフ

リーを実践していくすばらしい事業だと思うん

ですが、やはり健常者の親御さんたちは、何で

障がい者と同じ環境で学ばせないかんのかとか、

そういうネガティブな発想をされる方が必ず出

てくると。それはもう想定の範囲内だと思うん

ですが、ただそれを乗り越えてこういうものを

現実化させていくための１つのアイデアとして、

障がい者と健常者を同じ場で学ばせるだけでは

なくて、今後、介護保険制度の要支援部分が市

町村の事業対象になっていきます。

つまり、何が言いたいかというと、高齢者も

巻き込んでほしい。また、もっと言うと小学生

の放課後児童クラブも巻き込んでほしい。つま

り地域全体でノーマライゼーションに取り組む

んですよというようなスタイルが築けていけば、

先ほど言うような保護者から、ＰＴＡからのク

レームも和らげていけるんではないかなと。だ

から、これはもう部局横断的に取り組む事業に

なりますので、ここだけの答弁は難しいのかも

しれませんけれども、ぜひこの検討委員会の中

に福祉部門も入れる、だから障がい者だけじゃ

ない、高齢者も入れると、そういうような検討

委員会づくりをされていかれるといいなと、こ

の事業を見ながら思ったところですが、御見解

いかがでしょう。

○坂元特別支援教育室長 今、図師委員のほう

から、私ども考えてなかったような新たな視点

をいただきました。非常に御示唆をいただいた

と思います。

今、委員のお話を聞きながら、実は小林高等

学校の中に、都城きりしま支援学校の分校をつ

くりました。

そのときに、私、担当だったんですが、ＯＢ

の方に御説明したり、現場の先生方、地域の方

に御説明した経緯がありました。やはりそうい

うことを心配しました。

その中でありがたかったのは、皆さん、実は

反対がなくて、小林高等学校の生徒会の皆さん

が、東方中学校の子供さんのところに、ボラン

ティアで月１回ぐらい行ってらっしゃって、そ

のことちょっとお話したら、小林高校にはそう

いうノーマライゼーションの気持ちを持った子

供が育っているんだな、そういうことを言って

いただければ、もうここが一番のいい場所じゃ

ないかということまで言っていただいて、非常

にありがたかったことを、今、思い出したんで

すが、やはり今言われたような視点で、丁寧な

説明をしていきたいなと思っております。

それから、今、そういういい御意見いただき

ましたので、その検討委員会のメンバーは、ま

た十分検討させていただければありがたいなと

思います。

○図師委員 地元児湯も、都農高校だったり、

西都の高校だったりがもう空き教室でとか、統

廃合の話も出てきておるところで、その親御さ

んからもすごく不安な声をいただいております

が、こういうような取り組みでつないでいくん

ですよと、また新たな可能性が広がるんですよ

というような説明を、そういう統廃合の説明会

のときとかでもされると、いい意見が出てくる

のかなと思いますし、また小林の高校の例とか

が、そういう場で地域の方に伝わっていけば、

もう本当にすばらしい事業になるだろうなと思

いますので、大いに期待しております。

○重松委員長 それでは、ここで委員の皆さん

にお諮りしたいと思いますが、本日の日程は４

時までとなっておりますので、あす、引き続き

議案審議と報告事項など行いたいと思いますが、

よろしいでしょうか。
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、きょうはこれで終了

させていただきます。

午後３時54分散会
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午前９時59分再開

出席委員（７人）

委 員 長 重 松 幸次郎

副 委 員 長 日 高 博 之

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 井 本 英 雄

委 員 中 野 明

委 員 田 口 雄 二

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

教育委員会

教 育 長 飛 田 洋

教 育 次 長
原 田 幸 二

（ 総 括 ）

教 育 次 長
川井田 和 人

（教育政策担当）

総 務 課 長 大 西 祐 二

参事兼財務福利課長 田 方 浩 二

学 校 政 策 課 長 川 越 良 一

学 校 支 援 監 永 山 良 宣

特別支援教育室長 坂 元 厳

教 職 員 課 長 西 田 幸一郎

生 涯 学 習 課 長 恵 利 修 二

スポーツ振興課長 古 木 克 浩

文 化 財 課 長 大 西 敏 夫

人権同和教育室長 黒 木 政 信

事務局職員出席者

議 事 課 主 事 八 幡 光 祐

政策調査課主幹 西久保 耕 史

○重松委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

昨日に引き続き、議案に関する質疑を行いた

いと思います。質疑のある方はよろしくお願い

します。

○緒嶋委員 未来につながる特別支援学校づく

り推進事業、高千穂高校は、しろやま支援学校

の高千穂校があるわけですね。そうなったのは、

高千穂高校生と支援学校の子供たち、生徒たち

が、ものすごく思いやっているわけです。部活

も一緒にやる。高体連にも一緒に出ることがで

きんか、ということまでお願いが来ているわけ

です。

そして、健常者が、そういう障がいのある生

徒さんたちを思いやるというか、思いやりで全

てがうまくいっとると。私は、どこでも、どこ

の学校でも、本当にこういうのを進めて、やは

りみんながお互い助け合う、思いやりの気持ち

とかを醸成するためには、こういうのを推進す

るということは大変意義があると思うし、実際、

高千穂高校の行事に、全て時間の許す範囲内で、

支援学校の生徒も参加してもらうんですね。

そういう中で、お互いが協調しながら、助け

合いながら生きる、これが社会の一つの姿であ

るべきだと思うんで、こういうことを進めるべ

きだと、ちょっとモデル的なものがあると思う

んですけれども、これについてはどう考えてい

るか。

○坂元特別支援教育室長 ありがとうございま

す。ちょうど平成20年に、高千穂高等学校の中

に、延岡しろやま支援学校の高等部の開設をい

たしました。その際に、地域の方、非常に協力

をいただきました。緒嶋委員を初め本当にあり

平成27年６月25日(木)
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がとうございました。

その中で、今、委員がおっしゃったとおり、

非常に特別支援学校の子供たちと高千穂高校の

子供たちが、もう一体化した生活を行ってやっ

ているということで、非常にありがたい成果を

見出しているところであります。

特に幾つか御紹介しますと、女子バレー部も

一緒にやっているということもありますし、有

名なのが、「安信茶」というお茶がありますけ

れども、その収穫とかそういうのにも支援学校

の子供さんが携わって、一緒に共同学習をやっ

ているという状況です。

そういうようなすばらしい状況がありますの

で、そういうノウハウを生かして、昨日、御紹

介しました小林高校の取り組み等も含めて、今

後、県立高等学校の中に分校なり分教室ができ

ないものかという検討を、この事業でやってみ

たいと思っております。

○緒嶋委員 平成20年まではなかったわけで、

延岡に通学というようなことで、地域の家族と

いうか、親の負担も軽くなるんですね。

やはりお互いみんながいい形でできるという

ことは、すばらしいことだと思うし、教育委員

会としても、これはもう積極的に推進するとい

うことが必要だと思いますので、いろいろ検討

するための資料を集めるということであります

けれども、検討するだけでは前に進まんわけだ

から、これを実行するというところまで進まな

きゃ意味がありませんので、そこまでできるだ

けやるべきだと思いますので、これは強く要望

しておきます。

○田口委員 事業の目的で、教室不足や伸び悩

む就職率というのが出たりしておりますが、先

日だったですか、宮日か何かに、就労が非常に

よくなっているという記事がたしか出ていまし

た。

それと、延岡のしろやま支援学校は、宮銀の

ＯＢさんが入られて、就職を中心にやるんだと

いう話でしたが、その就職率というんですか、

どういう状況なのかを教えていただきたいんで

すが。

○坂元特別支援教育室長 例えば、平成22年度

の統計をちょっと御紹介いたしますと、一般就

職率、就労率ともいいますが、全ての卒業生の

うちに何人が一般就労できたかというような率

を一般就職率、就労率という言い方をしますけ

れども、平成22年度が18.6％でございました。

それが平成26年度、今年度の３月に卒業した子

供は27％になりましたので、約９％近く伸びて

いるという状況であります。

そういう意味では、この５～６年を見ますと、

コンスタントに就職率は伸びている状況がござ

います。しかし、全国平均と比較しますと、先

ほど紹介しました平成22年度、本県が18.6％の

就職率が、全国では24.3％で、まだ5.7％全国

より低いという状況がございます。

それから、26年度はまだ出ておりませんの

で、25年度のほうをちょっと御紹介いたします

と、25年度、本県は過去最高になりました27.4

％の就職率を達成しましたが、全国はそれより

も１％高い、28.4％でございました。

伸び悩むというのは、少し表現が厳しいかも

しれませんが、コンスタントに就職率は伸びて

いるものの、やはり全国には、まだちょっと追

いつけない状況がありますので、ぜひこれを伸

ばしたい、30％、40％、そこまではできません

が、そういう形で伸ばしたいなと思っておりま

す。

それから、あと一つ、早瀬副校長先生のこと

だと思いますが、宮銀でのノウハウを非常に生
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かしていただきまして、例えば延岡しろやま支

援学校の前身であります、延岡たいよう支援学

校、これは正確な数字は覚えていませんが、10

％程度の就職率だったのが、30％ぐらいになっ

たということで、就職を希望する子供たちの中

の就職率でいうと、もう90％以上、100％に近

い就職率を達成しましたので、やはり民間の副

校長先生の果たした役割、職場開拓だとかそう

いうことで、非常に大きく貢献をしていただい

たなと思っております。

○田口委員 今、就職先がふえたというのは、

非常にいいことなんですが、それは今まで雇用

していたところが数をふやしてくれたのか、そ

れとも業種が広がったのか、そこはわかります

か。

○坂元特別支援教育室長 一つに、やっぱり業

種が広がったということがあります。今までは、

特別支援学校の教員が、積極的に職場開拓等を

行っておりましたが、それ以上の視点で、いろ

んなところに可能性があると見出していただい

て、業種が広まったということがあります。

○田口委員 以前は、全国と比較するとかなり

下がったのが、今のところ、かなりいい成績が

出てきているということですね。じゃあ、この

まましっかりとやっていただいて、雇用の場を

ふやしていただきたいと思います。

○中野委員 ３番、グローバル人材育成のため

の授業イノベーション推進事業。

私はグローバル人材とは何かなといろいろ考

えた。例えば、世界を股にかけて働く職業。例

えば総合商社の人たちも、グローバル人材とい

うのかなと思ったり、それから国際弁護士、そ

れから公認会計の資格をとってやる人たちと

か。

それから、あと、例えば建設業でも、この間

言ったように、企業戦士とか言われる人たちも

いろいろおるね。グローバル人材の定義は何か

なと思って、この間、ちょっと政審会で聞いた

ら、全然意味がわからんと。

まず、グローバル人材は何ぞやというのをも

う一回、聞かせてくれんですか。

○川越学校政策課長 今の委員がおっしゃった

ことを、全部含めることにはなると思っていた

だければいいかと思いますが、前回の政審会の

ときには、ちょっと言葉が不十分で、なかなか

おわかりにならなかったというところもあろう

かと思いますが。一つは、まずは日本人である

ということでありますので、自分の文化や国の

伝統について誇りを持つということが、一つ、

必ず条件としてあると思います。

その次のグローバルという言葉なんですが、

グローバル化という言葉が使われる場合は、国

際化という言葉を使っていました。今でも国際

化という言葉を使われるんですが、何でそれを

あえて同じような言葉で横文字にしたかといい

ますと、これ、ちょっと私見になるかもしれま

せんけれども、国際化と言われる大きな範疇が、

どちらかというと、欧米を中心としたところが

非常に強い感じが、私としてはしています。

ただ、今回のグローバル化ということになり

ますと、例えばアフリカであるとか、イスラム

圏の国であるとか、それから東南アジアである

とか、地球規模を含めた多様な価値観の方々等

の中で活動、または活躍できる人材という意味

で、幅広く地球規模で考えた場合の人材という

ふうになるのかなと思っています。

当然、その場合に、一番多く共通して使われ

ている言語が英語でございますので、英語とい

うことがよく言われるんですが、ただ、英語を

しゃべることが、グローバル人材というふうに、
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必ずしも直結はしないと思っているところであ

ります。

○中野委員 いや、だから、これは新規事業で

すよね。こういうグローバル化人材というタイ

トルはついているけれども、事業のイノベー

ションって、こっちが主体になっているわけで

しょう。

ただ、これを高校か中学生かわからんけれど

も、じゃあ、生徒にグローバル人材の今のよう

な説明をしてわかるのかということですわ。生

徒に言うときは、今のようなことを言って説明

をしているわけか。

○川越学校政策課長 ここでは、グローバル人

材と書いてございますのは、実は、事業の内容

の１から２、３と書いてありますところに、県

外先進校とか、それから２番目の課題解決・双

方向型授業を研修するところであるとか、アク

ティブ・ラーニングという言葉を使われていま

すが、そのアクティブ・ラーニングを国際的に

教えている国際プログラムをやっている学校、

これがここには書いてございませんが、国際バ

カロレアというところがあります。その国際バ

カロレアというところの国際的なプログラムを

しているところがございますので、その中でや

られているアクティブ・ラーニング、そして双

方向型授業とか課題解決、学習というものを学

ぶということで、ここであえてグローバル人材

というふうに使わせていただいています。

○中野委員 これ、高校の授業ですかね。

○川越学校政策課長 そうでございます。

○中野委員 今、テレビでいろんなのが出てい

ますよね。そういうのを見ながら、いわゆる投

資ファンドなんかもそうかなと思ったりするわ

けです。

すると例えば、大体高校生は大学に行って、

そういう中で、自分の職業意識というのか、職

業価値観を持って、どういうところに進むかと

いう話の中で、本人がいかに努力するかという

話ですよね。

ですから、今、安倍政権も、留学生が少なく

なったから、かなり留学生を出そうよという話

の中で、まず私は、いわゆるグローバル的に活

動をしている職業の人たちが、こういう職業で

世界を股にかけて頑張っていますよとか、まず

そういうことを高校生なんかにいろいろ見せ

て、その中で、高校生が初めてそういう職業と

いうか、将来、自分で頑張ろうかという意識づ

けの中で、私はまず語学やろうと思うんですよ。

これを見ると、まずそのための先生の育成み

たいな話にも見えるわけで。

じゃあ、何を教えるかというと、まずは英語。

そういう人たちは、別にもう一回、補習でしま

すよとか、何かここが、ただ、格好よくタイト

ルはあるけれども、何か現実から離れたような

話で、要は、先進県を見にいくとか、先生の教

育。

先進県にいくと、そこから出た人がグローバ

ル人材になっとるかという話じゃない。特に、

こういう職業観をもってやろうという人は、

やっぱり語学力をまず第一やと思うんです。

だからまず語学力を。私は、こういう職を決

めるのが大体高校ぐらい。高校から大学に行っ

て、そして、どういう方向に行くか、いろいろ

あるわね。

英文科を出た人もおれば、文科系にもなるし、

いろんなパターンがあるわけで、まずグローバ

ル人材ということを子供に教える場合に、今の

説明で、高校生はわかりますかね。

○川越学校政策課長 今の説明で、100％わか

るということは、なかなか難しいかなとは思い
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ますが、例えば、今、委員がおっしゃっていた

だきました英語に関しては、いろんな事業を

図っております。小・中・高英語力向上支援事

業であるとか。

当然、英語をしっかりと学び、そしてそれを

活用できる。つまり、読んだり書いたりするだ

けではなくて、ちゃんと話せる、聞ける、そう

いった４技能とよく言うんですが、読む・聞く

・書く・話すという、技能がちゃんとできるよ

うにするという視点のもとで、英語教育は、今、

やっています。そういった部分のところは特化

している、英語の授業という形でやっています。

今、ここでやっています、その授業イノベー

ションというのは、英語にかかわらず、全ての

教科にわたって、主体的にものを考える人間を

つくりたい。

と申しますのは、我々も含めまして、我々以

上の方々は、どうしても受動的な講義形式の授

業を受けてきていたという、これが悪いという

ことではありません。その話すとか書くとか表

現するという、いわばアウトプット、外に出す、

そういった話す・書く・表現するというものを

取り入れた能動的な主体的な授業という、その

受動的な講義形式の授業と、この能動的な主体

的な授業をミックスさせなければならないとい

う考え方が、この授業のイノベーションという

考え方になります。

ですから、そこにグローバル人材というのが

つけているがために、どうしてもちょっと違和

感があるというふうに、御指摘していただいて

いますが、その裏には、先ほど言ったところの

グローバル人材をしっかり育成しているプログ

ラム、ＩＢプログラム、それからそういった学

校を視察の対象としてやっているということ

で、考えていっているところでございます。

○中野委員 ようわからんけれども。とにかく

高校生は、そういう自分の職業観を、ある程度

高校で決めて頑張ろうといった場合に、まずは、

総合商社に行こうかと、そういった中で、また、

グローバル人材と国内向けも出てくるし、弁護

士だっていろいろそうでしょう。

だから、最初からグローバル人材という言い

方は、悪くはないんだけれども、実際問題とし

て、そんな話があるとかなって。中身的なのは、

私もアクティブ・ラーニングはどんなものか、

見たことがないからわからんけれども、ちょっ

とアクティブ・ラーニングは、具体的にはどん

なものですか。

○川越学校政策課長 アクティブ・ラーニング

というのは、アクティブ・ラーニングの前の話

なんですが、いわゆる知識とかをしっかりと入

れる授業、それだけではなくて、その知識を単

なる知識だけに終わらせずに活用させて、その

知識をうまく使わせていくことによって、もの

を考える力を育成し、そして主体的にものを考

えたり行動する授業形態になっていますので、

課題発見、または課題解決の学習であるとか、

双方向、先生と生徒が議論をしながらグループ

討論をしたり、そういった中での授業が中心と

なっていきます。

○中野委員 今の説明だと、教育長が秋田県の

話をしましたよね。それと一緒じゃないですか

ね。

だから、別に、これはグローバル人材のため

じゃなくて、全高校生に必要な話でしょう。そ

の中から、ある程度、職業観をどの時点で学ぶ

かということで。もうグローバル化って格好だ

けつけて中身は違う。現実とタイトルが合わん

とよ。

教育委員会は、とにかくそういうのが、タイ
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トルが立派過ぎて、中身は何かこれは、全然変

わらんなというものが多い。それを言っている

わけ。

今の説明やったら、全高校生に当然やるべき

話でしょう。それを何でグローバル人材育成と

いうのか。国内だって、そんな人がいっぱい必

要なわけで。あんまり見かけだけを立派にしよ

うと思うから、現実が平凡化してきているわけ

やろ。

もうちょっと何とかしたらどうですか。例え

ば、ああいう人がグローバル人材ですよ、そこ

を目がけて頑張んなさいというんならまだわか

るけれども、教職員もそんなのおらんやろ。

もうちょっと平坦に、構えんで、素直にわか

りやすく、私はやったほうがいいと思うんだけ

れど。

これ、私が政策評価で出してくださいと言っ

た場合、出らんじゃろ。教育長、どうですか。

○飛田教育長 今、おっしゃったことは、私も

共感しながら聞いたんですが、グローバル人材

というのは、全ての高校生が、グローバル的視

点を持った人材になることには、つながると思

うんですね。

ですから、きのうからリテラシーの話とか学

び方の話がありますが、グローバル社会で、海

外で活躍する子供を育てるという点で、中野委

員が言われた件でいうと、大事なことは３つぐ

らいあると思うんですね。

一つは、そういう刺激を受ける。それについ

ては、去年は、商社マンとか、あるいは海外で

活躍する建築家、あるいはダンサー、こういう

方に、本県の高校生を1,000人クラス集めて、

民間会社と一緒にフォーラムをやりました。そ

ういう刺激を受けると。

各校でも、いろんなＯＢ等を使って、そうい

う刺激をするということをやっていますし、ま

た、それは読み物とかでもやっています。

それから、もう一つは語学力だと思うんです

ね。

もう一つは、これは、必ずしもグローバルだ

けじゃなくて、変化の激しい時代に通用するよ

うな学力を持つ、これはきのうのリテラシーと

軌を一にするところですが、例えば議論のでき

ない日本人とか、あるいは主張のできない日本

人、それは多分、グローバルスキルであると同

時に、日本スタンダードのスキルでもあると思

います。

そういう意味で、この事業を組み立てている

ということですが、そこへ示しておりますよう

に、私がやりますわという主体性を入れるよう

な学びをさせるとか、あるいは、課題をちゃん

と捉えて、それをどう自分で情報を集めて、プ

レゼンができるまでやれるか、そういうことを

意識させたようなことを授業の中でも訓練して

いこうということを狙う事業であると考えてお

ります。

ですから、直接的にグローバルにこれだけで

つながるかというと、おっしゃったとおり弱い

ところもありますが、それはグローバルスキル

のスタンダードとなる、やっぱりベースとなる

スキルだと思っております。

○中野委員 私は、全然弱いと思ってる。

きのう、テレビを見とったら、「ラグビーで

グローバル化人材を」って、そんな言葉があっ

た。もうグローバル化は何でも使える話で。ま

ずは、しっかり目的の会社に入れば、そこから

先がグローバル人材になるというか。最初から、

じゃあ、グローバル人材に処遇がなるかという

話になる。

私は、グローバル人材は興味があるから、だ
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けど、中身を見たら、全然、子供たちに説明で

きんですよね。例えば本庄高校なんか、ある程

度、もう高校の進学までには、自分の進路を決

めなさいという言い方でしょう。

本庄高校なんか、１年の総合学科で１年いて、

そこから３つに分かれるわけよ。その本庄高校

にしても、まだ職業も選ぶのがわからん、方向

もわからんというようなことで、そういう学科

になっとるわけでしょう。

何か、もうちょっと現実的な言い回しという

か、わかりやすく、これ、一般の人なんか見た

ら何にもわからんよ。

もうちょっと一般の人もわかるような説明と

いうか、俺は、あんまり難しい理屈は要らんと

思う。一般の人がわかるような言い方を、こん

ないい方で、授業をしたって、誰も高校生はわ

からんですよ。

ぜひ、もうちょっと知事は現場主義と言って

るけれども、どこまでの現場主義かわからんけ

れども、やっぱり一般的にわかるような表現の

仕方をせんと、内容的にちょっとよく見えるか

らという話だけれども、一般から見たらわから

ん話だから、ぜひもうちょっとその表現。

今から、グローバル人材のためにこういう事

業をしますよという話じゃないだろうと思うん

です。

○川越学校政策課長 貴重な御意見を承りまし

たので、説明につきましては、聞く側がしっか

りと深まるようにさせていただきたいと思って

おります。

○中野委員 この事業は、全体の高校でするわ

けですか。

○川越学校政策課長 この事業に関しまして

は、まず、普通科系専門学科というのがござい

ます。例えば北からいいますと、延岡高校のメ

ディカル・サイエンスであるとか、宮崎でいえ

ば文化情報科であるとか、普通科系専門学科と

探究コースというのを置いています高鍋高校等

を、基本、総合的な学習の時間を含めた、アク

ティブ・ラーニングを積極的に取り入れようと

しているところでまずしまして、そこから全体

の学校に普及させていく研修会等を行う予定で

ございます。

○中野委員 教育長の意見を聞いとったら、

やっぱりいろいろ考える力とか、それだったら、

高校全体にせんと。じゃあ、何をもって、校長

先生がやりたいというところだけをやらせるの

か。それはおかしいわ、同じ高校生でも差がつ

くわ。

○川越学校政策課長 先進校の視察について

は、県外の先進校の視察ということになります

ので、そこで学んだものは、必ず本県の高等学

校に、今、委員がおっしゃった、主体的にもの

を考えるというのは、どこでも同じことでござ

いますので、普及については、十分その取り組

みについてはやる予定でございます。

○中野委員 率先して何でもかんでも先進校と

いうと、うちは後進校ばっかりかという話にも

なるから、よその県がどうのこうのじゃなくて、

積極的に新しいものに取り組まんといかん。

○井本委員 私が思うに、やっぱりゆとり教育

を失敗したから、私は、これはゆとり教育のや

り方と全く同じだと思うんですよ。

ゆとり教育という名前で出す訳にはいかんか

ら。表向きは、グローバル教育という夢みたい

な言い方をしておるだけで、実際は、はっきり

言って、これはゆとり教育のやり方ですよ。本

当、もう一回、仕切り直ししましょうというこ

とで、私は、これは取り組んだ事業じゃないの

かなと。
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きのうも言っているけれども、ハンバーガー

しか焼いたことがない、フランス料理の先生が

おらんかったわけやから、その先生をまず育成

して、そして本当にフランス料理をつくれるよ

うな先生を育成しようという、私は、これは前

のをお役所で焼き直しをしているにすぎないと

は言わないけれども、そういうもんじゃないの

かなと、私は思いますよ。

だから、私は、はっきり言う。あれは本当は

目的を間違っていなかったのに、どうもやり方

がね、粗雑だったと。

でも、このように緻密に一つ一つやっていこ

うというものじゃないのかなと、私は思ってい

るんだけれども。

○川越学校政策課長 委員のおっしゃるとおり

で、知識をきちっと注入するというのと、課題

を解決させるというのが、車の両輪だというふ

うに思っています。

ですから、両方、その補完作業をしていかな

ければならない。今までは講義形式だけだとか、

むしろ、課題解決だけだとか、そういうふうに、

どちらか一方になっていたのを、車の両輪とし

て、どちらも大事にしないといけませんよとい

うことを踏まえた上での、アクティブ・ラーニ

ングということになりますので、決して、その

ゆとりの中で、緩みになってしまった部分では、

取り組みとしてはありませんので、御理解して

いただきたい。

○井本委員 それで、そのグローバルというの

を、これは、ほかに言い方がなかったのかと思

うけれども、やはりグローバルと言われれば、

国際的な何かどうのこうのという話が、英語教

育がどうのこうのという話が出てくると思う

が、何か違う。

ほかに言い方がなかったのかなという気がす

るんだけれども、簡単に言えば、タイトルと中

身がちょっと違うわけ。だから、何かいい言い

方がなかったのかなという感じはするんだけれ

ども。

○川越学校政策課長 これだけを見ると、確か

にもうグローバルということの意味が、どこか

ら出てくるんだと。まさしくそのとおりでござ

います。弁解の余地がないぐらいであります。

実は、先ほどちょっと申しました、国際バカ

ロレアという国際的な教育プログラムがござい

ます。実は、この先進校等も考え方が、今、ま

さしくアクティブ・ラーニングと同じ考え方に

なっていますので、授業を全て英語でやるとこ

ろもあればですね。

ですから、根底の部分は、もう当然、英語が

中心になっているということになりますが、そ

ういった国際バカロレアという国際的に認めら

れている教育プログラムを使う意味が、実は、

根底の部分に入っていまして、そういった意味

で、グローバルという名をつけたところで、説

明が非常に足らないような内容になっていて、

大変申しわけないなとは思っています。

そういう事情でございます。

○中野委員 グローバル人材って、ちょっとぼ

かしてもいいが、じゃあ、この中身を見る限り

は、アクティブ・ラーニング研究推進校の指定、

また県立高校の中の何校かを指定するという話

でしょう。

逆に言えば、私は、指定とかモデル校という

のは余り好きじゃないんですよ。いいことだと

思ってするから。ただ、その学校によってその

中身は、そりゃ、違うかもわかりませんよ。

○川越学校政策課長 先ほどちょっと申しまし

たけれども、研究推進校としましては、普通科

系専門学科９校、そして探究科学コース、例え
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ば高鍋高校、小林高校、日南高校が探究コース

を置いていますけれども、そのコースが３校ご

ざいますので、そして五ヶ瀬中等を入れて、13

校を研究推進校として、中核的な存在としてま

ず学んでいただくと。

その後に、学んでいただいたことを、当然、

課題研究発表会、それから研究公開等をしなが

ら、全県下に広げていくという形です。

全39校ございますので、39校のうちの指定を

受けたのが13校というふうに考えていただけれ

ばと思います。

○中野委員 しかし、その中で、かなり学校に

よったらタイムラグが出てきますよね。指定校

は、１～２年前に、そんなことをやって、ほか

のとこは２年後にやりますよって、教育の機会

均等になるのかな、何でそういうことをするの

かな。本庄高校なんか、全然入る話じゃないの

かな。

○川越学校政策課長 事業としては、当然、こ

の形で動いていますけれども、新しい学習指導

要領も含めまして、もう小学校、中学校でも、

アクティブ・ラーニングという言葉を使ってお

ります。

ですから、基本的に、今から新しいことでやっ

ていることではなくて、例えば本庄高校におい

ても、課題解決の学習は実際にやっておられま

す。

ですから、どこの学校でも基本は、課題解決

の学習を総合的学習の中でやって、発表したり

プレゼンをしたりするというのは、全ての学校

でいろいろな機会に、大なり小なり取り組んで

いるところがございますので、それを各教科、

いろんな視点で幅広くやっていくということ

を、特化していくところがございますけれども、

その根底には、先ほど言った国際バカロレアと

いうプログラムを参考にしながらということに

なっております。

○中野委員 とにかく、もうちょっとわかりや

すく書いてください。俺たちの頭では、説明を

受けんとわからん。

○井本委員 それと、その英語教育なんだけれ

ども、やっぱり言葉というのは、最初はしゃべっ

て、それから読んだり書いたりというのが順番

としたらそうでしょう。

日本の教育は、とにかく読み書きが先にきて、

それから話すという、その辺は、今、どんな教

育をしとるんだろうか。

○川越学校政策課長 英語教育でございます

が、我々から上の、上っていったらあれですけ

れども、英語教育というのは、基本はインプッ

ト、つまり注入することに重点を置いていた。

読むということが非常に多いということですの

で、インプットが非常に多かった。

ところが、それを活用して、使うというとこ

ろまではなかなかいかなかったというところで

ございます。だから、インプットしたものをア

ウトプットするということで、両方大事だよと

いうことが、今、叫ばれていますので、読む・

聞く・書く・話す、これ４技能というんですが、

そっちの４つの技能の中で、話す、そして発言

する力、アウトプットの力を高めるための授業

形態を積極的につくると。コミュニケーション

能力という意味で力をつけるということの考え

方で、取り組んでいるところがあります。

○中野委員 こういうグローバル人材育成の先

進県というのは、具体的に宮崎県と何が違うの

か。

○川越学校政策課長 授業の説明が非常に抽象

的でわかりづらいということで、当然、その中

身も出てくると思うんですが、ここで言ってい
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る先進校というのは、先ほど申し上げました国

際バカロレアを導入して、授業形態をとってい

る学校のことです。

例えば東京学芸大附属国際中等教育学校とい

うのがございます。それから加藤学園暁秀高等

学校・中学校、それから関西のほうですが、立

命館宇治高校、ここ辺が、いわゆる39校と同じ

高等学校と言われる学校の中で、国際バカロレ

アを導入して授業形態を行っている学校でござ

いますので、将来、文科省も200校に国際バカ

ロレアを導入したいという考え方があるんです

が、そういったところで、先進的にやっている

学校が、そういう学校と考えておると。

○中野委員 国際バカロレアの指定が、もう既

に何年も前にされておるわけですよね。

じゃあ何で、宮崎県もそのときに手を挙げな

かったのかなと思って、そこ辺はどうなんです

か。

それはもう、文科省が指定を募っているわけ

でしょう、何年前か知らんけれども。

○川越学校政策課長 募っているということで

はございませんが、将来的にふやしていきたい

というふうに。

国際バカロレアというのは、文科省が認定す

るわけではございませんで、これは国際的な機

関がございまして、国際バカロレア機構という

ところがございます。

これは、スイスに本部があるんですが、非常

に長い歴史がありまして、世界140カ国、世界

で4,000校が認定を受けております。

日本では、どちらかというと、インターナショ

ナルスクールという帰国子女であるとか、外国

から来た生徒たちを入れる学校が中心となって

いまして、その中でも少しずつ、いわゆる教育

基本の１条校というんですが、大宮高校とか日

南高校と同じような形の高校等で受け入れてい

るのが、今、二十数校、認定を受けているとこ

ろがあります。

徐々にふやしていきたいというのは、文科省

がそういう形で考えているところであります。

○中野委員 認定に向かって頑張ったほうが、

よっぽどわかりやすかったんじゃないですか。

○飛田教育長 国から助成を受けて、1,000万

とか2,000万とか助成を受けれるような制度

だったら、すぐ手を挙げます。

それで、一生懸命手を挙げたのが、スーパー

グローバルハイスクールで、今、大体全国で100

校ぐらい認定なんですが、公立学校、それから

私立学校はあるんですけれども、宮崎県は公立

学校２校、認定を受けました。それは、もう積

極的に。

バカロレアは民間ですから、経費もかなり会

費みたいなのを相当出さないといかんというよ

うなことがあって……。ですから、そういう形

のノウハウをうちは利用したいと思っておりま

すが、それを動かすためには、相当の県費を使

わないと、その認定は受けられない。

今、考えているのは、文科省から金をもらえ

るのを、積極的にやろうということで、スーパ

ーグローバルにかなりうちもバックアップし

て、学校２校が認定を受けているという状況で

ございます。

○日高副委員長 実際、この授業は、受験に合

格するための授業なのか、また、これを身につ

けて、将来役に立てるということを目標とした

授業なのか、その辺、どう考えているのか、

ちょっとお伺いします。

○川越学校政策課長 基本的には両方と考えて

おります。

今、文部科学省が新しく大学入試制度の改革
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をしております。行く行くは、今の大学入試セ

ンター試験を１点刻みではなくて、幅を持たせ

た形で、成績の出し方をするとか、試験の科目

を複合的に、例えば理科と数学をあわせて活用

的な問題をつくって能力をはかるとか。

ですから、アクティブ・ラーニングで求めて

いるものを、大学のほうの入試の形態でも入れ

ていくという方向性があります。ですから、おっ

しゃったのは、どちらも含めていると思ってい

ただければいいかなと思います。

○日高副委員長 ただ、今度、事業効果のとこ

ろなんですけれども、先ほども中野委員からも

あったんですけれども、意味がわかりづらいと

いうことですよ。

例えば、このことによって将来にわたり、そ

の宮崎の子供たちが語学を身につけることによ

り、グローバル社会に対応できる人材の育成を

図るという効果というのも入れていったら、わ

かりやすいような気がするんですね。

○川越学校政策課長 委員がおっしゃっている

意味は、当然、入っていることでありまして、

直接的に、いわゆるアクティブ・ラーニングに

関しての事業効果ということに限定して書いて

ございますので、当然、そこの意味は入ってい

ると考えていただいても、いいかなと思います。

○日高副委員長 この事業名が、グローバル人

材育成のための授業イノベーション推進事業だ

から、この事業からすると、もうこれだからと

いうような気がしとって。提案ということでお

願いします。

○図師委員 委員会資料ではなくて、歳出予算

説明資料の299ページ、スポーツ振興課の中の

社会体育指導費の中、３番、総合型地域スポー

ツクラブ育成促進事業についてお伺いしたいん

ですけれども、この総合型地域スポーツクラブ

に関しましては、県内全域でクラブの設置を目

指されておると聞いておりますし、着々と、そ

のクラブの活動が拡大されている内容も把握し

ているつもりです。

私も、地元のほうでスポーツクラブの立ち上

げにかかわりまして、少しずつではありますが、

会員数もふえてきているところですが、実は、

御存じのとおり、東京オリンピックの誘致が決

まった途端に、このスポーツクラブへの補助金

額が大幅に削減されまして、なおかつ新設する

スポーツクラブに関しましても、準備段階では

あったにもかかわらず、補助金がカットがされ

たがゆえに、設立を断念したクラブが幾つもあ

るということを聞いておりますが、その実態は、

いかに把握されていますでしょうか。

○古木スポーツ振興課長 スポーツ振興課でご

ざいますが、ただいま御質問がありました、総

合型地域スポーツクラブにつきましては、今、

委員のほうから御指摘がございましたように、

ｔｏｔｏの助成というのが非常に大きな一つ

の、設立、あるいは育成について、２年間、設

立準備について補助があって、その後５年間と

か。

クラブマネジャーに対する補助というのも加

えますと、８年間ほど補助が続くというような

ことがあるんですが、その額についてが、おっ

しゃったように、非常に少なくなっているとい

うことは、認識をしているところでございます。

県の状況といたしましては、今、30ほどのク

ラブがあるんですけれども、そのうち、このｔ

ｏｔｏの助成を受けているというクラブが12ク

ラブほどございます。

法人格をとって、さらに、そのマネジャー設

置等のクラブでの補助をいただいているという

クラブも３つほどございまして、大体30クラブ
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のうちの半分近くのクラブが、この助成をいた

だいている中で、そういった助成金が減ってい

るというような状況があるということで。

先般も、一般質問の中で、渡辺創議員のほう

からもございましたけれども、そういった総合

型スポーツクラブに対する助成についてという

ことの御質問もございましたけれども、本県に

つきましては、助成については、直接的なスポ

ーツ総合型クラブについての補助というのはご

ざいませんけれども、いろいろな事業に対して

の活動に対する補助金とか、あるいは、そのク

ラブマネジャー育成とか、そういった人材育成

についての助成ということで、今、支援をさせ

ていただいていますが、今後、そういったこと

も十分認識しておりますので、また、いろいろ

な面で研究をしてまいりたいと考えているとこ

ろでございます。

○図師委員 その補助を受けている団体が半数

ぐらいということなんですが、最初の質問にも

入れたつもりでしたが、申請、設立準備をして

いたにもかかわらず、結局、このｔｏｔｏから

の補助金が流れなくなって、断念せざるを得な

くなったクラブというのは、どれぐらいあると

把握されていますか。

○古木スポーツ振興課長 申請を取りやめたと

いうクラブの具体的な数については、ちょっと

把握しておりません。

○図師委員 私が知る限り、三つ、四つはあり

ます。

最初にも言いましたが、県は、このスポーツ

クラブを県下全域に一応、設立を進めておると

いうのがありますけれども、実際は、国からの

補助金が縮小されたがゆえに、それが順調に進

まなくなっている実態があると思います。

それに伴って、県のその指導内容がどのよう

に変わっているのか。また、その設立断念をし

たところに対して、再度、何か働きかけていく

ような事業の設立というのはないもんなんで

しょうか。

○古木スポーツ振興課長 そういった断念せざ

るを得ないというクラブ等について、県といた

しましては、それぞれ総合型クラブ訪問という

ので、全てのクラブを訪問させていただきまし

て、それぞれの実態については御相談を受けな

がら、特に会員確保の問題であるとか、今後ま

た、設立を希望しているんだけれども、なかな

かそういった問題で立ち上げられないというよ

うな市町村等もございますので、個別にそこは、

それぞれの実態とか事情もありますので、そこ

を伺いながら、また今後、一緒に支援をしてい

きたいと考えております。

○図師委員 もともとは、国が、結局、オリン

ピックの予算獲得のために、ｔｏｔｏからの補

助金をそちらに流し始めたのが、一番いけない

んですけれども、だからといって、県が目指し

ておったこのスポーツクラブの設立が、滞って

は何も意味がないわけで、県単独で予算がつけ

られれば、一番、それはいいんですけれども、

今、おっしゃったように、まだ設立できていな

い市町村については、個別の対応をされていく

ということですので、それはそれで期待したい

と思います。

補助金をいただいている、その半数の団体も、

年次的に補助金が、もうなくなってきます。最

大７年もしくは８年という形で補助金がなく

なっていきますので、なくなった後の運営に関

しても、やはりある程度、積極的な指導が必要

かと思われます。

その一つとして、市町村が運営管理をする体

育館であったり、運動施設であったり、それら
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周辺のもろもろの環境整備であったり、そうい

うものの指定管理を、この総合型スポーツクラ

ブが受けやすいような流れを、ある程度、県が

示してやるといいのかなと。市町村のほうに、

そういう指導をされるといいのかなと思います

が、いかがでしょうか。

○古木スポーツ振興課長 今、御指摘ありまし

たように、今現在も、この総合型スポーツクラ

ブの中には、市町村等の施設の管理をしている

というクラブが４つほどございます。

そういったところは、そういった管理のお金

も使いながら運営をするということもございま

すし、あと、市町村によりましては、直接、補

助金を出されているという市町村もございます

が、特に今、御指摘がありましたように、指定

管理というのが、今後、安定した経営をしてい

くという中では、そういった指定管理をしなが

ら、活動もやっていくという方向が、一つの方

向性としては、非常に有効な方法ではないかと

思いますので。

他県の例を見ますと、その指定管理の条件の

中に、その地元の地域のスポーツに、非常に貢

献活動をしているというような、条項を入れて

いるというような市町村については、こういう

総合型スポーツクラブが、指定管理を受けやす

いというようなところもございますので、県内

の市町村につきましても、県としても、そういっ

たところで、総合型スポーツクラブが、指定管

理が受けやすいようなというか、その支援でき

るような、条例等のことも含めまして、総合型

スポーツクラブを支援していただけるような方

向で、県としても働きかけをしてまいりたいと

考えております。

○図師委員 今後、その総合型スポーツクラブ

を安定的に運営してもらうためにも、今、言い

ました指定管理が一つですし、あと、学校のほ

うで行います、例えば中学校の部活動の補助指

導員であったり、地域などのスポーツ少年団の

指導者の派遣であったり、そういうものについ

ても、やはりそのスポーツクラブの会員の中で

の技能者がたくさんいらっしゃるわけですか

ら、そういうものに県のほうから少しでも、人

件費の補助とか、そういうきめ細やかな対応で、

スポーツクラブ、ぜひこのクラブ会員数がふえ

ることによって、1130運動の推進にもつながり

ますし、また県民の体力向上、もしくは健康保

険等の抑制にもつながっていくとは思いますの

で、ぜひきめ細やかな指導を、今後も、市町村

と連携して行っていただければと思います。

○緒嶋委員 県立美術館の開館20周年記念の事

業ですけれども、これは７ページ。ここ数年の

美術館の入館者の推移はどうなっておるわけで

すか。

○恵利生涯学習課長 美術館の入館者でござい

ますが、昨年度が16万人でございます。25年度

が19万人でございます。24年度が17万人という

ことで、これは大きな特別展がございますが、

それに入館者の人数が大きくかかわるものです

から、その関係で人数が出てきているという状

況もございます。

○緒嶋委員 施設としては、すばらしいもので

ありますので、それは文化的な意味も含めて、

入館者が多いほうがいいわけですよね。

ただ、この20周年という節目のときには、私

は、やはり記念として何か魅力的な美術品を購

入する。

これはいわば一過性のイベントですよね。20

周年で、こういう特別展をやりますというぐら

いのことじゃなくて、こういうすばらしいもの

を20周年の記念として購入して、それとあわせ
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て20周年のイベントをやりますというような、

魅力あるものにするべきだと思うんですよ。

金がありませんでしたというけれども、美術

品購入基金というのは、今はどうなっておるわ

けですか。あれはなくなったんですか。

○恵利生涯学習課長 平成元年度から、この美

術館購入基金３億円を用意されたり、８億円に

なったり７億円になったり、現在、３億円がご

ざいます。

その基金の活用についてでございますけれど

も、美術品の取得についてですが、現在、関係

各課と十分検討をしておりまして、その活用に

ついて審議を諮っているところでございます。

○緒嶋委員 基金というのは、ためておくだけ

では基金の意味がないわけですよね。有効活用

ということで、初めて基金の意義があるわけで、

その８億ありました、７億ありましたというそ

の金額を競うものじゃないわけですよ。それを

いかに有効に使うかということでは、こういう

節目のときにこそ使わんと、何でもないときに

使っても、あんまり意味がないわけで。

だから、そういう意味では、ことしに、20年

とか25年とか30年、いろいろ節目のときに、何

かすばらしいものを、ピカソを買えと言っても、

とてもじゃないけれども、魅力的な、宮崎県と

関係のある画家の美術品とか、手に入るもので

ないと、どうにもなりませんけれども、そうい

うものを含めて、記念行事を私はやるべきだっ

たと思うんですね。

金額が安ければいいというもんじゃない。こ

れは279万2,000円で、何ができるかって私は言

いたいわけですけれども、やはりもうちょっ

と20周年にふさわしいものを購入する中で、こ

れをやることはできんかったのかどうか。

今は、何か相談しておるということは、今か

らでも、そういうものを買う可能性があるとい

うことですか。

○恵利生涯学習課長 昨年度、またその前から、

そういう基金の活用については、審議がなされ

ておったと聞いておりまして、財政状況等も考

慮しながら、県民の鑑賞の機会の拡大というこ

との両方を考えながら、その検討がなされたと

いうこともあります。

委員の御指摘がありましたように、この基金

の活用については、やはりもろもろの条件だと

か、県立美術館の使命、そういうものも、御指

摘があったような中身も含めながら、教育委員

会とまた関係各課と一緒に協議を進めて、情報

収集とか調査研究を進めながら、取り組んでい

きたいと考えております。

○緒嶋委員 もうそれは、当然、やっていただ

かないといかんのだけれども、基本的には、購

入する意思があるのかないのかということから

考えていかなければ、検討はしますじゃ、どう

にもならんと。

だから、やっぱりこういう20周年のときであ

ればこそ、その基金を流用して何とか購入する

と。そして、そのふさわしいものを購入すると

いうような、その前向きの姿勢がなきゃ、検討

を何回もしてもそれは意味がない。

これはもう日にちも決まっておるわけだか

ら、それに合わせて購入するというぐらいの、

やっぱりインパクトのある前向きの姿勢で、当

然、来年も３億円がありますというんじゃ意味

がないと。

これ、20年という節目でこそ購入したという

ことで、入館者も19万が29万、30万にふえると

いうことが、当然、記念行事としては、私は必

要だと思っているんです。

ただ、一過性のこういうことで、特別展をや
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りますというだけじゃなくて、あのときに、20

周年のときに、こういうものが購入されたとい

う一つの歴史を残すべきだと。

そういう姿勢で進むのが当然だと思うんです

が、そういうことじゃなくて、検討はするが、

何も買いませんでしたということもあり得るわ

けですか。

○恵利生涯学習課長 現在、美術館の意向も、

基金を活用したいということも聞いておりま

す。確認をしております。そして、それに値す

るものは、どういうものかという美術館収集に

関する計画も出ております。ただし、20周年に

関しては、その時期が合わなかったということ

も、これは反省を大いにすべきことでございま

す。

具体的に申し上げますと、財政課等と、この

基金の活用については、積極的に前向きに、今、

検討を始めているところでございます。

○飛田教育長 教育委員会としては、ぜひいい

作品を購入するための基金ですから、使いたい

というのはやまやまです。

しかしながら、この基金の性格が、３億を２

億、１億と減らしていいという取り崩し型の基

金の設計にはなっておりません。一般会計で補

塡するような形の制度設計になっておりまし

て、ですから、そこは十分な見込みとか、ある

いは基金の設計自体を変えるとかしないと、簡

単には使えないという形の制度設計になってお

りまして、慎重に検討しているということであ

りまして、もちろん買いたいという意欲はあり

ます。

ただ、この財政状況の中で、そういう補塡が

できるのか。あるいは基金として、残してきた

財産を取り崩して、なくしていいのかというよ

うなこと、いろんなことがありまして、慎重に

議論をしているという背景も、御理解いただけ

たらありがたいと。

我々は、使いたいという気持ちはやまやまで

ございます。

○緒嶋委員 そういう財政をいえば、何もみん

な、やむを得んということになるわけですよね。

しかし、こういうときだからこそ、財政が厳

しい中でも購入したというのが、これは知事を

含めて、政治的な姿勢じゃなきゃいかんわけで

すよ。

それでないと、それはもう使えん基金をずっ

と持っておるようなものだから、そういう基金

はなくしたほうがいいぐらいですよ。

財政に一般会計で必要なときに組んでもらえ

ばええわけで、３億という基金は、それはもう

要りませんと言ったほうが、教育委員会は、も

う買わんでもいいし、すっきりするぐらいのこ

とです。

それがあればこそ、その基金は使うための基

金じゃないかという姿勢でいくのが、当然なこ

とであって、それは財政は、もうできるだけ絞

ることが仕事だから、それはだめですというけ

れども、それを乗り越えてやるところに、また、

この20周年の意義があるわけだから、もう絶対

これは何かを購入しなけりゃ、私は20周年記念

行事は、極端に言えば、もうやる必要がない。

これは特別展としては、いいでしょうけれど

も、これはもう20周年記念という、記念行事で

なくても、このぐらいのことなら、平常の行事

としてやってもいいぐらいですよ。

私は、インパクトのあるもの、一つの目玉を

つくるためにも、ぜひそれぐらいのことは、も

う教育長が知事にでも直接談判して、我々もそ

れは知事にも言いますけれども、そういうこと

じゃないと、一過性の20周年の行事をやりまし
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たというぐらいのことなら、もう20周年という

言葉をなくしたほうがいいぐらいと、私はそう

思います。

だから、ぜひ何か……。金を何億も持ってい

なくても、その5,000万でも何千万でもいいが、

記念に何かを購入したというものがあっていい

んじゃないですかね。

私は、そう思いますので、そうじゃなかった

ら、もうその基金はなくすと。もう解消したほ

うが格好いいですよ。我々は、基金で買えと言

わんでいいわけだから。

○飛田教育長 力強い応援をいただいたと思っ

て、そういう気持ちで頑張りたいと思います。

○緒嶋委員 では次に、世界遺産調査研究事業、

今は、産業的な世界遺産がちょっと話題にも

なっております。

九州でも、鹿児島、熊本、佐賀、長崎、福岡、

西側は、この世界遺産に皆、登録される可能性

が強いというのに、東のほうは、大分は農業遺

産ができてるんですが、宮崎県は、世界遺産的

なものは何かありますか。

○大西文化財課長 世界遺産に関しまして、宮

崎県はおくれをとっているといいますか、非常

にないもんですから、じくじたる思いがあって

おります。それもありまして、今回、新規事業

で調査をさせていただきたいというふうに、上

げているところでございます。

○緒嶋委員 これは、当然、ユネスコの世界遺

産ということになるわけですか。

○大西文化財課長 ユネスコの世界文化遺産を

目指すところでございます。

○緒嶋委員 やはりハードルがかなり高いん

じゃないかなと思いますけれども、当然、それ

を目指して努力されることは、期待もしており

ますけれども、この事業で、そのための基礎的

なデータは得られるということになるわけです

か。

○大西文化財課長 今、委員がおっしゃいまし

たように、非常にそのハードルは高いと思って

おりますが、しかし、まず動かないことには扉

は開きませんので、そのためには、まずどうい

う資産を構成したら、一番、扉が開きやすくな

るかとか、それから、その構成資産の中身、バッ

クデータみたいなものを集積しておかないこと

には、提案もできませんので、そのための調査

研究をさせていただきたいと思っております。

○緒嶋委員 これは世界遺産になれば、やはり

観光的にも物すごく宮崎県の知名度が上がるわ

けですよね。そういう意味では、この産業全体

を、観光産業を考えても、宮崎県の活性化とい

うのには、私は物すごくインパクトがあると思

うんですよ。

特に宮崎県は、今度、高速道路なんかも、か

なり整備されたけれども、宮崎県は、観光客の

数は、もう九州で一番少ないわけですよね。そ

れだから宿泊も少ない。

もう、高千穂に来た人は宮崎に来んで、また、

熊本、大分のほうに流れてしまうというような

ことであるので、どうしても西都原が世界遺産

になることが、宮崎県の観光振興を含め、それ

は文化的な意味も含めて、これは一番インパク

トがあるんですよ。

だから、これを何としてもクリアして、世界

遺産にするように全力を挙げて、これは教育委

員会だけの問題じゃないと思う。

ある意味では、商工観光労働的な立場の支援

も受けながら、全庁を挙げてこれは取り組んで

いかなければ、教育委員会だけの立場で世界遺

産が成就できるかなという気もするわけです

が、そのあたりは教育委員会だけの取り組みで、
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将来に向かって十分なわけですか。

○大西文化財課長 実は、昨年度、一昨年度か

ら政策調査費等を使わせていただきまして、徐

々に調べるところなんですけれども、その調査

だけじゃなくて、当然、情報発信という部分、

アピールも非常に大事になってまいります。

そこにつきましては、商工観光労働部の御協

力もいただきながら、二人三脚で今、取り組ん

でおります。ことしも、記紀編さん記念事業推

進室のほうが主導的になりまして、大阪のあべ

のハルカスですか、あそこで３回ほど講座を設

けたりとか、そういう県外へのアピールも、今、

部局をまたがって、協力をしながら取り組もう

と思っているところでございます。

○緒嶋委員 ぜひ、そういう相乗効果というか

そういう中で、これがものになるのは何年後に

なるかわかりません。それはもう当然、困難も

伴うわけでありますが、ぜひこの事業は、私も

新たな取り組みとしてすばらしいものだと思い

ますので、我々も全力を挙げて協力していきた

いと思いますので、ぜひ頑張ってください。

○田口委員 生涯学習課にお伺いします。佐土

原藩島津家文庫デジタルアーカイブス。

私は、これ、お話を聞くまで、佐土原藩にそ

んな貴重なものがいっぱいあるというのは知ら

なかったんですが、まず藩主が使用した教養書

というのは、これは教科書みたいなものなんで

すか。何なんですか。これをちょっとまず御説

明ください。

○恵利生涯学習課長 まず佐土原藩島津家資料

というのがございまして、そのうち３つござい

ます。資料には、文書、そして日記、そして文

庫というものがございまして、この文庫は、書

類の類ということで、佐土原藩の藩主が用いた

文書というふうに捉えていただければいいと思

います。

○田口委員 教養書って文書のことですか。

今の説明でいくと、文書、書類のことですか。

○恵利生涯学習課長 この佐土原文庫、教養書

でございますけれども、島津氏が残した資料の

うちの藩主の蔵書を含む古典書、書籍というこ

との総称を教養書ということで捉えていただけ

ればよろしいかと思います。

佐土原藩の多くの書籍を入手した上で、出版

事業も行っておりながら、藩主の教育に力を入

れていた証拠だということで、捉えていただけ

ればよろしいかと思います。

○田口委員 要するに、本とかそういうものを

まとめたということですね。

○恵利生涯学習課長 はい。

○田口委員 その中で、国立国会図書館にもな

い所蔵の貴重なものがあるというのは、県民は

知らんと思います。ちょっとどんなものなのか

教えてください。

○恵利生涯学習課長 この文庫の中の、九經類

篇（キュウケイルイヘン）という文字を書くん

です。ちょっと難しい文字を書くんですが、中

世後期から近世の大名に関する逸話を集めた、

江戸時代後期の写本、写しの本ですね。

現段階で、国立国会図書館や国の国文学研究

資料館というのがございますが、その検索シス

テムでも所蔵が見つからないということで、所

蔵が図書館のほうにございますということで、

よその珍しいところにはないということであり

ます。

○田口委員 島津家も内藤家も、どっちかとい

うと小さい藩で、延岡では、内藤家は「貧乏の

守」と言われたぐらいなんですけれども、そこ

が４万点の古文書を持っていて、島津家は、今

度、大変貴重なものをたくさん持っているとい
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うのは、宮崎県の殿様方は、大変文化的なレベ

ルが高かったと判断すればよろしいんでしょう

か。

○恵利生涯学習課長 貴重なこの図書館におさ

められている品が１万5,000点ございます。今

回のデジタル化につきましては、2,200点とい

うことでございますので、私も、この所蔵のほ

うの倉庫に行かせていただきましたけれども、

空調が完備した中で、非常に整った中で、燻蒸

だとかそういう作業が済まされたものが置いて

ございます。

ですので、今後、また、そういうデジタル化

だとか、県民に広く知らせる、紹介されるよう

な機会を多く設けるように、企画をしていきた

いと考えております。

○田口委員 今のその１万5,000点の資料とい

うのは、それは宮崎市で管理しているというこ

とですか。

○恵利生涯学習課長 県立図書館の所蔵庫の中

に管理がされているという数でございます。

○田口委員 県立図書館の中にあるんですね。

そうしますと、このデジタル化というのは、

今までにも何度かやっているんですか。

○恵利生涯学習課長 21年度から３カ年の事業

で、一度、その事業を行いまして、それを今回

の事業と含めまして、2,200点ほどのデジタル

化がなされております。ですので、相当数、ま

だデジタル化ということの部分では、なされて

いない数がございます。

○田口委員 今の2,200点というのは、これも

全部、島津家の１万5,0 0 0点ある中のうち

の2,200点がなったということですか。

○恵利生涯学習課長 もう一度申し上げます。

1,700点が、その島津家資料であると。それ

を含めて2,200が、この21年度の事業からデジ

タル化がされたということで、捉えていただけ

ればよろしいかと思います。

○田口委員 ということは、500は違うという

ことか。

○恵利生涯学習課長 もう一度言い直します。

島津家の資料は、今回の事業で全部、デジタ

ル化がなされるというふうに捉えていただけれ

ばよろしいかと思います。

○緒嶋委員 財務福利課、説明資料の275ペー

ジ、この防災対策費と老朽化対策費、これは何

か太陽光発電と言われましたが、具体的に、も

うちょっと詳しく説明してください。

○田方財務福利課長 これは、県立学校の屋上

に太陽光発電を設置するというものでございま

す。

内容ですけれども、発電量が20キロワット、

パネルを設置するわけでございますけれども、

自立運転機能、これ、自立運転機能と申します

のは、例えば災害時に停電した場合、停電する

と、普通は、校内の電気は使えないわけですけ

れども、それを災害が起こったときに、優先的

に電気が使えるということで、自立運転機能と

いうのがついています。

これに対しまして、30キロワットの蓄電池を

設置しております。その蓄電池から、夜、例え

ば真っ暗になったときに電気が供給されますの

で、確実にそこの場所においては電気がつくと

いうことで、災害時に非常に役に立つというこ

とで設置をしております。

○緒嶋委員 これは、そういう施設はすばらし

いものでありますが、全ての学校にそういうの

を設置したいという何か見込みか何かがあるわ

けですか。

○田方財務福利課長 今、県内では、８校に設

置をしておりまして、考え方といたしましては、
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市町村の災害時の避難場所になる場合で、高台

にある学校というのが、まず主に今、設置をし

ているところですけれども、その指定を考えな

がら、県内の一応、位置とかを考えながら設置

をしているところですので、全校に設置できれ

ば、設置できたほうがいいと思いますけれども、

これは国の再生可能エネルギー等導入推進基金

を使って、一応、設置をしているところですか

ら、その基金の採択状況によって、設置ができ

るということになりますので、その基金次第だ

とは思っております。

○緒嶋委員 その高台というのは、高千穂高校

なんかは高台ですが、高台というのはどういう

意味ですか。

○田方財務福利課長 今度、設置する中でいき

ますと、宮崎市の宮崎南高校、ここは高台にご

ざいます。地域の住民が、津波等が押し寄せた

ときに逃げる場所としては、高台に逃げるわけ

ですから、そういうところに設置をしていく。

あるいは、門川高校にも設置しますけれども、

門川高校も、地域の中では高台に位置しており

ますので、その高台の中に設置をしていくとい

うことで考えております。

それと、高千穂高校につきましては、地域の

避難場所としての指定は、まだされていないわ

けですけれども、そういう太陽光発電設備をつ

けることによって、市町村のほうからは、また

指定がされるんではないかなという予想もござ

いまして、地域の中心校として設置をしていく

ということで、高台ということで申し上げまし

た。

○緒嶋委員 こういうのはすばらしい。蓄電式

というのは、今後、ぜひ取り入れないといけな

い施設でありますので、できるだけそういうの

を普及してほしいと思います。

それと、県立学校の老朽化対策ですけれども、

この老朽化対策は、もう大体これで終わりです

か。まだ、かなり残っておるわけですか。

○田方財務福利課長 県立学校の施設といいま

すのが、27年４月１日現在で1,529棟ございま

す。そのうちで30年以上経過、だから、古くなっ

ているということですけれども、それが877棟

ございます。

率で申し上げますと57.4％ということになり

ますので、この老朽化というのは毎年毎年進ん

でいくわけですから、これが大体、今の施設と

いうのが、昔であれば、40年から50年ぐらいで

建てかえをしておりました。

でも、これを長寿命化することによって、大

体60年から65年ぐらいもたせようと思っていま

す。60年から65年もたせる間には、建てかえの

需要というのが出てきますので、その建てかえ

が一点で集中しないように。

例えば、もう建てかえの時期が一時期に集中

してしまいますと、お金が大変かかりますので、

それを分散させながら整備をしていくというこ

とになりますから、今からまだ10年ぐらいは、

かかっていくんじゃないかと思っております。

○緒嶋委員 この老朽化対策は、耐震的なもの

を当然、入れると思いますので、震度７に耐え

られるとか、そういう老朽化対策の基準がある

んですか。

○田方財務福利課長 25年度末で全ての県立学

校につきましては、耐震化は終わっております

ので、今回、この老朽化対策でやろうと思って

おりますのは、外壁の改修、それから屋根の防

水、特に外壁と屋根の防水をしないと、中のコ

ンクリートが中性化してしまいまして、躯体自

体がだめになりますので、そういうところを補

修しながら、長寿命化というのを目指していく
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ということを考えているところであります。

○緒嶋委員 もう耐震的な意味での心配はない

ということで、老朽化対策をやっておられると

いうことですね。

○田方財務福利課長 耐震化につきましては問

題はないということで、全て、25年度で終了し

ておりますので、そこはもう終わっているとこ

ろでありますので、今からは老朽化という形で

やっていくということになると思います。

○緒嶋委員 ついででありますけれども、市町

村立学校なんかの耐震化というのは何かわかり

ますか。そこあたりは、どの程度進んでおるわ

けですか。

○田方財務福利課長 公立学校、市町村立学校

の耐震化につきましては、27年４月１日現在の

数値で申し上げますけれども、市町村の全棟数

が1,684棟ございます。そして、耐震済みの棟

数というのが1,639棟、耐震化率は97.3％とい

うことになっておりまして、宮崎県は全国平均

も超えておりますので、耐震化については高い

率を示していると思います。

○緒嶋委員 これはほとんど100％に近いわけ

ですが、これは市町村立も大体、もう100％に

なるめどはついておるわけですか。

○田方財務福利課長 公立小中学校で、26市町

村のうち19市町村は耐震化が終了しているんで

すけれども、あと７市町で耐震化が終わってお

りません。

この７市町のうちで、今、計画でありますの

は、全体では30年度には終わる計画にはなって

おります。ただ、27，28年度で、大体、残り７

市町村と申し上げましたが、５市町が終わりま

して、あと２つぐらいの市と町が残りますが、

これ、学校の建てかえを考えられているところ

がありますので、そういう市町村の状況もある

ということで、30年度というのが、今、私たち

が計画を伺っているところの最終年度ではない

かと思っております。

○緒嶋委員 それぞれ市町村も耐震というのは

一番関心もあるし、重要なことでありますので、

予定どおり考えがあるのだろうと思いますの

で、全国的にも宮崎県はそういう意味では、こ

れは南海トラフの絡みもありますが、大体その

備えは、ほかの県に比べても進んでおるという

ふうな理解でいいわけですかね。

○田方財務福利課長 文部科学省の調査があり

まして、全国の公立小中学校の耐震化等の状況

で申し上げますと、全国が95.6％のところを宮

崎県は、先ほど申し上げましたように97.3％ご

ざいます。

県立学校につきましては、もう全て終わって

いますので、100％ということになりますから、

全国的にも高い率ではないかと思っています。

○日高副委員長 300ページの競技力向上推進

に要する経費、１と２、これ、ちょっと説明し

てもらうとありがたいんですが。

○古木スポーツ振興課長 300ページの競技力

向上推進に関する経費というところでございま

すが、まず１の指導者の養成というところでご

ざいますけれども、これにつきましては、若手

中堅の指導者の派遣ということで、ことしは、

一応、予定といたしましては、若手指導者、中

学校、高等学校の部活動の指導者を10名、それ

と中堅の指導者を３名ほど、県外の企業あるい

は大学、高等学校で、非常に実績を残している

ところに派遣をしまして、研修をしていただく

ということで、その経費等を計上しているとこ

ろでございます。

それと、２番の施設整備につきましてですが、

これ、競技用具等の整備事業ということ
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で、1,000万ということで出ておりますけれど

も、これは、ことしはセーリング、ボート、カ

ヌーの購入というのを考えております。

これは毎年、前年度に、現在は、来年度のそ

ういう備品購入について調査をしているんです

けれども、各競技団体から上がってきます要望

を緊急性とか必要性、あるいはこれまでどうい

う整備をしてきたかというバランスも考えなが

ら、選定をしているところでございますが、特

に、この競技用具につきましては、老朽化もあ

るんですけれども、競技規則等が非常に競技に

よっては変わりまして、その用具は使えなくな

るとかいう、そういったことも踏まえまして、

必要性、緊急性等で選んでいったりするという

ことにもなりますけれども、本年度は、先ほど

申し上げましたようなものを購入ということ

で、考えているところでございます。

○日高副委員長 県外に、例えばこういう例が

あるというのをちょっとお聞きしたいのと、あ

と、施設整備なんですけれども、ちょっと恥ず

かしかったんですけど、野球がストライクとボ

ールが返ったんですよね。ところが、サンマリ

ンスタジアムで見たら返っていなかったとか、

ああいうこともある。

県外で、そういったこともあるのかなという

ことで、施設整備については備品購入、それも

含めて、老朽化してからということで、もうほ

かのところは前もって、例えば人工芝をぴしっ

と張りかえていくとかやっているけれども、何

か宮崎県の場合は、もうやばくなったらやらな

いといかんみたいなところが、ちょっとあるん

じゃないかなと思うんですけれども、その辺に

ついては。

○古木スポーツ振興課長 済みません、まず１

点目の指導者の派遣につきましては、例えば

サッカーでありますと、Ｊリーグのほうのチー

ムのほうに行って研修をしていただくとか、あ

るいは、例えばソフトテニス等であれば、非常

に実績を上げている高等学校で、全国でも非常

に優勝回数の多い高校に、そういったところの

合宿に一緒に参加していいただいて、指導力、

指導内容等を勉強していただくとか、そういっ

たところで派遣をさせていただいているところ

でございます。

それと、あと競技用具等については、今、御

指摘があったように、本当に先見性を持って、

新しく変えていけるといいんですけれども、現

状として、先ほど申し上げましたように、各競

技団体等に希望を出していただくんですが、上

がってくるものは、この額では全然賄えないほ

どの膨大な金額のものが、たくさん上がってき

てまいりまして、そういう中で、毎年、先ほど

言いましたように、その先々というよりも、今、

対応しないといけないというようなものを、や

はりどうしても優先させていただく形で、この

予算の中で苦慮しながら選定をさせていただい

ている。

各競技団体の方々からは、毎年出すのに、ま

だできないのかというようなお声もいただくん

ですけれども、国体競技だけでも40競技ほどは

ございまして、それぞれが上げてこられる内容

で吟味をいたしながら、こちらのほうも苦慮し

ながら、そういう選定をさせていただいている

ところでございます。

○重松委員長 議案に関する質疑はよろしいで

すか。

それでは次に、報告事項に関する説明を求め

ます。

○川越学校政策課長 学校政策課関係につきま

して御説明いたします。



- 82 -

平成27年６月25日(木)

平成26年度からの繰越明許費について、繰越

額が決定いたしましたので御報告いたします。

平成27年６月定例県議会提出報告書の20ペー

ジをごらんください。これは、平成26年度宮崎

県繰越明許費繰越計算書でございます。

事業名といたしましては、一番下の「みやざ

きの産業を支える県内就職推進事業」になりま

す。

中ほどの翌年度繰越額にありますとおり、確

定額につきましては4,384万5,000円でございま

す。

学校政策課関係は以上でございます。

○重松委員長 もう一度詳しく中身を説明して

ください。

○川越学校政策課長 このみやざきの産業を支

える県内就職推進事業につきましては、ことし

の２月の議会で追加補正をいたしました。

国が示した事業実施条件の一つとして、平

成26年12月27日以降に予算化された事業が対象

であったために、事業を実施できる期間が短く

て執行が困難であったということで、27年度に

予算の全額を繰り越したということでございま

す。

みやざきの産業を支える県内就職推進事業の

中身でございますが、一つは、今まで、就職希

望者の多い６校を拠点として各校１名ずつ、６

名を配置していたんですが、今回、この事業を

使いまして、９校を拠点として９名を配置して

おります。

これは、就職戦略コーディネーターという名

前をつけておりますが、９名を配置しておりま

す。これは、これまでの求人開拓のための企業

訪問に加えまして、地域の実態に応じた、県内

就職者増加と、ミスマッチが生じておりますの

で、ミスマッチの防止を図るということで取り

組んでいただくというのと、もう一つは、生徒

と教職員による県内の企業巡見、見て回る、そ

ういった企画を取り入れてくれる担当者とし

て、９名を配置することにしております。

それと、実践的就業体験というので２校指定

をしております。一校は高鍋農業高校、フード

ビジネス科の２年生を対象にいたしまして、長

期にわたるインターシップを取り入れようと考

えております。延べ20日間、６次産業化に取り

組んでいる企業等において就業体験に取り組む

ということで、企業につきましては、今、選定

中でございます。

もう一校は、本庄高校を10日間の就業体験に

取り組むということにしております。これは、

一つは、県内の就職率が一番高いということも

ありまして、県内就職を目指していくというこ

との取り組みを、本庄高校を中心に、今回、指

定をしたところでございます。

以上でございます。

○恵利生涯学習課長 生涯学習課でございま

す。同報告書の21ページの一番上の段、「みや

ざきを興す「みやざき人財養成塾」事業」であ

ります。確定額533万5,000円でございます。

事業の目的でございますけれども、宮崎の歴

史、そして現在を知る、今後の宮崎を考える、

そういう塾を開講しまして、宮崎県の理解を深

めながら、宮崎の次代を担う、地域を興す核と

なる人財の育成を図るということを考えており

ます。

その塾生が宮崎で活躍できるよう、県内の地

域貢献活動などを行う地元企業と連携して、県

内の就職も推進するものでございます。

人財養成塾でございますが、先ほども申し上

げましたが、地方創生に求められる人財とは何

かとか、現代につながる宮崎の歴史とか、宮崎
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の魅力や課題、そして宮崎の将来像等を主な内

容としながら、大学の先生だとか企業の代表、

そして行政関係者の幅広い講師などを招きなが

ら、高校生、大学生、約100名ほどを呼びかけ

まして、集めまして、講座はもとよりワーク

ショップなどのそういう学習の研修の中身を取

り入れながら、本県に就職したいという、青年

たちのそういう意気込みを育てながら、してい

こうという事業でございます。

以上でございます。

○大西文化財課長 文化財課でございます。同

じ報告書の21ページをお願いいたします。

上から３段目の「民家園文化財再生・伝世事

業」であります。

この事業の内容でございますが、昭和30年代

から40年代にかけまして、その当時、江戸時代

の民家とかが、非常に高度成長の波で失われて

いくという時代がございまして、そのため、県

内のそういう民家を４棟ほど博物館に移築して

おります。

この移築した民家が、もう40年、50年たって

まいりまして、非常に古くなったもんですから、

今回、改修をさせていただこうという事業でご

ざいます。

その４棟のうちの２棟につきまして、国の重

要文化財に指定されている２棟を、今回、昨年

度から改修をお願いしているところでございま

す。そこに伴いまして、その繰越額が2,919万853

円、生じたものでございます。

続きまして、その下の「ＩＣＴを活用した西

都原考古博物館魅力発信事業」でありますが、

これは、西都原考古博物館の魅力を情報通信技

術を利用して情報発信を行い、考古博物館のガ

イダンス機能の向上を図るとともに、広い範囲

から集客を目指す事業でございます。確定額

が1,979万8,000円でございます。

以上でございます。

○重松委員長 報告事項に関する執行部の説明

は終了いたしました。

報告事項についての質疑はございませんか。

○緒嶋委員 民家園ですけれども、これは４棟

ありますわね。すばらしいもので、かなり老朽

化があったですけれども、これ、２棟を整備さ

れるということで、残りの老朽化は大丈夫です

か。

○大西文化財課長 ４棟あるうちの２棟が国の

重要文化財で、残りの２棟は県指定の有形文化

財になっております。

昨年度、今年度で、まず国指定の重要文化財

の２棟を先に改築させていただきまして、残り

２棟のうちの１棟を、次年度以降を予定してお

るところでございます。

もう一つの具体的な椎葉の民家と私ども呼ん

でおりますが、これにつきましては、平成18年

度、19年度に、もう既に改修は終わっておりま

す。

○緒嶋委員 その次年度というのは、どういう

意味ですか。

○大西文化財課長 28年度以降ということでご

ざいます。

○重松委員長 ほかに質疑ございませんか。

それでは次に、その他についての報告事項の

説明を求めます。

○大西総務課長 その他の報告事項の１点目で

ございますが、第二次宮崎県教育振興基本計画

の改定計画素案の概要についてであります。

お手元の常任委員会資料の10ページをごらん

ください。

計画の改定につきましては、これまでも当委

員会で説明をさせていただいたところでありま
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すが、今般、別冊資料のとおり計画の素案がま

とまりましたので、御報告をさせていただくも

のであります。

まず、１のスローガン及び目指す県民像につ

きましては、現行計画に掲げているものでござ

いまして、改定計画におきましても、これを継

承することとしております。

２の計画の期間につきましても現行計画を継

続するものでありまして、改定計画の適用期間

は、平成27年度から平成32年度までの６年間と

しております。

３の施策の体系でありますが、12ページ及

び13ページをごらんください。

この計画は、学校教育、社会教育、生涯学習

及び文化・スポーツの振興を図るために、５つ

の施策の目標を立てまして、その具現化に向け

た施策を体系化しております。

10ページにお戻りいただきまして、４の改定

の内容であります。宮崎ならではの「人財」づ

くりに向け、（１）の①から③の視点に基づき

まして、見直しを行ったところであります。

①につきましては、子供たちが自立し、生涯

にわたり自己を実現できるためには、生きる力

を育む教育をより一層推進する必要があること

から、施策の目標Ⅱを社会を生き抜く基盤を育

む教育の推進といたしております。

②は、本県が将来にわたって活力に満ちた地

域であるためには、郷土に対する誇りや愛着を

持ち、新たな価値を創造する力を身につけた人

財づくりを推進する必要があることから、施策

の目標Ⅲを宮崎や日本、世界の将来を担う人財

を育む教育の推進としております。

③につきましては、記紀編さん1300年の節目

や、東京オリンピック・パラリンピックの開催、

２巡目の国民体育大会等を視野に入れた取組が

必要であることから、施策の目標Ⅴを、生涯を

通じて学び、文化・スポーツに親しむ社会づく

りの推進といたしております。

次のページをごらんください。

（２）の主な取り組みでありますが、①社会

を生き抜く基盤を育む教育の推進に関する取り

組みとしましては、アにありますように、小・

中・高を一貫した取り組み等による、生き抜く

力の基盤である確かな学力を育む教育の推進

や、イにありますように、災害発生時に主体的

に行動できるようになるための実践的な防災教

育等の推進を掲げております。

また、②宮崎や日本、世界の将来を担う人財

を育む教育の推進に関する取り組みとしまして

は、アにありますように、地域や企業・ＮＰＯ

法人など、地域産業界等との連携によるキャリ

ア教育の推進や、イにありますように、スーパ

ーグローバルハイスクールの取組成果の普及等

によるグローバル化に対応した教育の推進を掲

げております。

③生涯を通じて学び、文化・スポーツに親し

む社会づくりの推進に関する取り組みとしまし

ては、アにありますように、県立文化施設が連

携・協働したアウトリーチ活動の充実などによ

る、県民が文化に親しむ機会の充実や、イにあ

りますように、ジュニア期からの選手発掘など

による全国や世界で活躍できる選手の育成と強

化を掲げております。

資料の説明は以上でありますが、この改定計

画につきましては、今後の予定としまして、パ

ブリックコメントを実施いたしまして、その結

果等を踏まえ、９月定例県議会におきまして、

議案として提案をさせていただくことといたし

ております。

以上であります。
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○西田教職員課長 常任委員会資料14ページを

ごらんください。教職員の働きやすい環境づく

りのためのアンケート結果について御説明いた

します。

Ⅰのアンケートのねらいにありますように、

教職員がやりがいや充実感を実感できる働きや

すい職場環境づくりを進めるため、本年２月に、

教職員の勤務の実態や意識を把握するアンケー

ト調査を実施いたしました。

なお、前回は平成16年度に調査をいたしてお

ります。

Ⅱのアンケート結果の概要でありますが、１

の教職員の勤務時間以外に行っている業務の実

態につきましては、業務時間以外の業務を行っ

た時間は、１日平均125分であり、おおむね平

成16年度と同程度でした。

平成20年、21年の学習指導要領の改訂による

授業時数の増加や、平成21年から勤務時間が１

日当たり15分短縮になったこと等を勘案します

と、勤務時間以外の業務時間の増加への懸念が

ありましたが、今回の調査において変化がない

ことから、これまでの取り組みが一定の成果を

上げていると考えております。

次に、２の教職員の勤務に対する意識につき

ましては、（１）の「やりがい」「充実感」です

が、仕事に「やりがい」、「充実感」を「感じて

いる」、「どちらかというと感じている」の数を

合わせますと84.8％であり、やりがい、充実感

を感じる一番の要因は、「児童生徒の成長が見

られた」が88.3％となっております。教職員、

本来のあるべき姿ではないかと考えておりま

す。

続いて、15ページをごらんください。

「忙しさ」については、毎日忙しいと「感じ

ている」、「どちらかというと感じている」の合

計が83.6％であり、おおむね平成16年度と同程

度になっております。

「忙しい」と感じる要因につきましては、１

番が、「授業や児童生徒と接すること以外の事

務作業が多い」であり、２番が、「本来家庭で

すべきであると思われるような教育内容まで学

校に求められる」となっております。

続いて、３の働きやすい環境づくりのための

方策につきましては、学校全体の組織的な取り

組みや管理職のリーダーシップが、働きやすい

環境づくりのための重要な観点であることがわ

かります。

最後に、調査を総括いたしますと、勤務時間

以外の業務を行った時間については、おおむね

前回調査と同程度であり、これまでの取り組み

が一定の成果を上げていると考えられます。

しかし、勤務時間以外に行っている業務時間

が依然として、部活動を含めて125分あるとい

うことから、今後、さらなる縮減への取り組み

が必要であると考えております。

また、８割を超える多くの教職員が、「やり

がい」や「充実感」をもって業務に取り組んで

おりますが、「忙しい」と感じておる職員も、

前回調査と同程度おります。

このようなことから、今後一層、働きやすい

職場環境づくりを進めるため、教育委員会、学

校、教職員が一体となって、これまでに効果の

あった取り組みについて、さらなる工夫・改善

などを行いますとともに、家庭や地域、関係機

関との連携を図りながら、効果的な取り組みを

進めていく必要があると考えております。

以上であります。

○重松委員長 その他の報告事項に関する執行

部の説明は終了いたしました。

その他の報告事項について質疑はございませ
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んか。

○田口委員 先ほどのアンケートの件でちょっ

とお聞きします。

やりがいがあるのが、２つ合わせると84.8％

と非常にいいんですが、逆にやりがいを「感じ

ていない」と「どちらかというと感じていない」

のほうは、何で感じていないのかという調査は

していないんですかね。

この15％の先生に教わっている子供たちは、

やりがいのない先生に教えられたら、もうた

まったもんじゃないんですけれども、何でかと

いうのをちょっと調査しないと、やりがいがあ

るだけ調べたんでしょうか。やりがいがなぜな

いのかというのは調べてないんですか。

○西田教職員課長 直接、何でないのかという

文言では聞いていないんですが、自由記述の欄

がありまして、その中で、「感じていない」の

要因では、忙し過ぎてゆとりがないということ、

あと、職員と一体化して取り組むことが少ない

というようなことが入っております。このよう

なことが要因と考えています。

○田口委員 ということは、次の項目になって

いる、「忙しさ」についてというところが、原

因が大きいということですかね。

そうなると、横浜かどこかの教育委員会が、

ＰＴＡに何か文書を出したというのが問題に

なっていましたけれども、非常に先生方も忙し

い。それで、やりがいを感じていないというん

であれば、それを何かどんどん是正していくこ

とが、当然、必要ですよね。

○西田教職員課長 今、おっしゃるように、やっ

ぱり「忙しい」ということを感じている職員が

多いことについては、やはり我々としても、今

後、さらに、その忙しさがやりがいにつながる

ような、取り組みをしていかないといけないと

思っています。

その方向としては、やはり、この「やりがい」

「充実感」のとこを見てわかるように、児童生

徒の成長が見られたというのは、当然なんです

けれども、２番目に、自分の立てた目標とか、

他の教職員と協力する。やはり今後、学校の中

で、教職員相互に、同僚性という言葉が出まし

たけれども、そういうようなところをもって、

みんなで取り組んでいくという視点。

あと、きょうも文科省が出しておりますが、

学校以外のところから、どんな力をかりていく

かと、そういうようなところも含めて検討して

いかなければならないと考えております。

○中野委員 「やりがい」と「充実感」って、

どう違うんですか。わからんです。

○西田教職員課長 非常に鋭い質問です。

教職員が教えてよかったとかそういう「やり

がい」、それに伴って「充実感」、これはほとん

ど同じような意味であると思っています。

○重松委員長 まだそのほかの質問とその他の

その他の事項もございますので、13時からまた

再開したいと思います。

ここで暫時休憩いたします。

午前11時55分休憩

午後１時０分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

その他の報告事項について、引き続き質疑は

ございませんでしょうか。

○緒嶋委員 改定版は今までの現行計画と何が

基本的に変わるわけですかね。５年きたからと

か４年きたから、10年きたからというような、

ただそれだけの意味かどうか。

○大西総務課長 この計画につきましては、平

成23年度に策定されて、４年ほどやってきてい
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るわけなんですけれども、実は、今回、県の総

合計画、長期ビジョン、が改定をされたわけで

すけれども、この教育振興基本計画は、その総

合計画の分野別の教育関係の計画ということに

なっておりまして、総合計画にあわせて改定す

る必要が生じたというのが、一つあります。

それと、中身的には、全体的には大きな変更

は、はっきり言ってございません。いろんな時

代の要請に応えるという意味で、いわばマイナ

ーチェンジはしておりますけれども、大きな方

向性というものについては、変更はないという

ことでございます。

○緒嶋委員 グローバル時代に対応するとか、

いろいろあったけれども、基本的には何も変

わっていないということになると、改定そのも

のをする必要がなかった。微々たる修正でよ

かったんじゃないかなというようなのもあるけ

れども、ただ、県の総合計画に合わせたという

だけのことでしょうか。

○大西総務課長 総合計画の教育の記載の部分

というのは、実は、この教育振興基本計画と同

じつくりにしておりまして、総合計画が変わる

からというか、総合計画の改定を機に、この教

育の計画も見直しが必要になってくるという考

え方で、スタートをしたということと。

あと、全編にわたりまして、いろんな、これ

までの施策の検証結果も踏まえて、細かな文言

修正等、あるいは追加項目、こういったものも

含めて、大きな変更ではないんですけれども、

全編にわたって変更しているものでございま

す。

○緒嶋委員 教育の中で、やっぱり学力という

のが本当に向上しているのかどうかと。計画よ

りも、生徒も含めて、子供たちの学力がいかに

伸びるかということの将来的な前進がなけれ

ば、これを10年とか４年で変えるというだけで

は、私は意味がないと思うんですけれども。

その学力向上なら学力向上について、具体的

にいろいろな方策をとって、先進的なことをや

ろうということも出ておりますけれども、アク

ティブ・ラーニングとかいろいろあるけれど

も、基本的には、県下の子供の学力というのは、

全国的には平均ぐらいはあるとかいろいろあわ

せて、どういうふうな認識を持っておられるわ

けですか。

○永山学校支援監 全国学力・学習状況調査に

よりますと、ほぼ全国平均並みという状況には、

今のところはあるところであります。

ただ、やはり、これからの子供たちに身につ

けさせていかなきゃいけない力という観点で、

基本的には、これからの子供たちの学力という

ことに関して、どんな取り組みをしていくかと

いうことは、やはり教室の中、そして先生たち、

そして先生たちから指導を受ける子供たちに、

本当にどんな力を身につけさせているのかとい

うところに、つながっていくような取り組みを

展開していかなきゃいけないと思っておりま

す。

そういう意味で、学力向上に関しましては、

学校政策課ということだけでなく、全庁的にプ

ロジェクトチーム等もつくっていきながら、今

の現状、そして取り組んできた成果や課題とい

うものを、しっかりと検証していきながら、本

県の子供たちの学力向上には、備えていきたい

と思っているところです。

日本の国の子供たちの状況でいいますと、国

際比較では非常にいいレベルになってきている

というところで、どこの県も、学力向上を目指

して頑張っているところでありますので、本県

もそれに負けないような形で、今、やっている



- 88 -

平成27年６月25日(木)

取り組みが、本当に子供たちに届くという観点

でも、しっかりと取り組んでいきたいと思って

おります。

○緒嶋委員 学力をつくるためには、学校、社

会、いろいろな立場の協力も必要なわけですが、

基本的には、先生たちの指導力をいかに高めて

いくかということと、私は、教職員の配置・異

動、そこを含めた配慮というのが、本当になさ

れておるのかどうか。

若い先生はもちろん悪いとは言いませんけれ

ども、年齢構成なんかを見た場合に、学校間で

教職員の平均年齢なんか見た場合、相当差があ

ると思うんですけれども、教職員の異動なんか

について、何を一番基本に異動をやっておられ

るのか。

そのあたりも、きょうの進行にも十分絡みが

あるので、どのような方針があるわけですか。

○西田教職員課長 今、おっしゃいましたよう

に、学力向上は大切なことであり、また、各学

校においては、学校経営目標の実現ということ

で、各校長先生方とのヒアリングを通しながら、

どういう教員が欲しいのか、年齢構成はどうあ

るべきなのかというようなことを、市町村にお

いては各事務所単位ごとに行いまして、県立で

は教職員課が対応しているところです。

そういう中で配置を行っておりまして、若い

先生につきましては、一旦、３～４年は１カ所

におりまして、その後に、なるべくいろんなと

ころで経験をさせるように、異動をさせている

というような状況であります。

○緒嶋委員 異動の中では、県下の学校の先生

の平均的な経験年数からいった場合のバランス

というのを十分とられておるわけですか。

○西田教職員課長 できるだけそのように努め

ております。

○緒嶋委員 そのできるだけというのは、いろ

いろ難しいと思うけれど、やはりスーパーティ

ーチャーなんかでもだが、一極集中的におられ

るんじゃないかな。

先生たちも、先輩先生の経験を十分自分で吸

収しながら、先生としてさらに発展するわけで

すので、そのあたりで、今、子供が少ないとか

いろいろ学校によって条件も違うけれども、私

は実際、学力に地域間格差が、相当あるんじゃ

ないかなという気がしてならんので、それは学

校によっては、平均とすれば突出したところも

あるけれども。

だから、教職員の異動というのは、私は学校

経営の中では大変重要だと思うので、やはりベ

テランの先生が宮崎の中心に集まって、僻地な

んかは若い先生がということで、バランスがと

れてないような気がしてならんので。そのあた

りの配慮というのがないと、全体的な地域間格

差というのは、特に中山間地の僻地の学校なん

かは、厳しいんじゃないかなという気がしてな

らんとですけれども、どうですか。

○西田教職員課長 もうおっしゃるとおりで、

中山間地で、そういう人材がいなくなるといけ

ませんので、現在、取り組んでいることにつき

ましては、南那珂とか西臼杵には特区という形

で、できるだけそこの希望をとって、その次の

異動には、それを考慮するというような方法を

とりながら、全県、バランスのとれた異動にな

るように努めているところであります。

○緒嶋委員 特に振興計画の中で、これは、結

果としては、子供が、教育的に学力が上がった

ような成果が上がらんと、こういう計画を立て

ても、それはもう計画倒れという言葉があるよ

うに、前に全然進んでいないということになる

ので、やはり県はあくまでもそういう全県的な
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学力の向上がなされるような政策を基本としな

がら、この改定を。

この表面に出ないところで努力はされておる

と思うんですけれども、これを見ると、もう全

ていいんですね。きょうは概要ですけれども、

その中では、これは間違っておるというところ

はないと思うんです。そのとおりだと思う。

しかし、その中で、本当にそれがそれぞれの

学校でうまく生かされておるのか。また、学校

間によって差があっていいのかという視点をい

つも持ちながら、このいろいろな振興計画を立

てて、条件が不利なところの子供たちでも、恵

まれた学校教育の中で成長するように、やはり

配慮してほしいと思いますし、私たちも、それ

を見守っていきたいと思いますので、よろしく

お願いします。

○井本委員 私は若いころ、世界を２年間、60

カ国ぐらい放浪したんだけれども、向こうに

行ってびっくりしたのは、学校の中で音楽とか

体育とかないんだね。知ってたでしょう。

音楽とかというのは、みんな外で、家の中と

かでやるのが、向こうは当たり前なんですね。

日本とは全然違うんだなと、私は、あのときびっ

くりしたんだけれども。

だから、日本の教育というのは、案外、全人

格的なそういう教育をやっているんだなと、私

は関心したんですよ。日本は、全部、知情意が

うまくまとまるような形で、やっているんだな

と関心はしたんですけれども。そんなことで、

そういうヨーロッパはちょっと偏りがあって、

いろいろ教育改革だとかなんとかいうのを、

やってきたのかなという気が私はしたんですけ

れども。

それはそれでいいんだけれども、フィンラン

ドなんかが、教育改革をやったときに、もちろ

ん体制もぴしっとやったんだろうけれども、眼

目というのは、先生方だったような気がするん

ですよね。

日本の教育の中でいろんな問題点が、家庭の

問題とか、先生との問題とか、ＰＴＡとの問題

とかいろいろあるんだろうけれども、結局、一

番いじりやすいというか、そしてまた、そこを

変えれば一番変わっていくんじゃないのかとい

うのは、どうも先生の部分じゃないかな。

また、そこは我々行政としても一番いじりや

すいしですね。だから、その辺をもうちょっと

力を入れて、さっきの緒嶋さんと同じなんだけ

れども、本当に教育というものを変えていきた

いというなら、やっぱり先生を本当に大事にし

て、そして、その辺を変えていくというか、そ

の辺が非常に大切なことじゃないのかなと。

一般論になってしまうかもしれませんが、知

事が、人財、人財ということを言いよるわけで

すから、一点突破、全面展開じゃないけれども、

ばらまくんじゃなくて、ある程度、集中してやっ

てそれを全面展開するという、やり方であろう

と思うんですよ。

全面に展開するためには、一点を突破せんと

いかんというね。そういうところをある程度集

中して、いい人材をどこかで育てるというよう

な、そんなことを考えんないかんのじゃないの

かなと、私は常々思っているんですけれども、

何か答えますか。

○飛田教育長 おっしゃるとおりだと思いま

す。

例えば、正直言って予算もたくさん欲しいし

人員も欲しいんですが、やっぱり今、ある現有

スタッフの資質をどう向上させるか。

一連でやってきたことは、学校の中で校長、

教頭が指導をして、授業力とか生徒指導力をど
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う高めるかということが、一つのポイントだし、

そういうのを、学校を超えてやれるようなシス

テムとしてスーパーティーチャーをやったり、

準スーパーティーチャーを指導教諭といいます

が、そういうのをつくったり、高等学校では、

いわゆる大学入試に力をつけられるように、学

習指導のためのそういう推進教諭みたいな制度

をつくって、合同の学習会をやったりとかそう

いう制度をやっております。

今、考えておるのは、そういうクオリティー

をもう一つ高めようということと、学校の中で

そういうことの機能をもう少し高めたい。

なかなか、出張なんかできないもんですから

校内でやると。それで、校内研修をどうやって

やるかということを今、うちのスタッフが学校

へ出ていってやるような制度を、ことしは、か

なり思い切ってやろうと思っております。

○中野委員 緒嶋委員と同じような質問をしよ

うと思ったら、総務課長が正直に答えたもんだ

から、あんまり聞けん。

県の長期計画、４年でまたアクションプラン

までやって、それは一つの憲法みたいな話だか

ら、あっても否定はせん。

ただ、費用ですよ。長期計画なんか、一係が

２年ぐらいかかるんじゃないですか。何千万円

でしょう。１人500万円を取っても、7,000

～8,000万円。長期計画によって教育委員会が

つくる。本当は逆よね。

各部のものを寄せ集めて、長期計画はつくっ

ておるわけで、ですから、改定版だったら、ど

こが改定されたのかというのをまず出すべきだ

し、長期計画をつくるんだったら、どこが変わっ

たから変えるんだという、それがあって、次の

段階があっていいと思うんで、これは我々議会

の責任だと思うんですよ。

やっぱりその辺をしっかり。一方では、１

日200円しか日当も出さんで、こんな無駄なこ

とをしとっていいかなと思うんですよ。もう正

直にその改定の部分とか、課長が答えたからま

あいいけれども。

それと、やっぱり私は、教育は、いろいろ成

績がいいから全てよしじゃない。社会に出て、

人間性とかいろんな面があるわけだけれども、

さっきから言ってるように、私も、いい年になっ

て、知識をひも解くと、中学校までに学んだこ

と、歴史にしても理科にしても、大体それで世

間一般では通じる。俺は高校に行って、世界史

なんて何も覚えとらんしね。

やっぱり中学校。そうなると、今、暗記力が

どうのこうのというけれども、歴史なんて暗記

せんとどうしようもないわけよ。漢字だって覚

えんとどうしようもない。基本的には、しっか

り頭にたたき込んでする部分が必要だと思うわ

け。

だから、今、何かいろいろ理屈化して理解度

がどうのこうのという前に、漢字も読めんと、

理解もできんじゃろ。

そんなことを考えると、この学力テスト、こ

れで見ると、23ページ、「子どもの学力 全国

上位」、「全国学力・学習状況調査において平均

正答率が全国水準以上の調査科目の割合100％」

とするということは、あれで見ると、科目がい

ろいろあって、半分ぐらいは平均以下やったか

なと理解をするわけ。

平均といったら、全国真ん中というような話

かと。そこ辺ですよね、秋田県が１位になっと

るわけで、ここ辺は、平均であればいいですよ

という話なのか。我々県民としては、全て平均

以上であったら、一つの自慢じゃないけれども

自負でもないし、そんな話になるとかな。何で
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平均以上がラインかという話。

それからもう一つ。この子供の体力なんて、

私はいつも思うんだよ。全国、北海道からこっ

ちを身長とかそういうのを見ると、東北のほう

は、やっぱり北方系やから、平均的に高いわけ。

こっちは南方系やから低いわけ。多分、そうやっ

たと思う。

そういうことで、全国の体力なんていうのは、

体力はどうのこうのと予算を取ってまでするけ

れども、我々が小さいときは、学校に行ったら、

朝に運動場を２周回って来いとか。そんなので、

それこそゼロ予算で体力なんかつくわけ。

それから、「挨拶ができる子ども 日本一」、

じゃあ、何で日本一、どうやって把握すると。

本当これは、「ひむかづくり運動」で田舎に行

くと、子供から挨拶して、こっちが恐縮すると

きがあるけれども。「思いやりの心を持ってい

る子ども」、思いやりの心を持っているのをど

うやってこれを評価するかという話で、だから、

これはこれでいいけれども、もうちょっと現実

に合った評価の仕方とか。何か言い方が漠とし

ているわけ。

それともう一つ、この間も言ったけれども、

去年、いろいろ監査に回りよった。非常に勉強

になる。

それで、この一番前に教育委員会の方針が書

いてあったよな。これの10ページか。このスロ

ーガンですよ。目指す県民像と書いてあるわけ。

市町村の教育委員会は、それでしようがない

けれども、要は、教育委員会の出先が、みんな

それぞれ３カ所、違うのをつくっておらんか。

これ、一体、どうなっているのかと私は思った

わけやけど。教育委員会は、こう言っています

よ。下の教育事務所は、違うことを言っていま

すよ。そこ辺はどうですか。何かそれぐらいは

もうちょっと統一して。

それともう一つ、高校に行ってみると、そこ

の雰囲気というのが違うんですね。はっきり言

うと、宮崎工業、あそこは「Ｎｅｖｅｒ ｇｉ

ｖｅ ｕｐ！ 夢実現！」、行ってみたら、生

き生きしとるわけです。学校の先生で、校長先

生でこんな校風とか違うのかな。

だから、もうちょっとこのスローガンにして

も、まずスローガンの一番上から教育事務所と

違うようなことを言っとって、そこ辺はどうな

んですか。

教育事務所の所長が変わる度にそういうのが

変わるのか。全体的には、知・徳・体を難しく

いうか、わかりやすくいうかという話だろうけ

ど。

○大西総務課長 たくさんの御指摘をいただい

たところでございますけれども、一番最後の御

指摘で、宮崎県教育基本方針、それと出先事務

所、いわゆる教育事務所の３カ所のことだと思

うんですけれども、前回、中野委員から御指摘

がありまして調べました。３事務所とも、いろ

んなキャッチフレーズ、それぞれ特色あるスロ

ーガンを掲げておりました。

それをよく見ますと、一番頭に、宮崎県教育

基本方針がありまして、そのことを受けて、そ

れぞれの事務所ごとに特色を出すキャッチフレ

ーズなりをつけているということですから、基

本は、あくまでも県の教育基本方針が根底にあ

ると御理解いただきたいと思います。

○中野委員 ちゃんと書いてあった。

○大西総務課長 書いてありました。

先ほど、井本委員からお尋ねがございました、

どこがどう変更になったんだというお話でした

けれども、細かい文言修正等もございまして、

この12ページ、13ページでは、済みません、判
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然としません。

また、次回あたりにきちんと御説明をさせて

いただきたいと思いますが、現在、この12ペー

ジ、13ページの見える範囲で申し上げますと、12

ページの施策５というところがございます。生

きる力を育む読書活動の推進、これが新たに追

加をしたものです。

それから、一番下の施策の８というところ、

幼保・小・中・高等学校の一貫性のある教育云

々というところ、それと、右のページの中ほど

の施策の目標Ⅳの施策２、公立学校における安

全・安心の確保と防災教育等の推進、これにつ

いては、これまでの計画で、触れられていたも

のではあるんですけれども、今回、特出しとい

いましょうか、切り出しをして新設をしたもの

というところでございます。

読書活動については、知事も、日本一の読書

県ということも掲げられておりますし。それと、

今、申し上げた小中一貫のみならず、幼保・小

・中・高等学校の一貫性のある教育というの

も、強く叫ばれておりますし。何よりも、また、

防災教育というものも、今、非常に大事なとこ

ろになっておりますので、新たにこういうとこ

ろの切り出しをして、施策体系としたというと

ころでございます。

○中野委員 この学力全国上位とか書いてある

けれども、平均水準以上と書いてある。これは

どうなんですか。もうちょっと目標を高くする

自信はないわけか。

○永山学校支援監 先ほど御指摘いただいた部

分の、その成果目標の「子どもの学力 全国上

位」ということでありますけれども、全国の学

力状況調査は、６年生、中学校３年生を対象に、

国語と算数・数学がありますが、今までの状況

を分析してみますと、何も平均をとることが目

的ではないんですけれども、この全ての国語に

ついても、Ａ問題、Ｂ問題、基礎基本を問う問

題と、それを生かして考える問題、そういうも

のが全部平均以上になると、必然的にもう全国

の上位のレベルにあるというところから、こう

いう設定のさせ方をさせていただいたところで

あります。

○中野委員 それだったらわかりやすく、上位

を目指すとか書けばいいんじゃないか。これ、

みんな知らん人が見るわけだよ。そんな説明は

どこでも聞けんがね。そこはどうなんですか。

そんな、理屈で言うぐらいやったら、さっき

の平均以上を目指すとか、平均以上じゃない、

もうちょっと上位を目指すとか。

だから、いつまでたっても、平均以下とかそ

ういうので、頑張ってる頑張ってると言いなが

ら、平均以下という話なら、何が原因か、しっ

かり検証して、平均点数を上げようと思えば、

極端な言い方すると、下のほうを上げればすぐ

上がるわけや。

○永山学校支援監 中野委員から御指摘ありま

したように、やはり一人一人の子供が、どこの

学校でもしっかりと力を身につければ、当然、

その分、上がっていくということにはつながっ

ていくと思っております。

ですから、子供の学びというのをしっかりと

身につけさせると。そして、きちんと見届けて

いくということを大事にしていきながら、取り

組んでいきたいと思っております。

○中野委員 そういう説明をしないと、ここの

意味がわからんでしょうというわけや。

じゃあ、これは何のために、誰に見せるため

に書いてあるわけ。県議会議員とか先生たちだ

けが見ればいいのか。

○大西総務課長 今、中野委員から御指摘が
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あったとおりでございまして、確かに、非常に

漠然とした感じもあってわかりにくいので、こ

こはもう一回、見直しをしたいと思います。

ただ、この成果目標については、現行計画、

この段階から既に載せておるものでありまし

て、この23ページの上のほうにも、いろいろ書

かしてもらっているんですけれども、県民一丸

となった計画の推進を図りたいという思いか

ら、なるべく県民の皆さんに伝わるような性格

のものを上げたいという思いで上げているもの

でありまして、例えば、この挨拶のことですと

か、思いやりの心ですとか、こういった一番や

はり基本的なところを県民共有の指標というふ

うに持っていきたいという思いで、こうしたわ

けです。

ただ、実際のところ、これらのものは、非常

に個々人の意識の問題ですとか、要するに規範

意識の問題ですとか、行動あるいは価値観、こ

ういったところがたくさんあるもんですから、

これはすべからく、括弧書きにありますように、

アンケート調査の結果をもって、一定の推進管

理をしていこうという考え方に立っておりまし

て、そのあたりももう少し丁寧に、この辺をお

示ししながら、御理解をいただきたいなと思っ

ております。

○中野委員 だから、私は、とにかく説明を聞

かんでもわかるような表現をしてほしいという

ことよ。

平均を目標にしますよって。宮崎県人は、根

本的には頭が悪いのかなと思ったり、都会と田

舎の偏差が出ているかな。今は、さっきも言っ

たように違っているしね。私は、ある程度は教

育の教え方とかあり方、それからちょっと話が

変わりますけれども、先生の異動。

私は思うけど、学校の先生も、みんな得手・

不得手があって、必ずしも頭がいいから、成績

が上位で入ってきたから、教え方がうまいって

ことじゃないわけ。

要は、学力調査をどう使うかというと、あれ

を見れば、恐らく学校のクラスごとの平均値も

わかるでしょう。それがわかれば、その先生の

教え方、その先生がずっと異動していって学年

を持った場合に、じゃあ、先生ごとに教え方が

うまいかっていうので客観的な評価というの

は、極端な言い方をすると、私はあの数字しか

できないんじゃないかなと思うんですよね。

だから、そういうのを外に出す、出さんでは

ないけれども、やっぱり研修とか、スーパーティ

ーチャーをつけるというのは、そういうところ

に積極的につけていくとか、そこ辺はどうなん

ですか。あのスーパーティーチャーというのは、

名前はいいっちゃけれども。先生は一生懸命教

えているかもわからんけれども、結果的に、子

供が理解できないというから、テストが悪いん

だろうと思うんだけれども。

○西田教職員課長 スーパーティーチャーは、

今、県内に16人おります。各地域ごとに、ある

程度ばらけている、中部の地区が多いのはある

んですけれども、そういうような状況にありま

す。

おっしゃるように、スーパーティーチャーの

いる学校、例えば中学校は英語の先生がいるん

ですけれども、その英語の先生が使う教材をほ

かの英語の先生に渡したりしながら、やっぱり

学力を上げていくということもありますので、

そのような活用のあり方を、今後も考えていか

ないといけないかなと考えております。

○中野委員 私が言いたいのは、スーパーティ

ーチャーがおるところは、どんどん、教え方も

よくなりますよ。じゃあ、いない学校は、全然、
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そのレベルから上がらんとかいう話の中で、ス

ーパーティーチャーをつけて、そこの部分が、

学力調査で平均値よりか上をとっておるか下に

いっているか、それはわかるでしょう。そこ辺

まで検討しとるわけか。

○永山学校支援監 今、中野委員のほうから御

指摘がありましたが、各学校においては、自分

の学校の子供たちの状況というのは、もう把握

できるようになっております。

今現在、取り組んでいるものについては、そ

れぞれの学校の課題というものが、どういうと

ころに課題があるのかというところをきちんと

整理をしていただいて、どういうところに取り

組めば、子供たちの力が上がるのかというとこ

ろを、市町村教育委員会、それから教育事務所

等も連携していきながら、足を運んで、具体的

な対応ができるという取り組みを、さらに充実

していきたいなと思っているところです。

○中野委員 いやだから私が言いたいのは、ど

こに問題があるかじゃなくて、全国学力調査を

精査していろいろ分析すれば、教え方の悪い先

生、悪いというと言い方が悪いけど、不得意な

先生がおるでしょうというわけよ。そういうの

はないか。

だから、そういうところにスーパーティー

チャーなんかをつけてやるとか。じゃないと、

その学校の先生がクラスにおると、本当、マイ

ナスになっとるよ。

○西田教職員課長 今、スーパーティーチャー

のミニスーパーみたいなので、指導教諭という

のを、今、公立学校に54名配置しております。

スーパーまではないんですけれども、地域の

中で指導力を出せるような先生たちというのを

配置しながら、取り組んではいるところなんで

すけれども。

○中野委員 何スーパーでもいいわけよ。だか

ら、そういう学力を上げるために、教え方もま

あまあ不得意な先生のとこら辺を重点的にやる

べきじゃないかと言っているわけ。

課題とかいう話でなく、じゃあ、それぞれ課

題は何かって言えるか。私が言っているのは、

課題というよりも、本当にその学力、それしか

ないわけ。それがいい悪いは別として。そこ辺

を踏まえて、重点的にやったらどうかと言って

る。課題、課題って、いっぱい課題ばっかりや

がね。

教育長、この平均点数を上げようと思えば、

そういう方針を、底上げをしなきゃだめなんで

すよ。

○飛田教育長 私は、担当課等に言っているこ

とは、全県下を見渡して、ここが落ちている、

ここが厳しいというところをブルドーザーで押

すようにやろうやと。そういう形でやらんと、

やっぱり全体的に上がらんぞって。

さっきから指標の話で話題になっているよう

に、学力全国上位というのは、おっしゃったよ

うに下をつくらないと。そういう意味では、ブ

ルでならすように手を打てという指示をしてい

ます。

ですから、人事政策もそうですし、研修の計

画もそうですし、研修派遣もするのもそうです

し、学校訪問をさせるのもそうですし、そうい

うのを総合的に組み合わせて、落ちる学校がな

いようにするということが大事だと思っており

ます。

○中野委員 だから、各課長さんは、教育長が

言ってるとおり、しっかりやらんとだめよ、答

えも。何か違うことを答えてやったってしよう

がない。

○井本委員 教職員の働きやすい環境づくりの
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ためのアンケートなんですが、１日、２時間以

上、仕事以外の仕事ですよね。これは、手当が

出るわけじゃないでしょう。

○西田教職員課長 教員は、時間外手当という

のはないんですけれども、教育調整額というの

が、給料の４％出ております。そういう形です。

あと部活動については、手当も出るという形に

なっています。

○井本委員 私の知り合いの先生なんかに聞く

と、とにかく教えること以外の雑務というかそ

れが多い。ここに書いてあるいろんな報告書と

いうのか、そんなのやらを書かないといかんと。

じゃあ、この問題点が出てきたら、それをど

うするかということが、当然、それはやらんな

いといかんでしょう。具体的にどんなことをし

てるんですか。

○西田教職員課長 まず、平成16年度から、こ

ういう課題がありましたので、教育委員会で取

り組むこととしまして、例えば市町村教育委員

会、学校におろす文書の削減とか、定時退庁日

を設けるというリフレッシュデーの推進、そう

いうようなことを行ってきております。

あと、平成24年に入りまして、働きやすい環

境づくりプログラムということで、これは各学

校で取り組むべき取り組みを進めることと個人

でできること、そういうようなことを取り組ん

でいただきながら、よい事例等を各県下に報告

しながら、また、さらに取り組んでいくという

ような状況であります。

○井本委員 この間、議会でちょっと質問をし

たんだけれども、そういうものの専門家という

か、そういうものは入れていないわけですか。

自分たちだけでやってると。

○西田教職員課長 これは、業務改善の専門家

というようなことでしょうか。

○井本委員 コンサルみたいな、私も、前に、

そういうのに出たことがあるんだけれども、で

きるだけ１つの効果ある方向に全部集約してい

くと、たしかそういう専門家はおるんだよね。

そういう専門家を使うつもりはないのかな

と、私は言ったんだけれども、その辺は全然使っ

てないか。

○西田教職員課長 発想としてはあるんですけ

れども、なかなか予算的に厳しい状況です。

○井本委員 それで、ますますそのままずるず

るといったら、逆に、もっとますます金が要る

と。

思い切って何かそういうものを入れて、コン

サルタントとか何かそういう、彼らは要らんも

のと要るものを整理できるはずだから、私は、

やってみたらどうかなと常々思うんだけれど

も、金がないわけですか。

○西田教職員課長 今回、このような結果が出

まして、また再度、さらなる縮減に向けて取り

組みをする中で、いろんな各専門機関のほうに

尋ねにいって、そういうことの御意見をいただ

きながら、我々としての取り組みの方向を検討

してまいりたいと考えています。

○日高副委員長 私も、今回、初めて議会に入っ

てきまして、先ほどのやりとりを聞いて、第二

次宮崎県教育振興基本計画ということで聞きま

して、残念だったのは、何かかわりばえがない

ということで、ちょっとしたところは変わりま

したと。

私は、この計画は初めて見るものなんですよ

ね。そのやりとりを聞いていたら、何かマンパ

ワーの欠如というか、どうしても、正直感じま

す。もうちょっと何か教育というのは、夢を持っ

てやるべきじゃないかなと思うのに、かわりば

えないけれども、とりあえずつくらないといか
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んからつくったみたいな、県の教育委員会って、

本当にこれでいいのかなと。市町村の教育委員

会は、もっと熱心にやっているという、もう考

えがそれでなりません。

その辺について、多分、それは答えようがな

いと思うんですけれども、どういう解釈を持っ

ておるのかということと。でも、しかし、一般

質問等でいろいろ見ると、教育長の熱意とか持

論とかよくお聞きしました。その中では、すご

く、すばらしい教育長だなと、私は感じており

ます。

教育長の、宮崎県の教育委員会の長としての、

飛田カラーというものを、ちょっとお聞きした

いなという点があります。

そして、あと一つが、忙しいと感じる要因の

とこで、本来、家庭ですべきであると思われる

ような教育内容まで、学校に求められていると

いうことでありますが、これは多分、保護者の

ことで、いろんなことで相談を受けたり、いろ

いろとあると思うんですよ。その後に、働きや

すい環境づくりの方針として、そこには、これ

は触れられてないんですよね。

これは、なかなか言いづらいところかもしれ

んけれども、これを言っていかないと、我々も、

やはりこれから家庭教育支援条例もつくって、

保護者の責務というのも、きちっと入れていか

ないといかんという気持ちでおるわけですか

ら、その辺は、議会側と当局側と、一体になっ

てやっていかなくちゃいけないのかなと思って

おります。その辺についてちょっとお伺いしま

す。

○飛田教育長 実は、この第二次宮崎県教育振

興基本計画は、10年計画として作成したもので

あります。

表紙に書いておりますように、そのときに熱

い思いがありまして、この冊子のほうを見てい

ただくと、冊子の頭に、「未来を切り拓く 心

豊かでたくましい 宮崎の人づくり」と書いて

いますが、我々が、いわゆる宮崎県の教育基本

方針を受けて、現代版でいうならば、これが一

番、私たちとしてやりたいと思っていることで

す。

これをつくったときに、今の子供たちに何が

必要かということを考えたときは、やっぱりハ

ート、心が豊かじゃないといかん。

それから、人のためになるような未来を切り

拓く、そのためには、たくましくないといかん。

そのたくましいといったとき、あのとき、話題

になったのは、障がいのある子供たちにとって

たくましいというのは、どうなんだろうと、い

や、むしろ障がいのある子供たちこそ、そうい

う境遇を逆に逆境と捉えて、伸びるようなたく

ましさがないといけない。そういう人づくりを

今の時代に向かってやりますよということでつ

くりまして、かなり熱い思いでつくりました。

そして、その中で、数年たって見直さないと

いかんところがあれば、見直そうかというのが

今度でありまして、大きくは見直す必要がない

というのが、私たちの考えでありまして、もと

の計画をきちっとまた再確認しながら、進めて

いきたいと考えております。

したがって、熱い思いを持って、「未来を切

り拓く 心豊かでたくましい 宮崎の人づく

り」というのをやっていきたいと思いますし、

先ほど中野委員から指摘がありました10の項目

についても、できるだけ、こんな厚い冊子はな

かなか読んでもらえんということがあるから、

そのワンポイントとして示そうとやったんです

が、文言がもう少しわかりやすいほうがいいっ

ちゃないかという御指摘だと思いますので、真
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摯に受けとめて、そこは担当課に検討させよう

と思います。

そこあたりも、少なくとも10ぐらい、この目

標で、うちはいこうというようなことを主張し

たんであって、そういう気持ちで、かわりばえ

しないということは、逆に言えば、我々が当初、

考えた計画は、揺らぐような、ぐらぐらするよ

うなもんじゃなかった。むしろそれを再確認し

て頑張っていこうと思います。

それから、２点目の忙しいという中に、家庭

でっていうことがあると思ったんですが、それ

は当然、家庭に啓発をしていかないといかんと

いうことで、実はちょっと大きなスケールで考

えているのは、乳幼児健診とか家庭教育学級で、

親育ちをできるようなプログラムを一昨年ぐら

いから検討させて、今、そのプランを普及する

ための活動をやっております。

そういう活動と同時に、学校においては、例

えば、ある先生が親から言ってきたことを１人

で受けてしまうんじゃなくて、組織立って、対

応するようなことを学校にも指導しているとこ

ろであって、職員が孤立するようなことになる

と、それが非常にハードワークとして感じるの

で、そこあたりは、もうちょっと指導をしてい

きたいと思いますし、親を育てることを社会教

育として教育委員会でどうするか、あるいは学

校の対応をどうするかということの両方をき

ちっとやっていきたいと思います。

○日高副委員長 その熱い思いで、これを最初

につくられたということで、ただ、今回のやり

とりの中で、かわりばえがしないというけれど

も、ちょっとなと思ったところです。

きょうは、マスコミも来ていますんで、答弁

として、それを言ってもらえればよかったんで

すけれども、かわりばえしませんって答弁を聞

くと、何か教育長の思いとそれが、若干違うな

というような気がしておりますもんですから、

その辺をまたお願いしたいなと、熱い思いで教

育をよろしくお願いします。

また、家庭教育については、もういろいろ厳

しいと思うんですよ。先生たちが、保護者に、

これはおかしいですわとは言えんですわね。

その辺がかなりネックになっているのは、私

は、１番と２番と、ほとんど一緒のことだと思

うんですよ。児童生徒と接する以外の事務作業

が多いというのも、これも絶対一緒だと思うん

ですね。この辺は、一体としてやっていかなく

ちゃならない。

この中にも、校長先生を経験された方も、多

分、いっぱいいらっしゃると思うんですよね。

そういった人たちの意見もどんどん取り入れな

がら、議会にも必要な情報を提供していただき、

またこちらも、情報はこうですよと、もっと

キャッチボールをしていければと思いますん

で、よろしくお願いいたします。

○重松委員長 ほかはございませんか。

今のその他の報告事項については、これで終

了いたしまして、その他のその他はございませ

んか。

○中野委員 体育協会というのがありますよ

ね。あそこの予算は、どうなっているのかな。

これで見たら、ちょっと見たぐらいではわから

んかったんだけれども、その体育協会の予算の

仕組み、ちょっとそこ辺を教えてもらえません

か。

○古木スポーツ振興課長 体育協会につきまし

ては、県のほうから補助金を、例えば国民体育

大会、あるいは県民総合スポーツ大会開催等に

かかわる経費ということで、補助金等を交付し

ているところでありますけれども、総額として
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は、２億を超える補助金を、その中で運用して

いただいているということでございます。

○中野委員 ちょっと要望しておきます。あの

体育協会のことしの総会資料をよかったら後で

下さい。

それと、ＰＴＡというのは、今、どんな活動

をしているか。私の孫は今度、中学生。中学校

なんかは、ＰＴＡの生徒の親が出て、学校の草

刈りとかそういうことをやっておるわけです

よ。

仕方がないかなと思いながらも、せめて中学

校ぐらいは、みんながみんなじゃないかもわか

らんですよ。何でもかんでもＰＴＡじゃなくて、

せめて自分の運動場ぐらい、校庭ぐらいは、生

徒の何て言うか、そういう考え方を何って言っ

たらいいかわからんけれども、そういうことで、

私はやるべきかなと思うのが一つ。

それと今、いろんな子供の問題があるけれど

も、やっぱり学校というのは、しつけまではで

きませんよね。俺は思うんだけれども、人間と

ていうのは、頭のいいことにこしたことはない

けれども、社会に出たり、子供の中でも、しつ

けというのが大事だと思うんですよ。

今、ビアホールやらを関係してやると、スポ

ーツグループが打ち上げに来てくれるわけよ。

すると、若い母ちゃんたちは、飲み方ばっかり

して、子供が騒ごうが何しようが我関せずとい

う感じで。今、若い人の子供に対する教育とい

うものに疑問がある。ＰＴＡ活動というのを通

じて何かそういう、なかなか難しいけれども、

そこ辺のＰＴＡのあり方というのをもうちょっ

と真剣に教育委員会として、これは町の教育委

員会もあるけれども、家庭内問題についても、

何かＰＴＡ会費だけ出して、運動会の経費か何

か知らんけれども、もうちょっとＰＴＡの活動

を有意義というか、そこ辺はどうなんですか。

教育長が、何かそういうあり方について文書を

出すとか。

教育委員会は、あんまりＰＴＡ活動は関係な

いんですかね。

○恵利生涯学習課長 ＰＴＡの連合会につきま

しては、教育委員会からの指定をしてます社会

教育団体の一つであります。

我々も、先ほども教育長が申しましたように、

家庭教育支援のプログラムがございますので、

その中でのＰＴＡ活動の中で、それについての

啓発をしたり、または、それぞれＰＴＡ活動の

中で、講演会にも私どもは足を運んでいかせて

いただきながら、家庭教育の大事さだとか、そ

んなことも話をさせていただきます。

実際に、ここで話してよろしいかどうかわか

りませんけれども、国富町のほうには、今度、

教育長もＰＴＡの講演会に行っていただきまし

て、教育長からも熱い思いを話していただきま

す。

いろんな機会で、家庭教育を含めたＰＴＡ活

動の充実、子供たちも一緒に活動すること、議

員のおっしゃったように、そんな活動を、それ

ぞれの発達段階の中で推進してまいりたいと思

います。

一つだけ、ことしのＰＴＡの連合会の目玉と

いうんでしょうか、携帯・スマホを夜９時、電

源オフ運動というのを小中学校のＰＴＡ、また

は高等学校も、そういうスマホ関係の取り組み

を全県下挙げてやろうとしているところもござ

います。

○中野委員 ぜひ目に見える形で、ＰＴＡ活動

をもうちょっと充実。目に見える活動はあるべ

きだと思うんです。

○重松委員長 中野委員、先ほどの体育協会の
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資料というのは、総会資料か何かでよろしいで

しょうか。総会資料でよろしいですね。

委員の皆様に資料請求をお諮りいたしますけ

れども、よろしいでしょうか。

○古木スポーツ振興課長 わかりました。資料

についてまた提供させていただきたいと思いま

す。

○井本委員 美術館の件で、これは思いつきな

んだけれども、個人情報になるから、そんなの

は難しいのかもしれんけれども。この県下に、

お金持ちがたくさん本物の美術品を持っている

んですね。そんなのというのは、皆さん方の情

報の中に入っているのか。恐らく入ってないん

でしょうね。

まず、そういうのは入ってないでしょうか。

○飛田教育長 担当課長がフォローすると思い

ますが、その前に私のほうで。

実は、美術館で非常に大事な仕事で、なかな

かやりにくい仕事というのが、収蔵されている

個人の美術品の寄贈とか、個人が引き受けてく

れというのは、かなりありまして、ただ、それ

が、どれぐらいの価値があるかという、実際に、

その無料で寄附いただいても、あそこの収蔵庫

で燻蒸をして、ずっと永年保存しているような

価値があるかどうかというのは、収蔵品の専門

家にお願いしてやっておりますし、それから、

個人の作家が、いろんな家族が、すごく著名な

方が言われるような場合も、そういうような段

取りをきちっと踏んでおります。

県立美術館の大事な役割としては、郷土作家

の作品をきちっと収蔵する。瑛九が、一番のメ

ーン作家ですが、その瑛九以外の方も収蔵をし

ているということと、それから、県民の美術館

として、日本と西洋のある程度、美術史のある

世代を俯瞰できるような作品もやるというよう

なことで、ずっと収蔵してきております。

ある程度の調査はいたしております。

○恵利生涯学習課長 寄贈作品についてですけ

れども、平成25年度が絵画が３点ございます。26

年度が41点と、年度によっても、そういう寄贈

が違うわけですけれども、これも収集委員会に、

きちんと諮りながら、きちんとしたそういう作

品を収蔵するということでやっております。

○井本委員 いや、私は、その寄贈の話を今、

しようとしたんじゃなくて、私も行ってみて、

家の中にピカソやら置いてあるわけよ。

そしたら、本人としては、本当はどこかで見

せたいんだね。だから、そういうところの展示

場をこちらで提供してやるという。

例えば県立美術館で県内のピカソを持ってい

る人はそれを持ってきてやるとか、そんなのを

やってみたらいいんじゃないのかなと思いま

す。

○恵利生涯学習課長 コレクション展という、

年内４回の、例えば今度、７月７日まで行われ

ますコレクション展では、瑛九の世界だとか、

そういう非常に大切なピカソの作品も、その中

のものとして展示をされる計画でおります。

そういうコレクション展、または有名な作品

を「旅美」といいまして、旅する美術館といい

まして、県内各地の美術館に、そういう有名な

作品をきちんと保管しながら運びまして、地域

の方々に、その作品のよさを広げるというよう

な事業も行っているところでございます。

○井本委員 それで、最初の話だけれども、大

体ピカソはどこにあるとか、そんなのはわかっ

てるんですか。個人が、この人が何を持ってる

とか、そういうのはわかっておるわけか。

○恵利生涯学習課長 個人のコレクションにつ

きましては、美術館の中では、教育委員会とし
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ましても、把握をしていない状況でございます。

○井本委員 そういうのをちょっと、それは向

こうが絶対言えんというのはしようがないけれ

ども、お金持ちのところを、何を持ってますか

といって、彼らも外に出して見せたいわけよ。

本当は見せびらかしたいわけよ。

ところが、自分の家だけで飾ってるだけなん

だね。彼らは見せたいという欲望があるわけよ。

だから、そういう展示する場を提供してやった

らどうかなということです。

○恵利生涯学習課長 委員の御指摘をいただき

ました。県内にも、そういう作品がいろいろと

あるかと思いますので、そういうようなことで、

展示につきましても、また努めてまいりたいと

思っております。

○田口委員 私は、これまで議会で３回ぐらい、

土曜授業の件で質問をさせていただきました。

今回も、６月議会で質問をいたしましたが、実

は、私が質問をした次の日に、宮日新聞の１面

トップに出ました。

その後にも、この件に関して、私には何の報

告もないもんですから、ちょっとここで聞いと

かないといかんなと思いまして、この記事に関

しては、中身に関しても含めて、今後の予定は

どうなっておるのか、ぜひお聞きしたいんです

が。

○川越学校政策課長 県立学校における土曜授

業の実施についてでございますが、基本的な考

え方としましては、県立学校において土曜日に

教育課程に位置づけられた授業、または特別活

動を実施する場合には、完全学校週５日制の趣

旨を踏まえながら、保護者、地域の住民に開か

れた学校づくりを推進するなどの観点からも、

行うものとするという点と。

もう一点は、実施に当たっては、保護者、地

域住民、関係団体に対して、当該学校からその

趣旨を十分説明するとともに、理解が得られる

ものとするような基本的な考え方がございま

す。

内容につきまして、土曜日の授業の内容とし

ましては、家庭、地域との連携による行事や授

業、保護者や地域住民等への公開授業等を含め

ることができるように、検討をしているところ

であります。

勤務につきまして話題になります。土曜授業

の実施日における教員、事務職員の勤務につき

ましては、土曜授業の内容に応じ、各学校の定

めた計画に基づいて、職員が出勤するというよ

うな形で考えております。

留意点としまして幾つかございまして、実施

回数等は、完全週５日制の趣旨を踏まえて、生

徒の身体的負担等の考慮をし、月２回を上限と

するということで、部活動の実施についても配

慮をすることとしています。

今後の計画でございますが、現在、組合との

検討等を含めまして、８月から９月ごろに通知

という形で、検討の結果を公表していきたいと、

実施に向けて検討をするという、実施に向けて

の通知文を出す予定にしております。

今はまだ決定ではございませんので、あくま

で今、検討をしているということで、新聞にも

そのような報道になっている。

あくまでも、高校の場合は、学校によって教

育課程も含めまして、講師が違いますので、校

長の判断のもとで実施をするかどうかというこ

とを検討する形をとっています。

○田口委員 もちろん、今、検討中でしょうか

ら詳しくは言えないかもしれませんが、こうい

うふうに至るに至った経緯というのは、県内で

も、延岡だけ、今、始まっていますが、学校側
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から県教委に対しての要望だったのか、あるい

はＰＴＡ等々からの要望であったのか、あるい

は逆に全国の情勢とか県内の情勢を見て、県教

委のほうから逆に提供をしようとしているの

か、お聞きいたします。

○川越学校政策課長 基本、数校から、高校に

おける土曜授業は、県としてどういうふうに考

えているのかというようなこともありまして、

実際に、高校が導入するかどうかの決定はまだ

決まっていませんけれども、その趣旨のもとで、

土曜授業の検討は、各学校からの要望も含めま

して入ったところでございます。

○飛田教育長 学校がいろんなことを子供たち

のために革新的にやろうと思っていることを、

できるだけやれるような体制をつくるのが、県

教育委員会の仕事だと思っています。

これと同じような事例が、県立学校の２学期

制をどうするかということがあったんですが、

例えば、就職を考えたときには、就職に関係す

る科目を９月16日の就職解禁日より前に、全部

履修が終わっとったほうがいいんですね。

ですから、それを２学期制にして前のほうで

やったほうがいい、そういう学校はそれでやん

なさいということで、県はそういうやり方をし

ました。

土曜授業についても、資格取得とか課外授業

とか、今、県立学校では、かなりＰＴＡ主催と

か同窓会主催とかいうような形で、いろんなこ

とをやっていますし、そういうところで、学校

が子供たちのためにやりやすいような体制をつ

くることは、非常に大切だと思っております。

ですから、その体制整備等、あるいはやる場

合の留意点を今、きちんと整理をしているとい

うふうな作業をしているところでございます。

○緒嶋委員 今は現場主義というのが、よく言

われるわけですよね。その中で、あの農政の場

合は、農業試験場長が、この委員会に来るわけ

ですよ。木材利用技術センターの所長とか農大

校の校長とか。

ここにもいえば、出先のそういう主な直接、

県民と関係するようなところの博物館長とか図

書館長を後ろのほうにも据えて、その現場の人

に対して、我々が聞きたい部分もあるわけです

よ。農政は、そういうふうにしてるんですよ。

教育委員会の場合は、それができんとかどうか

ということです。

生涯学習課長とか文化財課長がおられますけ

れども、現場のことは、現場の人が一番知って

るわけです。

そうなると、そういう人たちが、この委員会

に出てきてもいいんじゃないかなという気がす

るんですね。それが、我々現場主義であるし、

今度の美術館の問題なんかについてでも、そう

いうことで意見交換。それぞれの所管課はある

けれども、農政は皆、それをやっているわけで

すよ。だから、我々は、そういう林業について

は、その林業技術センターの所長に直接聞いて、

どうなっておるかという、間接的な答えを文化

財課の課長からもらうんじゃなくて直接。

そういうことで農政の場合はやっておるの

に、教育委員会はそれができんのかなという気

が前からしてたんですが、それはどんなもんか。

○飛田教育長 ここの場で、それができるかど

うかっていうのは、制度上のこともちょっと調

べないといけないと思うんですが、今までも、

常任委員会の皆さん方に、出先にも直接訪問い

ただいて、学校でもいろんな機関でも、意見交

換をしていただきました。

ぜひそういうことを、ことしも、もしおいで

いただいて、していただけるなら、していただ
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けたらと思います。

○緒嶋委員 制度的にできれば、我々も、いつ

も行くのはなかなかだから。

それで、恐らく条例とか何かとかでどうなる

かわからんけれども、これは総務課長、どんな

もんか。

こっちにおいでになれば、その館長とかそう

いう人たちも、緊張感を持ってくると思うんで

す。

今、あの人たちに言うと、県議会がないから

いいですわって、彼ら自身は言うんですね。そ

ういうことは、彼らにとっては緊張感がないわ

けですよ。生涯学習課長、文化財課長がいろい

ろ言われる。

そういうことであれば、現場主義というのが

一番言われておるんじゃから、現場のトップを

呼んでからいろいろ言ったほうが、現場も緊張

感を持ち、また、我々の県会議員の意向という

のを間接じゃなく直接聞くことによって、いろ

いろ改めるべきというか、そうしなきゃいかん

こともあるなとか、間接的聞くことよりも直接

聞くほうが、人間はやはりわかりが早いわけで

ありますので、私は、これはもう何とかならん

かなという気がする。

○大西総務課長 緒嶋委員がおっしゃったよう

に、農政水産部、それから商工観光労働部にお

いても、出先機関の長が常任委員会等に御出席

をされているという事実は承知しております。

それらの委員会において、どのような経緯で

出席をされているのか、そういったことも含め

まして、私どもと議会事務局のほうと、いろい

ろと御相談させていただくことになるのかなと

思いますので、また検討したいと思います。

○重松委員長 そのほかはございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 ないようでございますので、以

上をもって教育委員会を終了いたします。執行

部の皆様、大変お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時10分休憩

午後２時20分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

採決についてでありますが、申し合わせによ

り、委員会審査の終了日に行うこととなってお

りますので、あす、採決を行うこととし、再開

時間は13時ちょうどということにしたいと思い

ますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 異議なし。それでは、そのよう

に決定をいたします。

その他何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 以上をもちまして本日の委員会

を終了いたします。

午後２時21分散会
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午後１時２分再開

出席委員（７人）

委 員 長 重 松 幸次郎

副 委 員 長 日 高 博 之

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 井 本 英 雄

委 員 中 野 明

委 員 田 口 雄 二

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 事 八 幡 光 祐

政策調査課主幹 西久保 耕 史

○重松委員長 委員会を再開いたします。

議案の採決を行います。

議案第１号につきましては、原案のとおり可

決することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 御異議なしと認めます。よって、

議案第１号については、原案のとおり可決すべ

きものと決定いたしました。

次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。

委員長報告の項目及び内容について、御意見

をお願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後１時３分休憩

午後１時38分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

それでは、委員長報告につきましては、ただ

いまの御意見等を参考にしながら、正副委員長

に御一任いただくということで御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

暫時休憩いたします。

午後１時38分休憩

午後１時43分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

７月22日の閉会中の委員会につきましては、

ただいまの御意見等を参考にしながら、正副委

員長に御一任いただくということで御異議あり

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

続きまして、閉会中の継続調査についてお諮

りをいたします。

教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経

営に関する調査につきましては、引き続き、閉

会中の継続調査といたしたいと思いますが、御

異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 御異議ありませんので、その旨、

議長に申し出ることといたします。

暫時休憩いたします。

午後１時43分休憩

午後１時44分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

そのほか、何かありませんか。

平成27年６月26日(金)
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、何もないようですの

で、以上で委員会を終了いたします。

午後１時44分閉会


